2023/04/03 23:05:09

LEEGER

AV O
koubo009 1.0 20230116.pdf

HLWT 7 A

Vs koubo010_20230330.pdf
56 ~X—3) (2.15 MB)

65 X—< (1.77 MB)
2023/01/13 13:01:51

2023/03/30 17:24:54

TEDET s 284 )V EER

297  pomm 0 tozsrn
4 9 9 119 womr 0 @
7H 2 P OBOLE 127 woun

RADRBICHEE (1 X—=2)

file://NoURLProvided[2023/04/03 23:05:09]



‘EXEERHEDE
(BD'SAF1—>iibirziR< )
NEEMH

(1 0[ED)

NSHIRE ¢ SASE3H308(K) ~ DH5FE6H30H(E)18:003F T(EST)

1.0k
SH5E3H
SXEBBREIEEHE

UE] COREEMEEE. BEBELEIHGUTHETSNDZENHDFITDT. RIFDEDZFIHE/EDR—L
R=—ZTTHRLTZE W,
BT SA4F T — 2 BEUEIRCHN D LREBRBIIU T2 HRIZE0,
https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf



https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf
テキストが削除されました�
テキスト
「令和二年度第三次補正・令和三年度補正・令和四年度予備費」

テキストが挿入されました�
テキスト
「【サプライチェーン強靱化枠を除く】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（第９回）」 
[新] : 「（第１０回）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「1月 16日 (月」 
[新] : 「3月 30日 (木」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「3月 24日」 
[新] : 「6月 30日」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「1月」 
[新] : 「3月」

テキストが挿入されました�
テキスト
「サプライチェーン強靱化枠にかかる公募要領は以下をご確認ください。 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「なお、既に取得されている場合、「 Gビズ IDプライムアカウント」に代えて、「暫定 Gビズ IDプラ イムアカウント」を用いて申請することも可能ですが、「暫定 Gビズ IDプライムアカウント」はデ ジタル庁の運用変更により、7月1日以降新たに取得することはできませんのでご注意ください。ま た、採択公表後の交付申請の受付以降の手続きでは、「 Gビズ IDプライムアカウント」が必須とな りますので、「 Gビズ IDプライムアカウント」の取得手続きは順次進めていただけますようお願い いたします。 ○ GビズIDプライムアカウントの取得手続きの遅れによる申請期限の延長等は、一切認められません」 
[新] : 「Gビズ IDプライムアカウントの取得手続きの遅れによる申請期限の延長等は、一切認められません」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「い中、ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、業態 転換、事業・業種転換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構 築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目的と します。 第 6回公募からは、引き続き業況が厳しい事業者や事業再生に取り組む事業者への重点的支援 を継続しつつ、売上高等減少要件の緩和などを行います。また、特に、ガソリン車向け部品から 電気自動車等向け部品製造への事業転換のように、グリーン分野での事業再構築を通じて高い成 長を目指す事業者を対象に、従来よりも補助上限額を引き上げ売上高減少要件を撤廃した新たな 申請類型を創設することで、ポストコロナ社会を見据えた未来社会を切り拓くための取組を重点 的に支援していきます。 第 7回公募からは、新型コロナの影響を受けつつ、加えてウクライナ情勢の緊迫化等による原 油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響により業況が厳しい中小企業等が行う、新型コロナ をはじめとする感染症の流行など、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応し た、危機に強い事業への事業再構築の取組に対し、新たな支援類型を創設し重点的に支援してい きます。 補助金額 ［通常枠 ] 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数 20人以下】 100万円～ 2,000万円 【従業員数 21～ 50人】 100万円～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円～ 6,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円～ 8,000万円 ［大規模賃金引上枠］ 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数 101人以上】 8,000万円超～ 1億円 ［回復・再生応援枠 ] 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数５人以下】 100 万円 ～ 500 万円 【従業員数６ ~20人】 100 万円 ～ 1,000 万円 【従業員数 21人以上】 100万円 ～ 1,500万円」 
[新] : 「い中、ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新市場進出（新分 野展開、業態転換）、事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡 大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援することで、日本経済の構 造転換を促すことを目的とします。 第 10回公募からは、コロナや物価高等により依然として業況が厳しい事業者への支援として「物 価高騰対策・回復再生応援枠」を措置することに加え、産業構造の変化等により事業再構築が強く 求められる業種・業態の事業者への支援として「産業構造転換枠」、海外で製造する部品等の国内 回帰を進め、国内サプライチェーン及び地域産業の活性化に取り組む事業者（製造業）への支援と して「サプライチェーン強靱化枠」、成長分野への事業再構築を支援するべく売上高等減少要件を 撤廃した「成長枠」を新設するなど、ポストコロナ社会を見据えた未来社会を切り拓くための取組 を重点的に支援していきます。 補助金額 ［成長枠 ] 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数 20人以下】 100万円～ 2,000万円 【従業員数 21～ 50人】 100万円～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円～ 5,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円～ 7,000万円 ［グリーン成長枠（エントリー）］ 中小企業者等【従業員数 20人以下】 100万円～ 4,000万円 【従業員数 21~50人】 100万円～ 6,000万円 【従業員数 51人以上】 100万円～ 8,000万円 中堅企業等 ： 100万円～ 1億円 ［グリーン成長枠（スタンダード）］ 中小企業者等： 100万円～ 1億円 中堅企業等 ： 100万円～ 1.5億円 ［卒業促進枠］ 成長枠・グリーン成長枠の補助金額上限に準じる ［大規模賃金引上促進枠］ 100万円～ 3,000万円 ［産業構造転換枠 ] 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数 20人以下】 100万円～ 2,000万円 【従業員数 21～ 50人】 100万円～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円～ 5,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円～ 7,000万円 ※ 廃業を伴う場合は、廃業費を最大 2,000万円上乗せ」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「100 万円 ～ 500 万円 【従業員数６ ~20人】 100 万円 ～ 1,000 万円 【従業員数 21人以上】 100万円 ～ 1,500万円 ［グリーン成長枠］ 中小企業者等： 100万円～ 1億円 中堅企業等 ： 100万円～ 1.5億円 ［緊急対策枠］ 中小企業等、中堅企業等ともに 【従業員 5人以下】 100万円～ 1,000万円」 
[新] : 「100万円～ 500万円 【従業員数６ ~20人】 100万円～ 1,000万円 【従業員数 21人以上】 100万円～ 1,500万円 ［物価高騰対策・回復再生応援枠］ 中小企業等、中堅企業等ともに 【従業員 5人以下】 100万円～ 1,000 万円」


(fE%2E 6 ~20A] 100/5M~1,500/5H

(7€%2821~50A] 100/5F~2,000/5H
(7¢%8 51 AL k] 100 5FH~3,000 5H

B = [ RA%] HUNEEEFL/2 (KRERE LT (X 1)Z1T51%52/3)
hERPEE 1/3(RRERE LT (X 1)Z1T5%51/2)

[JU—-2EERE (T2 hJU— - RS — RE) |
UNEEESE 1/2 (REERELT (k1) Z1T751552/3)
hEPEE 1/3 (REERELT (k1) Z1755%H51/2)

(2R eatErs ] NERE 1/2
hEPESE 1/3

[(RMREEES| LfeER] FNEESE 1/2
hEPEE 1/3

[ FRABIS IR ] tUNEEESE 2/3
RERPRESE  1/2

[(RIEEE] N\EEEE 3/4
hERTPERE  2/3

[(l=EEST R - EIEBAESER]
UNEEE  2/3 (%2)
RERPEE 1/2 (X3)

(%1) BERTERRT. OBEEAREEE +45M.
QIG5 A+ 6% ZEM T D L.

(x2) EEBHSALUTDHE4005M. REESE6~20
ADHZE600HM. EEEEH21~50ADHE800
. EEEHS1IAL EDHZE(E1,2006HEXT
(F3/4

(%3) EEBHSALUTDHE4005M. REEEE6~20
ADZE600HM. EEEEH21~50ADHE800
. EEEHS1IAL EDHZE(E1,2006HEXT
(F2/3

HEIMREHSH TRO. QOmAZEmEZIZE. (X 4)
O RBEEEXEEANTIT [SEXBEBEEEIH (https://www.meti.go.jp/covid-
19/jigyo_saikoutiku/index.html) | (CAD 7= 3 ~ 5 FEDBXEETEE Z/ERK
L. REREENMEIEMEDOHRZZ(TTLNDIE, (%5)
Q@ THENBER TRI~SETHINMEEEZ FEFT3.0%~5.0% (BEMEB(CKIDE
R3) UEBMEEDI &, XRIFMES— AHZD AT EEE & FXK T
3.0%~5.0% (BEHBB(CKDERD) DLEEMEEd &,

(x4) FBFEREB(CO. QDMICHPIMREAZAEFITTNET . FlICDOVTIE. 4. #h
HRBEDEMFZSRIIES,
(RIBES&A] (X, NRFFEZTV. (VESENR - CEBERER] (CLLATERIRR(C



https://www.meti.go.jp/covid-19/jigyo_saikoutiku/index.html
https://www.meti.go.jp/covid-19/jigyo_saikoutiku/index.html
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「2,000万円」 
[新] : 「1,500万円」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「3,000万円」 
[新] : 「2,000万円」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「4,000万円」 
[新] : 「3,000万円」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「[通常枠」 
[新] : 「[成長枠」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「2/3 (6,000万円を超える部分は 1/2) 中堅企業等 1/2 (4,000万円を超える部分は 1/3)」 
[新] : 「1/2 (大規模な賃上げ (※ １)を行う場合 2/3) 中堅企業等 1/3(大規模な賃上げ (※ １)を行う場合 1/2) ［グリーン成長枠（エントリー・スタンダード共通）］ 中小企業者等 1/2（大規模な賃上げ（※１）を行う場合 2/3) 中堅企業等 1/3（大規模な賃上げ（※１）を行う場合 1/2) ［卒業促進枠］ 中小企業等 1/2」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「［大規模賃金引上枠］ 中小企業者等 2/3 (6,000万円を超える部分は 1/2) 中堅企業等 1/2 (4,000万円を超える部分は 1/3) [回復・再生応援枠 ] 中小企業者等 3/4 中堅企業等 2/3」 
[新] : 「中堅企業等 1/3 ［大規模賃金引上促進枠］中小企業等 1/2 中堅企業等 1/3 [産業構造転換枠 ] 中小企業者等 2/3 中堅企業等 1/2」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「［グリーン成長枠］ 中小企業者等 1/2 中堅企業等 1/3 ［緊急対策枠］ 中小企業等 3/4（※１） 中堅企業等 2/3（※２） （※ １ ）従業員数 5人以下の場合 500万円を超える部分、 従業員数 6～ 20人の場合 1,000万円を超える部 分、従業員数 21人以上の場合 1,500万円を超える 部分は２／３） （※ ２ ）従業員数 5人以下の場合 500万円を超える部分、 従業員数 6～ 20人の場合 1,000万円を超える部 分、従業員数 21人以上の場合 1,500万円を超える 部分は１／２） 補助対象要件 下記①、②の両方を満たすこと。（※３） ① 2020年4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コ ロナ以前（2019年又は2020年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較し て10％以上減少していること等。（※４） ② 経済産業省が示す「事業再構築指針（ https://www.meti.go.jp/covid19/jigyo_saikoutiku/index.html）」に沿った３～５年の事業計画書を認定経営革新等支援機関等と共同で策定すること。（※５） （※３）【大規模賃金引上枠】、【回復・再生応援枠】、【最低賃金枠】、【グリーン成長枠】、 【緊急対策枠】については、①、②の他に補助対象要件を別途設けています。詳細について は、４．補助対象事業の要件を参照ください。また、【グリーン成長枠】、【緊急対策枠】 については、①の要件は課されません。 【最低賃金枠】は、加点措置を行い、【回復・再生応援枠】に比べて採択率において優遇さ れます。 （※４）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳しくは、４．補助対象事業の要件を 参照ください。 （※５）事業終了後３～５年で、付加価値額の年率平均 3.0％（【グリーン成長枠】については 5.0％）以上、又は従業員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％（【グリーン成長枠】につ いては 5.0％）以上の増加を見込む事業計画を策定する必要があります。また、補助金額 3,000万円を超える案件は、認定経営革新等支援機関に加え、金融機関（ファンド等を含 む。金融機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみで可）と事業計画を策定 する必要があります。認定経営革新等支援機関や金融機関は、事業所の所在地域にある必要 はございませんので、任意の機関を選定ください。なお、複数の事業者が連携して申請する 場合には、認定経営革新等支援機関と共同で事業計画を策定することは任意となります（補 助金額が 3,000万円を超える事業者については、それぞれの事業者単位で金融機関と共同で」 
[新] : 「［物価高騰対策・回復再生応援枠］ 中小企業等 ２ /３（※ 2） 中堅企業等 １ /２（※ 3） （※ 1) 事業終了時点で、①①業場内最低賃金＋ 45円、 ②給与支給総額＋ 6％を達成すること。 （※ 2）従業員数 5人以下の場合 400万円、従業員数 6～ 20 人の場合 600万円、従業員数 21～ 50人の場合 800 万円、従業員数 51人以上の場合は 1,200万円まで は 3/4 （※ 3）従業員数 5人以下の場合 400万円、従業員数 6～ 20 人の場合 600万円、従業員数 21～ 50人の場合 800 万円、従業員数 51人以上の場合は 1,200万円まで は 2/3 補助対象要件 下記①、②②両方を満たすこと。（※４） ① 経済産業省が示す「事業再構築指針（ https://www.meti.go.jp/covid19/jigyo_saikoutiku/index.html）」に沿った３～５年の事業計画書を作成し、認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。（※５） ② 補助事業終了後 3~5年で付加価値額を年率平均 3.0%~5.0%（事業類型により異 なる）以上増加させること。又は従業員一人当たり付加価値額を年率平均 3.0%~5.0%（事業類型により異なる）以上増加させること。 （※４）各事業類型毎に① 、、 対象事業の要件を参照ください。 【最低賃金枠】は、加点措置を行い、【物価高騰対策・回復再生応援枠】に比べて採択率に」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「事業計画を策定することが必要となります）。」 
[新] : 「おいて優遇されます。 （※５）補助金額 3,000万円を超える案件は、認定経営革新等支援機関に加え、金融機関（ファンド 等を含む。金融機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみで可）による事業 計画の確認を受けている必要があります。認定経営革新等支援機関や金融機関は、事業所の 所在地域にある必要はございませんので、任意の機関を選定ください。なお、複数の事業者 が連携して申請する場合には、認定経営革新等支援機関による事業計画の確認は任意となり ます（補助金額が 3,000万円を超える事業者については、それぞれの事業者単位で金融機関 による確認を受けていることが必要となります）。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-BoldItalic」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「1月 16日（月）」 
[新] : 「3月 30日（木）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「3月 24日（金）」 
[新] : 「6月 30日（金）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「高めることを支援するものであり、申請者は事業計画の作成、実行及び成果目標の達成に責任を 持って取り組んでいただく必要があります。 ○ 本事業では、提出いただいた事業計画を外部有識者からなる審査委員会が評価し、より優れ た事業計画を採択します。申請前に、書類に不備や不足がないことを必ずご確認ください。不 備がある場合（例えば、中堅企業等であるにも関わらず、通常枠に補助率３分の２の事業計画 を提出等）は、審査できないことがあります。採択発表後、審査委員会による個別の評価結果 の詳細はお答えいたしかねますので、ご了承ください。 ○ 採択結果は、申請いただいた事業計画に記載のある金額の全額に対して、補助金の交付決定を 保証するものではありません。採択決定後に「補助金交付申請」をしていただき、その経費等の 内容を事務局で補助対象経費として適切なものであるかどうかの精査を行います。必要に応じ て、事業者に照会・連絡等を行った上で、補助金交付額を決定し、通知いたします。精査の結果 次第では、交付決定額が、応募時に計上している補助金申請額から減額となる場合もあります。 なお、交付決定額は、採択決定時点の補助金申請額を上回ることはできませんのでご注意くださ い。 ○ 事業計画の検討に際して外部の支援を受ける場合には、提供するサービスの内容とかい離した 高額な成功報酬等を請求する悪質な業者等にご注意ください。認定経営革新等支援機関及び申請 書の作成を支援した外部支援者がいる場合は、事業計画書の「事業計画書作成支援者名」「作成 支援報酬額」の欄に当該事業者名及び当該事業者に支払う報酬の内容（成功報酬の場合は、採択 時に支払う金額）と契約期間を記載してください。申請支援の実態に関する調査を実施するとと もに、トラブルが起きた場合の通報窓口を設置し、不適切な行為と認められる事案をとりまと め、公表します。当該支援者が認定経営革新等支援機関である場合には、業務改善命令や認定取 り消しに至る可能性があります。」 
[新] : 「高めることを支援するものであり、申請者は事業計画の作成（検討やブラッシュアップのために 認定経営革新等支援機関を含む外部機関の助言を受けることは差し支えございませんが、必ず申 請者自身で作成してください。作成自体を外部機関が行うことは認められません。）、実行及び 成果目標の達成に責任を持って取り組んでいただく必要があります。 ○ 本事業では、提出いただいた事業計画を外部有識者からなる審査委員会が評価し、より優れ た事業計画を採択します。申請前に、書類に不備や不足がないことを必ずご確認ください。不 備がある場合（例えば、中堅企業等であるにも関わらず、産業構造転換枠に補助率３分の２の 事業計画を提出等）は、審査できないことがあります。採択発表後、審査委員会による個別の 評価結果の詳細はお答えいたしかねますので、ご了承ください。 ○ 採択結果は、申請いただいた事業計画に記載のある金額の全額に対して、補助金の交付決定を 保証するものではありません。採択後に「補助金交付申請」をしていただき、その経費等の内容 を事務局で補助対象経費として適切なものであるかどうかの精査を行います。必要に応じて、事 業者に照会・連絡等を行った上で、補助金交付額を決定し、通知いたします。精査の結果次第で は、交付決定額が、応募申請時に計上している補助金申請額から減額となる場合もあります。な お、交付決定額は、採択時点の補助金申請額を上回ることはできませんのでご注意ください。 ○ 事業計画の検討に際して外部の支援を受ける場合には、提供するサービスの内容とかい離した 高額な成功報酬等を請求する、経費の水増しを提案するなどの悪質な業者等にご注意ください。 認定経営革新等支援機関及び申請書の作成を支援した外部支援者がいる場合は、事業計画書の 「事業計画書作成支援者名」「作成支援報酬額」の欄に当該事業者名及び当該事業者に支払う報 酬の内容（成功報酬の場合は、採択時に支払う金額）と契約期間を記載してください。申請支援 の実態に関する調査を実施するとともに、トラブルが起きた場合の通報窓口を設置し、不適切な 行為と認められる事案をとりまとめ、公表します。当該支援者が認定経営革新等支援機関である 場合には、認定経営革新等支援機関名の公表、業務改善命令や認定取消に至る可能性がありま す。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「申請書に虚偽の内容の記載を教唆する、又は、作成支援者名を記載しないように求める。」 
[新] : 「費用の水増しなど申請書に虚偽の内容の記載を教唆する、又は、作成支援者名を記載しない ように求める。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「課した上で当該補助金の返還を求めます。 交付決定の取消しを受けた者は、不正内容の公表等を受けることや「補助金等に係る予算の 執行の適正化に関する法律」第29条に基づき、5年以下の懲役若しくは 100万円以下の罰 金または両方に処せられる可能性があります。」 
[新] : 「課した上で当該補助金の返還を求めます。また、悪質な不正行為が発覚した場合について は、事業者名や不正内容を公表します。 交付決定の取消を受けた者は、不正内容の公表等を受けることや「補助金等に係る予算の執 行の適正化に関する法律」第 29条に基づき、 5年以下の懲役若しくは 100万円以下の罰金 または両方に処せられる可能性があります。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「.......................................................................................」 
[新] : 「..........................................................................................」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「.......................................................................................」 
[新] : 「..........................................................................................」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「9」 
[新] : 「10」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「.......................................................................... 12 ５． 事業のスキーム ............................................................................... 23 ６． 応募手続き等の概要 .......................................................................... 24 ７． 補助対象経費 .................................................................................. 25 ８． 事前着手申請の手続き ....................................................................... 30」 
[新] : 「............................................................................ 14 ５． 事業のスキーム .................................................................................. 29 ６． 応募手続き等の概要 ............................................................................ 30 ７． 補助対象経費 ..................................................................................... 31 ８． 事前着手申請の手続き ......................................................................... 38」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「................................ 31 １０． 事業計画作成における注意事項 ......................................................... 32 【様式等（別途公開）】 ①電子申請入力項目 ②認定経営革新等支援機関による確認書、金融機関による確認書 ③最低賃金確認書 ④賃上げ表明書 ⑤ 研 発・技術開発計画書 書 書 ⑥ 人 成計画書 書 書 ⑦ 別 要件及び能力評価要件の説明書 書 書 ⑧連携の必要性を示す書類（代表申請者用） ⑨ 連 各者の事業再構築要件についての説明書類（連携体構成員用） ） ） ⑩ 組 に関する確認書書書書（参考様式） ⑪新築の必要性に関する説明書 ⑫リース取引に係る宣誓書 ⑬中小企業活性化協議会等による確認書 ⑭足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けていることの宣誓書 ※ ②②⑨ ⑪⑭については、必ず所定の様式を用いて申請してください。」 
[新] : 「.................................. 39 １０． 事業計画作成における注意事項 ........................................................... 41」
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https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm#q3
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、業態転換、事業・業種転 換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企 業等の挑戦を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目的とします。」 
[新] : 「ロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新市場進出（新分野展開、業態転換）、 事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構 築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目的としま す。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「満たす者）とします。対象となる法人格については、こちらの一覧も合わせて参照してください。」 
[新] : 「満たす者）とします。対象となる法人格については、こちらの一覧も合わせて参照してください。た だし、経済産業省又は中小企業庁から補助金等指定停止措置または指名停止措置が講じられている事 業者は補助対象となりませんのでご注意ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「コロナ以前（ 2020年 3月 31日以前）から創業を計画等しており、 2020年 4月 1日から 2020年 12月 31日までに創業した場合は、特例的に支援の対象となります。この場合、売上高等減少要件は 2020年 4月以降の連続する 6か月間のうち任意の 3か月の合計売上高を、 2020年の創業時から同年 12月末まで の 1日当たり平均売上高の 3か月分の売上高と比較して算出してください。なお、事業計画書において、 コロナ以前から創業計画を有していたこと及び新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少し ていることを示していただく必要があります（例えば、 2020年 3月 31日より前に策定した創業計画の 提出、自社が属する業種の売上が減少していることを公的統計等を用いて示す 等）。 ア」 
[新] : 「ア」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「7」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、2か月以内の期間を定めて使用される」 
[新] : 「雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、 2か月以内の期間を定めて使用される」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ただし、次の（１）～（５）のいずれかに該当する者は、大企業（資本金 10億円以上）とみなし ます（みなし大企業）。同様に、次の（１）～（５）で「大企業」とされている部分が「中堅企業」 である場合には、みなし中堅企業の扱いとなります。また、 (６ )に定める事業者に該当する者は中 小企業者から除き、中堅企業として扱います。みなし中堅企業及び（６）に定める事業者は、中堅 企業等として申請をしていただくことができます。 （１）発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企 業者 （２）発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 （３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 （４）発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有してい る中小企業者 （５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占 めている中小企業者。 （６）応募申請時点において、確定している（申告済みの）直近過去 3年分の各年又は各事業年度の 課税所得の年平均額が 15億円を超える中小企業者 ※ １ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従業員数がともにアの表の数 字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。海外企業についても、資本金及び従業員数がともにア の表の数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。また、自治体等の公的機関に関しても、中小 企業基本法の範囲外であり、大企業に該当します。ただし、以下が株式を保有する場合は、その保有比率等をも って上記のみなし大企業の規定を適用しません。」 
[新] : 「※ ３ 上表に該当する者であっても、後述するみなし大企業に該当する場合は補助対象となりません。」

フォントサイズ「10.56」が「9.12」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「・ 中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 ・ 投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ ２」

テキストが削除されました�
テキスト
「本条件の適用は、補助事業実施期間中にも及びます。」

テキストが削除されました�
テキスト
「※3 上記（３）の役員には、会社法第 2条第 15号に規定する社外取締役及び会社法第 381条第 1 項に規定する 監査役は含まれません。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「8」 
[新] : 「7」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「表第二に該当する法人（※ １ ）、農業協同組合法に基づき設立された農事組合法人若しくは法人 税法以外の法律により公益法人等とみなされる法人（従業員数が 300人以下である者に限る。） であること（※２）。 ※ １ 一般財団法人及び一般社団法人については、非営利型法人に該当しないものも対象となります。 ※２ 法人格のない任意団体（申請時に法人となっていて、任意団体として確定申告をしている場合は申請可能 です）、収益事業を行っていない法人、運営費の大半を公的機関から得ている法人は補助対象となりませ ん。また、日本経済の構造転換を促すことを目的とする本事業の趣旨から、政治団体や宗教法人などの団 体も補助対象となりません。 ウ 【中堅企業等】 １．会社若しくは個人又は法人税法別表第二に該当する法人（※１）、農業協同組合法に基づき設 立された農事組合法人若しくは法人税法以外の法律により公益法人等とみなされる法人であっ て、下記の（１）～（３）の要件を満たす者であること（※２）。 （１）上記「ア」又は「イ」に該当しないこと（※３）。 （２）資本金の額又は出資の総額が 10億円未満の法人であること。 （３）資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、従業員数（常勤）（※４）が」 
[新] : 「表第二に該当する法人（※１）、農業協同組合法に基づき設立された農事組合法人、労働者協同 組合法に基づき設立された労働者協同組合若しくは法人税法以外の法律により公益法人等とみな される法人（従業員数が 300人以下である者に限る。）であること（※２）。 ※ １ 一般財団法人及び一般社団法人については、非営利型法人に該当しないものも対象となります。 ※ ２ 法人格のない任意団体（申請時に法人となっていて、任意団体として確定申告をしている場合は申請可能 です）、収益事業（社会福祉法人においては公的保険制度の範囲外で行う事業を収益事業とみなします。） を行っていない法人、運営費の大半を公的機関から得ている法人は補助対象となりません。また、日本経 済の構造転換を促すことを目的とする本事業の趣旨から、政治団体や宗教法人などの団体も補助対象とな りません。 ウ 【中堅企業等】 １．会社若しくは個人又は法人税法別表第二に該当する法人（※ １ ）、農業協同組合法に基づき設 立された農事組合法人若しくは法人税法以外の法律により公益法人等とみなされる法人であっ て、下記の（１）～（３）の要件を満たす者であること（※ ２）。 （１） 上記「ア」又は「イ」に該当しないこと（※３）。 （２） 資本金の額又は出資の総額が 10億円未満の法人であること。 （３） 資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、従業員数（常勤）（※ ４）が」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※２」 
[新] : 「※ ２」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※３ ア【中小企業者】（６）に該当する中小企業者は中堅企業として扱います。 ※４ 常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20条の規定に基づく「予め解 雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使用される 者、季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含まれません。」 
[新] : 「※ ３ 常勤従業員とは、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20 条の規定に基づく 「予め解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間 を定めて使用される者、季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は 含まれません。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「8」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「4 号に規定するもの」 
[新] : 「4号に規定するもの」

テキストが挿入されました�
テキスト
「ただし、次の（１）～（５）のいずれかに該当する者は、大企業とみなします（みなし大企業）。 同様に、次の（１）～（５）で「大企業」とされている部分が「中堅企業」である場合には、みな し中堅企業の扱いとなります。また、 (６ )に定める事業者に該当する者は中小企業者等から除き、 中堅企業として扱います。みなし中堅企業及び（６）に定める事業者は、中堅企業等として申請を していただくことができます。 （１） 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小 企業者等 （２） 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 等 （３） 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 等 （４） 発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有して いる中小企業者等 （５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを 占めている中小企業者等 （６）応募申請時点において、確定している（申告済みの）直近過去 3年分の各年又は各事業年 度の課税所得の年平均額が 15億円を超える中小企業者等 ※ １ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従業員数がともにアの表の 数字を超え、ウにも該当しない者です。海外企業についても、資本金及び従業員数がともにアの表の数字を超 え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。また、自治体等の公的機関に関しても、中小企業基本法の 範囲外であり、大企業に該当します。ただし、以下が株式を保有する場合は、その保有比率等をもって上記の みなし大企業の規定を適用しません。 ・ 中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 ・ 投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合 ※ ２ 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上をみなし大企業が所有している中小企業者もみなし大 企業として取り扱います。 ※ ３ 本条件の適用は、補助事業実施期間中にも及びます。 ※ ４ 上記（３）の役員には、会社法第 2条第 15 号に規定する社外取締役及び会社法第 381 条第 1項に規定す る監査役は含まれません。 ※ ５ JV（協同企業体）構成員の申請においては、出資総額の過半数が大企業又はみなし大企業である場合は本 規定を準用し補助対象外といたします。」

テキストが削除されました�
テキスト
「３．補助対象事業の類型及び補助率等」

テキストが削除されました�
テキスト
「本事業には、「通常枠」、「大規模賃金引上枠」、「回復・再生応援枠」、「最低賃金枠」、 「グリーン成長枠」及び「原油価格・物価高騰等緊急対策枠（以下「緊急対策枠」という。）」の ６つの事業類型があります。同一法人・事業者での「通常枠」、「大規模賃金引上枠」、「回復・ 再生応援枠」「最低賃金枠」、「グリーン成長枠」及び「緊急対策枠」への応募は、１回の公募に つき１申請に限ります（複数の事業を計画している場合にあっては、事業計画書中に複数の計画 の内容を記載して申請することは可能です）。申請後の事業類型の変更はできませんので、申請 の際には十分にご検討ください（第１回公募から第 7回公募で不採択となった事業者は、事業計画 の見直しを行った上で、再度申請することもできます。ただし、前公募回の採択結果が公表され るまでの間は、システム上で申請を受け付けることはできませんので、ご注意ください。）。ま た、一度交付決定を受けた事業者は、原則再度申請することはできません。ただし、「グリーン 成長枠」については、一定の条件を満たす場合に限り、既に採択されている又は交付決定を受け ている事業者においても申請が可能です。詳細は以下４．補助対象事業の要件を参照してくださ い。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【みなし同一法人】」 
[新] : 「６【みなし同一法人】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「1社のみ での申請しか認められません。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が複数存在する場合、親会社と複 数の子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1社のみでの申請しか認められません。これらの場合において、複 数の事業者が申請した場合には、申請した全ての事業者において申請要件を満たさないものとして扱いますのでご 注意ください。なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を 50％超保有する場合も同様に、複数の会社は同 一法人とみなします。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が、議決権の 50％超を有する孫会社や、更 にその孫会社が議決権の 50％超を有するひ孫会社等についても同様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 各事業類型の補助対象事業の要件については、「４．補助対象事業の要件（ P12～ 22）」をご 確認ください。 【① 通常枠】」 
[新] : 「1社のみで の申請しか認められません。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が複数存在する場合、親会社と複数の 子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1社のみでの申請しか認められません。これらの場合において、複数の事 業者が申請した場合には、申請した全ての事業者において申請要件を満たさないものとして扱いますのでご注意くだ さい。なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を 50％超保有する場合も同様に、複数の会社は同一法人とみ なします。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が、議決権の 50％超を有する孫会社や、更にその孫会社 が議決権の 50％超を有するひ孫会社等についても同様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 加えて、上記に該当しない場合であっても、代表者及び住所が同じ法人、主要株主及び住所が同じ法人についても、 事業内容が明確に異なると認められない限り同一法人とみなし、そのうち 1社のみでの申請しか認められません。 また、過去に交付決定を受けた個人事業主が設立した法人についても、同様の取扱いとします。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「項 目 要 件 新分野展開や業態転換、事業・業種転換等の取組、事業再編又はこれらの取 組を通じた規模の拡大等を目指す中小企業等の新たな挑戦を支援。 概要 【従業員数 20人以下】 100 万円 ～ 2,000万円 【従業員数 21~50人】 100 万円 ～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円 ～ 6,000万円 【従業員数 101 人以上】 100 万円 ～ 8,000 万円 補助金額 中小企業者等 2/3 (6,000 万円超は 1/2（※ ）） 中堅企業等 1/2 (4,000 万円超は 1/3（※ ）) 補助率 補助事業 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで） 実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※ ）補助金額によって補助率が異なりますのでご注意ください。 【② 大規模賃金引上枠】」 
[新] : 「３．補助対象事業の類型及び補助率等 本事業には、「成長枠」、「グリーン成長枠」、「卒業促進枠」、「大規模賃金引上促進枠」 「産業構造転換枠」、「サプライチェーン強靱化枠」、「最低賃金枠」及び「物価高騰対策・回復 再生応援枠」の８つの事業類型があります。同一法人・事業者での各事業類型への応募は、１回の 公募につき１申請に限ります（一部例外あり。複数の事業を計画している場合にあっては、事業 計画書中に複数の計画の内容を記載して申請することは可能です）。申請後の事業類型の変更は できませんので、申請の際には十分にご検討ください（過去の公募回で不採択となった事業者は、 事業計画の見直しを行った上で、再度申請することもできます。ただし、前公募回の採択結果が 公表されるまでの間は、システム上で申請を受け付けることはできませんので、ご注意くださ い。）。また、一度交付決定を受けた事業者は、原則再度申請することはできません。ただし、 「グリーン成長枠」、「産業構造転換枠」、「サプライチェーン強靱化枠」については、一定の条 件を満たす場合に限り、既に採択されている又は交付決定を受けている事業者においても申請が 可能です。詳細は以下４．補助対象事業の要件を参照してください。 各事業類型の補助対象事業の要件については、「４．補助対象事業の要件」をご確認ください。 【①①①枠】 項 目 要 件 概要 成長分野への大胆な事業再構築に取り組む中小企業等を支援。 【従業員数 20人以下】 100万円 ～ 2,000万円 【従業員数 21~50人】 100万円 ～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円 ～ 5,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円 ～ 7,000万円 補助金額 中小企業者等 1/2 (大規模な賃上げ（※ ）を行う場合は 2/3） 中堅企業等 1/3 (大規模な賃上げ（※ ）を行う場合は 1/2) 補助率 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで） 補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※ ）事業終了時点で、①①業場内最低賃金＋ 45 円、②②②支給総額＋６％を達成すること。 【②グリーン成長枠】」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「研究開発・技術開発又は人材育成を行いながら、グリーン成長戦略「実行計画」 14分野の課題の解決に資する取組を行う中小企業等の事業再構築を支援。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「多くの従業員を雇用しながら、継続的な賃金引上げに取り組むとともに、従 業員を増やして生産性を向上させる中小企業等の事業再構築を支援。 概要 補助金額 【従業員数 101人以上】 8,000万円超 ～ 1億円」 
[新] : 「概要 （エントリー） 中小企業者等【従業員数 20人以下】 100万円 ～ 4,000万円 【従業員数 21~50人】 100万円 ～ 6,000万円 【従業員数 51人以上】 100万円 ～ 8,000万円 中堅企業等 100万円 ～ 1億円 （スタンダード） 中小企業者等 100万円 ～ 1億円 中堅企業者等 100万円 ～ 1.5億円 補助金額」

テキストが挿入されました�
テキスト
「10」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「中小企業者等 1/2 (大規模な賃上げ（※）を行う場合は 2/3） 中堅企業等 1/3 (大規模な賃上げ（※）を行う場合は 1/2)」

テキストが挿入されました�
テキスト
「交付決定日～ 14か月以内（ただし、採択発表日から 16か月後の日まで）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「中小企業者等 2/3（ 6,000万円超は 1/2） 中堅企業等 1/2（ 4,000万円超は 1/3） 補助事業 実施期間 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで）」 
[新] : 「補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経 費、広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※）事業終了時点で、①事業場内最低賃金＋ 45 円、②給与支給総額＋６％を達成すること。 【③卒業促進枠】 項 目 要 件 成長枠・グリーン成長枠の補助事業を通して、中小企業等から中堅企業等 に成長する事業者に対する上乗せ支援。 概要 補助金額 成長枠・グリーン成長枠の補助金額上限に準じる。 中小企業者等 1/2 中堅企業等 1/3 補助率 交付決定日～成長枠・グリーン成長枠の事業計画期間終了まで 補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実 施期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提 出してください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 成長枠・グリーン成長枠の補助対象経費に準じる。 ※ 卒業促進枠の補助対象経費は、成長枠又はグリーン成長枠の補助対象経 費と明確に分ける必要があります。同一の建物や設備等を、卒業促進枠と 成長枠又はグリーン成長枠との両方で対象経費とすることはできません。 補助対象経費 ※ ①①長枠又は②②リーン成長枠に申請する事業者は、上乗せ枠である③③業促進枠又は④④規模賃金引上促進枠に追 加で申請することが可能です。ただし、③卒業促進枠又は④④規模賃金引上促進枠の申請は、①成長枠又は②グリーン 成長枠の申請と同時に行わなければなりません。また、③③③促進枠及び④大規模賃金引上促進枠の両方に追加申請す ることはできません。 【④大規模賃金引上促進枠】 項 目 要 件 成長枠・グリーン成長枠の補助事業を通して、大規模な賃上げに取り組む 事業者に対する上乗せ支援。 概要 補助金額 100万円 ～ 3,000万円 中小企業者等 1/2 中堅企業等 1/3 補助率 交付決定日～成長枠・グリーン成長枠の事業計画期間終了まで 補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実 施期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提 出してください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「10」 
[新] : 「11」
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https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「補助対象経費 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 （※ ）大規模賃金引上枠で不採択の場合は、通常枠で再審査されます。再審査にあたっては事業者での手続きは不要 です。 【③回復・再生応援枠】 項 目 要 件 新型コロナウイルスの影響を受け、引き続き業況が厳しい事業者や事業再生 に取り組む中小企業等の事業再構築を支援。 概要 【従業員数 5人以下】 100万円 ～ 500万円 【従業員数６ ~20人】 100万円 ～ 1,000万円 【従業員数 21人以上】 100 万円 ～ 1,500 万円 補助金額 中小企業者等 3/4 中堅企業等 2/3 補助率 補助事業 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで） 実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※ ）回復・再生応援枠で不採択の場合は、通常枠で再審査されます。再審査にあたっては事業者での手続きは不要で す。 【④ 最低賃金枠】」 
[新] : 「成長枠・グリーン成長枠の補助対象経費に準じる。 ※ 大規模賃金引上促進枠の補助対象経費は、成長枠又はグリーン成長枠の 補助対象経費 補助対象経費と明確に分ける必要があります。同一の建物や設備等を、卒 業促進枠と成長枠又はグリーン成長枠との両方で対象経費とすることはで きません。 ※ ①①長枠又は②②リーン成長枠に申請する事業者は上乗せ枠である③卒業促進枠又は④大規模賃金引上促進枠に追加 で申請することが可能です。ただし、③③業促進枠又は④④④模賃金引上促進枠の申請は、①成長枠又は②グリーン成 長枠の申請と同時に行わなければなりません。また、③卒業促進枠及び④④規模賃金引上促進枠の両方に追加申請する ことはできません。 【⑤産業構造転換枠】 項 目 要 件 国内市場縮小等の構造的な課題に直面している業種・業態の中小企業等が取 り組む事業再構築を支援。 概要 【従業員数 20人以下】 100万円 ～ 2,000万円 【従業員数 21~50人】 100万円 ～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円 ～ 5,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円 ～ 7,000万円 補助金額 ※ 廃業を伴う場合には、廃業費を最大 2,000万円上乗せ 中小企業者等 2/3 中堅企業等 1/2 補助率 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで） 補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費、廃業費 補助対象経費 【⑥サプライチェーン強靱化枠】 サプライチェーン強靱化枠は、対象経費等が異なるため、公募要領を分けております。サプライチェーン強靱化枠の 内容については、以下をご確認ください。 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf 【⑦最低賃金枠】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「100 万円 ～ 1,500 万円」 
[新] : 「100万円 ～ 1,500万円」

テキストが削除されました�
テキスト
「補助事業」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費」 
[新] : 「補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「11」 
[新] : 「12」
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テキストが削除されました�
テキスト
「（※ ）最低賃金枠で不採択の場合は、通常枠で再審査されます。再審査にあたっては事業者での手続きは不要です。 【⑤⑤リーン成長枠】 項 目 要 件 概要 研究開発・技術開発又は人材育成を行いながら、グリーン成長戦略「実行計 画」 14 分野の課題の解決に資する取組を行う中小企業等の事業再構築を支 援。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「中小企業等 100 万円 ～ 1 億円 中堅企業等 100 万円 ～ 1.5 億円 中小企業者等 1/2 中堅企業等 1/3 補助金額 補助率 補助事業 交付決定日～ 14か月以内（ただし、採択発表日から 16か月後の日まで） 実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※ ）グリーン成長枠で不採択となった際に通常枠での再審査を希望される場合は、売上高等減少要件を満たすこと を示す書類を提出いただく必要があります。 【⑥⑥油価格・物価高騰等緊急対策枠（緊急対策枠）】」 
[新] : 「建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 【⑧物価高騰対策・回復再生応援枠】」

テキストが削除されました�
テキスト
「原油価格・物価高騰等の、予期せぬ経済環境の変化の影響を受けている中小 企業等の事業再構築を支援。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「業況が厳しい事業者や事業再生に取り組む中小企業等、原油価格・物価高騰 等の影響を受ける中小企業等の事業再構築を支援。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「2,000万円」 
[新] : 「1,500万円」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「100 万円 ～ 3,000 万円 【従業員 51 人～】 100 万円 ～ 4,000 万円 補助金額 中小企業者等 3/4（※１） 中堅企業等 2/3（※２） （※１）従業員数 5 人以下の場合 500 万円を超える部分、従業員数 6～ 20 人の 場合 1,000万円を超える部分、従業員数 21人以上の場合 1,500万円を 超える部分は２／３） （※２）従業員数 5 人以下の場合 500 万円を超える部分、従業員数 6～ 20 人の 補助率 場合 1,000万円を超える部分、従業員数 21人以上の場合 1,500万円を 超える部分は１／２）」 
[新] : 「100万円 ～ 2,000万円 補助金額 【従業員 51人～】 100万円 ～ 3,000万円 中小企業者等 2/3（※ １ ） 中堅企業等 1/2（※ ２ ） （※１）従業員数 5 人以下の場合 400 万円、従業員数 6～ 20 人の場合 600 万円、従業員数 21～ 50 人の場合 800 万円、従業員数 51 人以上の 場合は 1,200 万円までは 3/4 （※２）従業員数 5 人以下の場合 400 万円、従業員数 6～ 20 人の場合 600 万 円、従業員数 21～ 50人の場合 800万円、従業員数 51人以上の場合は 1,200万円までは 2/3」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「補助事業 実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費」 
[新] : 「※ 交 付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助率 補助事業 実施期間」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「12」 
[新] : 「13」
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テキストが削除されました�
テキスト
「（※ ）緊急対策枠で不採択となった際に通常枠での再審査を希望される場合は、売上高等減少要件を満たすことを示す 書類を提出いただく必要があります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「業再構築要件】 ②2020 年 4 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高 が、コロナ以前（ 2019 年又は 2020 年１月～３月）の同３か月の合計売上 高と比較して 10％以上減少していること等【売上高等減少要件】 通常枠 （※）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については、」 
[新] : 「事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。補助金 額が 3,000 万円を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融 機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）の確認を 受けていること【認定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 4.0％以上増加、又は従業員 一人当たり付加価値額の年率平均 4.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】 ④ 取り組む事業が、過去～今後のいずれか 10 年間で、市場規模が 10％以上拡 大する業種・業態に属していること【市場拡大要件】 ⑤ 事業終了後 3～ 5年で給与支給総額を年率平均２％以上増加させること【給与 総額増加要件】 ※ 成長枠は、卒業促進枠、大規模賃金引上促進枠のいずれかに同時に申請するこ とが可能です。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「成長枠」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「P16の「（２）【売上高等減少要件】について」を参照してください。 ③③③計画を認定経営革新等支援機関と策定すること。補助金額が 3,000万円 を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融機関が認定経営 革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と策定していること 【認定支援機関要件】 ④④④事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】 ①①業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事」 
[新] : 「＜補助率引上げを受ける場合の追加要件＞【補助率引上要件】 ① 補助事業期間内に給与支給総額を年平均 6％以上増加させること ② 補助事業期間内に事業場内最低賃金を年額 45円以上の水準で引上げること ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。補助金 額が 3,000 万円を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金 融機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）の確認 をうけていること【認定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 4.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 4.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】 ④ グリーン成長戦略「実行計画」 14 分野に掲げられた課題の解決に資する取 組であって、その取組に関連する１年以上の研究開発・技術開発又は従業員 の一定割合以上に対する人材育成をあわせて行うこと【グリーン成長要件】 ⑤ 事業終了後 3～ 5 年で給与支給総額を年率平均２％以上増加させること【給 与総額増加要件】 ※ グリーン成長枠（エントリー）は、卒業促進枠、大規模賃金引上促進枠のいず れかに同時に申請することが可能です。 グリーン成長枠 （エントリー） ＜以下は第 1回～第 9回公募で採択又は交付決定を受けている場合の要件＞ 第 1 回～第 9 回公募で採択された者（※ ）であっても、以下の⑥⑥⑥⑦ をを満 す者は、グリーン成長枠（エントリー）に申請することができます。ただし、 第 1 回～第 9 回公募でグリーン成長枠で採択されている事業者は、再度グリー ン成長枠に応募することはできません。また、支援を受けることができる回数 は 2回が上限となります。 ※ 採択された事業を辞退した場合を除く。 ⑥ 既に事業再構築補助金で取り組んでいる又は取り組む予定の補助事業とは異」

テキストが挿入されました�
テキスト
「14」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「業再構築要件】 ②2020 年 4 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高 が、コロナ以前（ 2019 年又は 2020 年１月～３月）の同３か月の合計売上 高と比較して 10％以上減少していること等【売上高等減少要件】 （※）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については、 P16の「（２）【売上高等減少要件】について」を参照してください。 ③ 事事業画を認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融機関が認定経営革新 等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と策定していること【認定 支援機関要件】 ④④④事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】 ⑤補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から 3～ 5 年の事業計画期間終 了までの間、事業場内最低賃金を年額 45 円以上の水準で引き上げること【賃 金引上要件】 ⑥補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から３～ 5 年の事業計画期間終 了までの間、従業員数を年率平均 1.5％以上（初年度は 1.0％以上）増員させ ること【従業員増員要件】」 
[新] : 「なる事業内容であること【別事業要件】 ⑦ 既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの体制 や資金力があること【能力評価要件】 ＜補助率引上げを受ける場合の追加要件＞【補助率引上要件】 ① 補助事業期間内に給与支給総額を年平均 6％以上増加させること ② 補助事業期間内に事業場内最低賃金を年額 45円以上の水準で引上げること ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。補助金 額が 3,000 万円を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金 融機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）の確認 を受けていること【認定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 5.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 5.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】 ④ グリーン成長戦略「実行計画」 14 分野に掲げられた課題の解決に資する取 組であって、その取組に関連する 2年以上の研究開発・技術開発又は従業員 の一定割合以上に対する人材育成をあわせて行うこと【グリーン成長要件】 ⑤ 事業終了後 3～ 5 年で給与支給総額を年率平均２％以上増加させること【給 与総額増加要件】 ※ グリーン成長枠（スタンダード）は、卒業促進枠、大規模賃金引上促進枠のい ずれかに同時に申請することが可能です。 グリーン成長枠 （スタンダード） ＜以下は第 1回～第 9回公募で採択又は交付決定を受けている場合の要件＞ 第 1 回～第 9 回公募で採択された者（※ ）であっても、以下の⑥⑥⑥⑦ をを満 す者は、グリーン成長枠（スタンダード）に申請することができます。ただ し、第 1 回～第 9 回公募でグリーン成長枠で採択されている事業者が、再度グ リーン成長枠に応募することはできません。また、支援を受けることができる 回数は 2回が上限となります。 ※ 採択された事業を辞退した場合を除く。 ⑥ 既に事業再構築補助金で取り組んでいる又は取り組む予定の補助事業とは異 なる事業内容であること【別事業要件】 ⑦ 既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの体制 や資金力があること【能力評価要件】 ＜補助率引上げを受ける場合の追加要件＞【補助率引上要件】 ① 補助事業期間内に給与支給総額を年平均 6％以上増加させること ② 補助事業期間内に事業場内最低賃金を年額 45円以上の水準で引上げること ① 成長枠又はグリーン成長枠に申請する事業者であること ② 成長枠又はグリーン成長枠の補助事業終了後３～５年で中小企業・特定事 業者・中堅企業の規模から卒業すること【卒業要件】 卒業促進枠 ① 成長枠又はグリーン成長枠に申請する事業者であること ② 成長枠又はグリーン成長枠の補助事業終了後３～５年の間、事業場内最低 賃金を年額 45円以上の水準で引上げること【賃金引上要件】 ③ 成長枠又はグリーン成長枠の補助事業終了後３～５年の間、従業員数を年 率平均 1.5％以上増員させること【従業員増員要件】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「引上枠 ①①業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事」 
[新] : 「引上促進枠 産業構造転換枠 ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事」

テキストが挿入されました�
テキスト
「15」
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https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「年 4 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高 が、コロナ以前（ 2019 年又は 2020 年１月～３月）の同３か月の合計売上 高と比較して 10％以上減少していること等【売上高等減少要件】 （※）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については、 P16の「（２）【売上高等減少要件】について」を参照してください。 ③以下の（ア）又は（イ）のいずれかの要件を満たすこと【回復・再生要件】 （ア） 2021年 10月以降のいずれかの月の売上高が対 2020年又は 2019年同 月比で 30％以上減少していること等 （※ ） 売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については P18の「（ 7）【回復・再生要件】について」を参照してください。 （イ）中小企業活性化協議会等から支援を受け再生計画等を策定していること 回復・再生 応援枠 ④ 事 画を認定経営革革革新等支援機関と策定していること【認定支援機関要 件】 ⑤⑤⑤事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】」 
[新] : 「事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。補助金 額が 3,000万円を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融 機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）の確認を 受けていること【認定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】 ④ 現在の主たる事業が過去～今後のいずれか 10 年間で、市場規模が 10％以上 縮小する業種・業態に属しており、当該業種・業態から別の業種・業態に転 換すること【市場縮小要件】 ＜以下は第 1回～第 9回公募で採択又は交付決定を受けている場合の要件＞ 第 1 回～第 9 回公募で採択された者（※ ） であっても、以下の⑤ 及及びを満たす 者は、産業構造転換枠に申請することができます。ただし、第 1 回～第 9 回公募 でグリーン成長枠で採択されている事業者（※ ） は、応募することができませ ん。 なお、補助金額は、第 10 回公募締切時点における 1 回目採択分の採択額、交付 決定額又は確定額のいずれか最も低い金額と第 10 回公募の産業構造転換枠の補 助上限額との差額分を上限とします。また、支援を受けることができる回数は 2 回が上限となります。 ※ 採択された事業を辞退した場合を除く。 サプライ チェーン 強靱化枠」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「①①業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ②2020 年 4 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高 が、コロナ以前（ 2019 年又は 2020 年１月～３月）の同３か月の合計売上」 
[新] : 「⑤ 既に事業再構築補助金で取り組んでいる又は取り組む予定の補助事業とは 異なる事業内容であること【別事業要件】 ⑥ 既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの 体制や資金力があること【能力評価要件】 サプライチェーン強靱化枠の公募要領をご確認ください。 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること【認定支 援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業員 一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】 ④ 2022年 1月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が対 2019～ 2021 年の同 3 か月の合計売上高と比較して 10％減少していること （当該要件を満たさない場合は、 2022年 1月以降の連続する６か月のうち、 任意の３か月の合計付加価値額が対 2019～ 2021 年の同３か月の合計付加価 値額と比較して 15％以上減少していることでも可。）【売上高等減少要件】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「13」 
[新] : 「16」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「高と比較して 10％以上減少していること等【売上高等減少要件】 （※）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については、 P16の「（２）【売上高等減少要件】について」を参照してください。 ③2021」 
[新] : 「⑤ 2021」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「10％以上いること【最低賃金要 件】 ④事業計画を認定経営革新等支援機関と策定していること【認定支援機関要 件】 ⑤補助事業終了後」 
[新] : 「10％以上いること【最低賃金要件】 ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること 【事業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。【認 定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後」

テキストが挿入されました�
テキスト
「物価高騰対策・ 回復再生応援枠」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「業再構築要件】 ②事業計画を認定経営革新等支援機関と策定すること。補助金額が 3,000万円 を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融機関が認定経営 革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と策定していること 【認定支援機関要件】 ③補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 5.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 5.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】 ④ グ ン成長戦略「実行計画」」」 14 分野に掲げられた課題の解決に資する取 組であって、その取組に関連する 2 年以上の研究開発・技術開発又は従業員の 一定割合以上に対する人材育成をあわせて行うこと【グリーン成長要件】 ＜以下は既に過去の公募回で採択（※ ）又は交付決定を受けている場合＞ ※ 採択された事業を辞退した場合を除く。第 9 回公募においてグリーン成長枠 を含む二つの事業類型に申請することはできません。 グリーン 成長枠 ⑤既に事業再構築補助金で取り組んでいる又は取り組む予定の補助事業とは異 なる事業内容であること【別事業要件】 ⑥既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの体制 や資金力があること【能力評価要件】 ①①業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ②足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けたことにより、 2022 年 1 月以降の連続する 6 か月間のうち、任意の 3 か月の合計売上高 が、 2019 年～ 2021 年の同３か月の合計売上高と比較して 10％以上減少し ていること等（※１）。また、コロナによって影響を受けていること（※ ２ ）。【緊急対策要件】 （※１）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細について は、 P19の「（１０）【緊急対策要件】について」を参照してください。 （※２）電子申請時に、コロナによって受けている影響を申告することが必要 緊急対策枠 となります。 ③事業計画を認定経営革新等支援機関と策定すること。補助金額が 3,000万円 を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融機関が認定経営 革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と策定していること 【認定支援機関要件】 ④補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】」 
[新] : 「以下（ a）（ b）のいずれかを満たすこと （ a） 2022 年 1 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売 上高が対 2019～ 2021 年の同 3 か月の合計売上高と比較して 10％減少し ていること（当該要件を満たさない場合は、 2022年 1月以降の連続する６ か月のうち、任意の３か月の合計付加価値額が対 2019～ 2021 年の同３か 月の合計付加価値額と比較して 15％以上減少していることでも可。）【売 上高等減少要件】 （ b）再生事業者（Ⅰ.中小企業活性化協議会等において再生計画を策定中の者 又はⅡ.中小企業活性化協議会等において再生計画を策定済かつ再生計画成立後 3年以内の者）であること【再生要件】」

テキストが削除されました�
テキスト
「14」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「20者まで連携して申請することが可能です。この場合、認定支援機関要件のうち、補助金額が 3,000万円を超える事業計画について、金融機関と協同で策定することを除いて免除されます。詳 細は P20をご確認ください。」 
[新] : 「20者まで連携して申請することが可能です。この場合、認定支援機関要件については、補助金 額が 3,000万円を超える事業計画について金融機関の確認を受けていることを除いて、免除されま す。詳細は P25をご確認ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「P20をご確認ください。」 
[新] : 「P25～ 26をご確認ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「）／内航海運組合及び内航海運組合連合会（※ ）／技術研究組合 （※ ） （※ ）中小企業等経営強化法に定める特定事業者に該当し、同法に定める中小企業者に該当しない場合には、中堅」 
[新] : 「） ／内航海運組合及び内航海運組合連合会（※ ） ／技術研究組合 （※ ） （※ ） 中小企業等経営強化法に定める特定事業者に該当し、同法に定める中小企業者に該当しない場合には、中堅」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「本事業で支援の対象となる事業再構築は、「新分野展開」、「事業転換」、「業種転換」、「業 態転換」、「事業再編」を指します。なお、「事業再構築」の類型の詳細については、「事業再構 築指針」（ https://www.meti.go.jp/covid-19/jigyo_saikoutiku/index.html）にて公表しています。申請に当たっては、各類型ごとに定められる要件（製品等の新規性要件、市場の新規性要件、新事業売上高 10％等要件（新たな製品等（又は製造方法等）の売上高が総売上高の 10％（又は総付 加価値額の 15％）以上となること）等）を満たす計画であることが必要となります。」 
[新] : 「本事業で支援の対象となる事業再構築は、「新市場進出（新分野展開、業態転換）」、「事業転 換」、「業種転換」、「事業再編」、「国内回帰」を指します。なお、「事業再構築」の類型の詳 細については、「事業再構築指針」（ https://www.meti.go.jp/covid19/jigyo_saikoutiku/index.html）に て公表しています。申請に当たっては、各類型ごとに定められる要件（製品等の新規性要件、市場 の新規性要件、新事業売上高 10％等要件（新たな製品等（又は製造方法等）の売上高が総売上高の 10％（又は総付加価値額の 15％）以上となること）等）を満たす計画であることが必要となりま す。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「新分野展開 中小企業等が主たる業種（売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省 が定める日本標準産業分類に基づく大分類の産業をいう。以下同じ。）又は 主たる事業（売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省が定める日本 標準産業分類に基づく中分類以下の産業をいう。以下同じ。）を変更するこ となく、新たな製品を製造し又は新たな商品若しくはサービスを提供するこ とにより、新たな市場に進出することをいう。」 
[新] : 「新市場進出 （新分野展開、 業態転換） i.新たな製品・商品・サービスを提供すること、又は提供方法を相当程度変更する こと ii.新たな市場に進出すること iii.新規事業の売上高が総売上高の 10%以上になること（付加価値額の場合は、 15％以上） i.から iii.を満たすこと。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「15」 
[新] : 「17」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「中小企業等が新たな製品を製造し又は新たな商品若しくはサービスを提供す ることにより、主たる業種を変更することなく、主たる事業を変更すること をいう。 ③ 業種転換」 
[新] : 「i.新たな製品・商品・サービスを提供すること ii.新たな市場に進出すること iii.主要な業種が細から中分類レベルで変わること i.から iii.を満たすこと。 ③ 業種転換 i.新たな製品・商品・サービスを提供すること ii.新たな市場に進出すること iii.主要な業種が中から大分類レベルで変わること i.から iii.を満たすこと。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「④ 事業再編」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「業態転換」 
[新] : 「国内回帰 会社法上の組織再編行為（合併、会社分割、株式交換、株式移転、事業譲渡）等 を補助事業開始後に行い、新たな事業形態のもとに、新市場進出（新分野展開、 業態転換）、事業転換、業種転換のいずれかを行うことをいう。 海外で製造等する製品について、その製造方法が先進性を有する国内生産拠点を 整備することをいう。」

テキストが削除されました�
テキスト
「⑤ 事業再編」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「中小企業等が新たな製品を製造し又は新たな商品若しくはサービスを提供す ることにより、主たる業種を変更することをいう。 製品又は商品若しくはサービスの製造方法又は提供方法を相当程度変更する ことをいう。 会社法上の組織再編行為（合併、会社分割、株式交換、株式移転、事業譲 渡）等を補助事業開始後に行い、新たな事業形態のもとに、新分野展開、事 業転換、業種転換又は業態転換のいずれかを行うことをいう。 ※ 「通常枠」、「大規模賃金引上枠」、「回復・再生応援枠」、「最低賃金枠」、「グリーン成長枠」及び「緊急対 策枠」のいずれの申請であっても、上記のいずれかの事業再構築の類型に該当する必要があります。」 
[新] : 「※ いずれの事業類型における申請であっても、上記のいずれかの事業再構築の類型に該当する必要があります。ただ し、⑤ 国 帰はサプライチェェェーン強靱化枠に申請する事業者のみ選択可能です。詳しくはサプライチェーン強靱化 枠の公募要領をご確認ください。」

フォントサイズ「10.56」が「9.12」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「「回復・再生応援枠」、「最低賃金枠」については、他の事業類型と異なり、主要な設備の変更を求めません。詳 細は以下の事業再構築指針及びその手引きを参照ください。 ※ 事業計画は、事業再構築指針（ https://www.meti.go.jp/covid-19/jigyo_saikoutiku/index.html）を参照いただ き、認定経営革新等支援機関等（ https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/）とご相談の上で策定し てください。 （２）【売上高等減少要件】について」 
[新] : 「「最低賃金枠」、「物価高騰対策・回復再生応援枠」については、他の事業類型と異なり、主要な設備の変更を求 めません。詳細は事業再構築指針及びその手引きを参照ください。 （２） 【認定支援機関要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．事業計画は、認定経営革新等支援機関とご相談の上、確認を受けてください。「認定経営革 新等支援機関による確認書」を提出してください。 イ．補助金額が 3,000万円を超える事業計画は、金融機関及び認定経営革新等支援機関（金融機 関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）による確認を受けている必 要があります。補助金額が 3,000万円を超える事業計画は、「金融機関による確認書」を提 出してください。 （３） 【付加価値額要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．付加価値額とは、営業利益、人件費、減価償却費を足したものをいいます。 イ．成果目標の比較基準となる付加価値額は、補助事業終了月の属する（申請者における）決算」

テキストが挿入されました�
テキスト
「年度の付加価値額とします。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．「 2020年 4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前 （ 2019年又は 2020年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較して 10％以上減少してい ること」を満たさない場合には、以下の要件を満たすことでも申請可能です。 2020年 4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計付加価値額が、コロナ以前 （ 2019年又は 2020年１月～３月）の同３か月の合計付加価値額と比較して 15％以上減少し ていること イ .「任意の３か月」とは「 2020年 4月以降の連続する６か月間」の範囲内であれば連続した 3か 月である必要はありません。 ウ．「コロナ以前の同３か月」とは、原則、事業者が任意で選択した３か月と 2019年１月～ 12 月又は 2020年１月～３月の同３か月とします。 ※ コ ロナ以前（ 2020年 3月 31日以前）から創業を計画等しており、 2020年 4月 1日から 2020」 
[新] : 「（４） 【市場拡大要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．取り組む事業が、過去～今後のいずれか 10年間（※１）で、市場規模（製造品出荷額、売 上高等）が 10％以上拡大する（※２）業種・業態に属している必要があります。事務局が指 定した業種・業態（ https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/seichowaku_list.pdf）以外であっても、応募時に要件を満たす業種・業態であることを証するデータを提出し、認められた場合には対象となり得ます。 ※１ 期間については、過去 10年の場合、コロナによる特異的な影響を除外するため、原則コ ロナ前である 2019年までの期間としてください。コロナ後の期間を含んでいる場合でも、 コロナによる特異的な影響を受けていないと考えられる場合（例えば、コロナ後に市場規模 が急増したが、市場環境の変化によりそれが中長期的なトレンドであると考えられる場合） には可とします。 ※ ２ 業種・業態は、日本標準産業分類の小分類以下又はそれと同程度の粒度の業種・業態であ る必要があります。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「18」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「年 12月 31日までに創業した場合は、特例的に支援の対象となります。この場合、売上高減少 要件は、 2020年 4月以降の連続する 6か月間のうち任意の 3か月の合計売上高を、 2020年の 創業時から同年 12月末までの 1日当たり平均売上高の 3か月分の売上高と比較して算出してく ださい。なお、事業計画書において、コロナ以前から創業計画を有していたこと及び新型コ ロナウイルス感染症の影響により売上が減少していることを示していただく必要があります （例えば、 2020年 3月 31日より前に策定した創業計画の提出、自社が属する業種の売上が減 少していることを公的統計等を用いて示す 等）。」 
[新] : 「※３ 2019年だけ極端に値が上昇している等、上昇傾向にあると認められない場合は対象とな りません。 （認められる例） 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ① 90 億 92 億 94 億 96 億 98 億 100 億 102 億 104 億 106 億 108 億 110 億 ② 90 億 88 億 94 億 98 億 100 億 105 億 104 億 102 億 108 億 112 億 110 億 ①2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大しており、一貫して上昇トレンドにある。 ②2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大しており、前年に比して縮小している年もあるが、全体と して上昇トレンドにあると認められる。 （認められない例） 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ③ 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 110 億 ④ 90 億 100 億 110 億 120 億 130 億 140 億 150 億 140 億 130 億 120 億 110 億 ⑤ 90 億 90 億 90 億 91 億 91 億 91 億 92 億 92 億 92 億 93 億 93 億 ③2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大しているが、 2019 年だけ何かしらの事情で拡大している だけである可能性があり、上昇トレンドにあるとは判断できない。 ④2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大しているが、近年（ 2015年から 2019 年にかけて）下降 トレンドにある。 ⑤2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大していない。 イ . 市場拡大要件を満たすことの説明書に、取り組む事業の業種・業態が事務局から指定され ている業種・業態であることを記載してください。取り組む事業が指定されていない業 種・業態である場合には、過去～今後のいずれか 10年間で、市場規模が 10％以上拡大す る業種・業態であることを示す信頼性の高いデータ・統計等（政府による公的統計や政府 文書による推計の他、業界団体等が作成した統計や推計、著名な第三者機関が公表してい る業界レポート等）を添付してください。また、その出典について明確に記載してくださ い。なお、審査の結果、市場拡大要件を満たすと認められなかった場合には、不採択とな ります。 ウ．①過去 10年間で市場規模が 10％以上縮小し、今後 10年間で市場規模が 10％以上拡大す る場合又は②過去 10年間で市場規模が 10％以上拡大し、今後 10年間で市場規模が 10％ 以上縮小する場合、【市場拡大要件】及び【市場縮小要件】の両方を満たしますが、その 場合「今後」のトレンドを優先します。①の場合は成長枠、②の場合は産業構造転換枠に のみ申請可能とします。また、「今後」のトレンドを優先した結果、成長枠の対象となら ないこととなる業種・業態の指定は、次回公募以降見直します。 エ . 小分類ベースで市場規模が 10％以上拡大するが、当該小分類に含まれる細分類ベースでは 市場規模が 10％縮小するというように、より細かい基準で妥当なデータ等が示された場合、 対象となる業種・業態の指定は次回公募以降見直します。 （例）第 10回公募時点で成長枠で小分類 000が指定されている。 小分類 000に含まれる細分類 0000ベースでは市場規模が 10％以上縮小しているこ とが確認できた場合の次回公募以降の指定。 【成長枠の指定】小分類 000（ただし、細分類 0000を除く） 【産業構造転換枠の指定】細分類 0000 （５） 【給与総額増加要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点が含まれる事業年度の給与支給総額を基準とし、補助事業終 了後の 3～ 5年の事業計画期間中、給与支給総額を年率平均で 2％（賃上げ加点を受ける事業 者は 3～ 5％。 )以上増加させる計画を作成し、適切に実行いただく必要があります。応募時」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ グリーン成長枠は、売上高等減少要件を課しませんので、創業間もない事業者も申請可能 です。 ※ 緊急対策枠は、売上高等減少要件の代わりに緊急対策要件を課しており、 2022年と 2021 年の売上高を比較して緊急対策要件を満たす場合は、 2021年以降に創業した事業者も補助対 象になり得ます。 ※ 罹災の影響を受けた場合（災害等の影響を受け、本来よりも 2019年の売上げが減っている 場合）に限り、 2020年 4月以降と罹災前を比較することも認められます。詳細については、 「売上高減少に係る証明の特例」をご確認ください。 （例） 2021年 8月に申請する場合、 2020年 4月以降の連続する６か月とは「 2020年 4月～ 2021年 7月」の期間における連続する 6か月を任意で指定する。当該期間における連続 する６か月を任意で指定したうちの３か月 (例えば、「 10月、 12月、２月」、「 2月、 6 月、 7月」等 )の合計売上高を算出。コロナ以前の同月（「 10月、 12月、２月」、「 2月、 6月、 7月」等）の合計売上高と比較して 10％以上減少していることを確認する。なお、 ２月については、 2019年２月又は 2020年２月と比較することが可能。 ※ 対象にならないケースの例 ・ 10月、 4月、 5月（ 10月が始点月となるため、 4月は 7か月目、 5月は 8か月目となる） ・ 1月、 2月、 7月（ 1月が始点月となるため、 7月は 7か月目となる）」 
[新] : 「に賃金引上げ計画の誓約書を提出してください。また、正当な理由無く、上記の水準に達し ていなかった場合には、その事業者名を公表します。 ※ 「応募時点で直近の事業年度の給与支給総額」 ≦ 「基準年度の給与支給総額」である必要があります。 応募以降に給与支給総額を引き下げることにより本要件を達成することは認められません。 また、補助率の引上げを受ける場合、６％以上の引上げ後に一時的に給与支給総額を引き下げることは認 められません。 例えば、令和 6年度に６％引上げた後、令和 7年度は同水準、令和 8年度以降は２％ずつ引上げる場合は認 められますが、令和 6年度に６％引上げた後、令和 7年度に 12％下げることによって、令和 8年度以降の 年率平均２％以上増加させる要件を容易に達成することは認めらず、継続的に賃金を引上げる必要があり ます。 イ . 給与支給総額の確認に当たって、法人の場合は、法人事業概況説明書の提出を求め、人件 費の欄に記載された金額で判断します。個人の場合は、所得税青色申告決算書の提出を求め、 給与賃金、専従者給与、青色申告特別控除前の所得金額の欄に記載された金額の合計で判断 します。 （６） 【補助率引上要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．成長枠・グリーン成長枠に申請する事業者で、補助率引上げを受ける場合には、補助事業 実施期間内に給与支給総額を年平均 6％以上引き上げると共に事業場内最低賃金を年額 45円 以上引上げる必要があります。応募時に、大規模賃上げ及び従業員増加計画書を提出してく ださい。記載内容の妥当性を審査し、補助率引上げの対象とするか決定します。 【報告対象年度】 ・ 採択日～補助事業完了期限日のいずれかの時点が含まれる事業年度 【補助率引上げ要件の基準年度】 ・ 報告対象年度の直前の事業年度 ※ 給与総額増加要件の基準年度とは異なる場合があります。 応募時点で直近の事業年度の給与支給総額 ≦ 基準年度の給与支給総額である必要があります。 また、応募時点で直近の事業年度の事業場内最低賃金 ≦ 基準年度の事業場内最低賃金である必要 があります。 応募以降に給与支給総額や事業場内最低賃金を引き下げることにより本要件を達成することは認めら れません。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「エ．新型コロナウイルス感染症の影響によらない売上の減少は、対象外です。コロナ後に創業、 合併を行った場合や大規模な自然災害で事業が大きく変化した場合等、特殊要因による売上」 
[新] : 「（参考）報告対象年度及び基準年度の考え方（以下のいずれのパターンでも可） イ .補助率の引上げを受ける事業者は、実績報告後の初回の事業化状況報告において要件の達 成状況を確認します。確認できた場合には、補助率 1/6分（補助率引上げ分）の金額につい て、追加で支給します。ただし、事業終了後 3～ 5年の事業計画期間に給与支給総額を年率 平均 2％以上増加させることが出来なかった場合には、追加で支給した補助率 1/6分（補助 率引上げ分）の返還が必要です。 （７） 【市場縮小要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．現在の主たる事業が過去～今後のいずれか 10年間（※１）で、市場規模が 10％以上縮小 する（※２）業種・業態に属しており、当該業種・業態から別の業種・業態に転換する必 要があります。事務局が指定した業種・業態以外であっても、応募時に要件を満たす業 種・業態であることを証するデータを提出し、認められた場合には対象となり得ます。 ※１ 期間については、過去 10年の場合、コロナによる特異的な影響を除外するため、原則コ」

フォントサイズ「10.56」が「9.12」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「16」 
[新] : 「21」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「高の増減については、別添 1（売上高減少等に係る証明書類について）を参照の上、申請に必 要となる証明書類を提出してください。 オ．付加価値額の算出方法は付加価値額要件における算出方法に準じます。また、期中に購入し た設備等の減価償却費については、購入した日から決算日までを月数で按分した金額に基づ き算出することが必要です。なお、付加価値額の減少についても、売上の減少と同様に、新 型コロナウイルス感染症の影響によらないものについては対象外となりますのでご注意くだ さい。 （３）【認定支援機関要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。」 
[新] : 「ロナ前である 2019年までの期間としてください。コロナ後の期間を含んでいる場合でも、 コロナによる特異的な影響を受けていないと考えられる場合（例えば、コロナ後に市場規模 が急増したが、市場環境の変化によりそれが中長期的なトレンドであると考えられる場合） には可とします。 ※ ２ 業種・業態は、日本標準産業分類の小分類以下又はそれと同程度の粒度の業種・業態であ る必要があります。 ※３ 2019年だけ極端に値が減少している等、下降傾向にあると認められない場合は対象とな りません。 （認められる例） 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ① 110 億 108 億 106 億 104 億 102 億 100 億 98 億 96 億 94 億 92 億 90 億 ② 110 億 110 億 100 億 104 億 104 億 105 億 100 億 98 億 96 億 90 億 92 億」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ア．事業計画は、認定経営革新等支援機関とご相談の上策定してください。 イ．事業計画を認定経営革新等支援機関と策定し、「認定経営革新等支援機関による確認書」を 提出してください。 ウ．補助金額が 3,000万円以下の事業計画は、認定経営革新等支援機関（地域金融機関、税理士等） と、補助金額が 3,000万円を超える事業計画は、金融機関及び認定経営革新等支援機関（金融 機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と共同で策定する必要が あります。 3,000万円を超える事業計画は、「金融機関による確認書」を提出してください。 エ．新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、認定経営革新機関等にご相談される際は、 オンライン会議で行うことや、事前に電話等で問い合わせをした上でご訪問されることを推 奨します。 （４）【付加価値額要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。」 
[新] : 「①2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小しており、一貫して下降トレンドにある。 ②2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小しており、前年に比して拡大している年もあるが、全体と して下降トレンドにあると認められる。 （認められない例） 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ③ 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 90 億 ④ 110 億 100 億 90 億 80 億 70 億 60 億 50 億 60 億 70 億 80 億 90 億 ⑤ 110 億 110 億 110 億 109 億 109 億 109 億 108 億 108 億 108 億 107 億 107 億 ③2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小しているが、 2019 年だけ何かしらの事情で縮小している だけである可能性があり、下降トレンドにあるとは判断できない。 ④2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小しているが、近年（ 2015年から 2019 年にかけて）上昇 トレンドにある。 ⑤2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小していない。 イ . 地域における基幹大企業が撤退することにより、市町村内総生産の 10％以上が失われると 見込まれる地域で事業を実施しており、当該基幹大企業との直接取引額が売上高の 10％以 上を占める事業者も対象となります。事務局が指定した地域で事業を実施しており、イを もって本要件を満たす場合は、指定した地域の自治体に市場縮小要件を満たすことの説明 書（基幹大企業撤退）を提出し、確認を受けてください。 ウ . 市場縮小要件を満たすことの説明書（市場規模縮小）に現在の業種・業態が事務局から指 定されている業種・業態であることを記載してください。指定されていない業種・業態で ある場合には、過去～今後のいずれか 10年間で、市場規模が 10％以上縮小する業種・業 態であることを示す信頼性の高いデータ・統計等を添付してください。また、その出典に ついて明確に記載してください。審査の結果、市場縮小要件を満たすと認められなかった 場合には不採択となります。 エ . ①過去 10年間で市場規模が 10％以上縮小し、今後 10年間で市場規模が 10％以上拡大する場 合又は②過去 10年間で市場規模が 10％以上拡大し、今後 10年間で市場規模が 10％以上縮 小する場合、【市場拡大要件】及び【市場縮小要件】の両方を満たしますが、その場合 「今後」のトレンドを優先します。①の場合は成長枠、②の場合は産業構造転換枠にのみ 申請可能とします。また、「今後」のトレンドを優先した結果、産業構造転換枠の対象と ならないこととなる業種・業態の指定は、次回公募以降見直します。 オ . 小分類ベースで市場規模が 10％以上縮小するが、当該小分類に含まれる細分類ベースでは 市場規模が 10％拡大するというように、より細かい基準で妥当なデータ等が示された場合、 対象となる業種・業態の指定は次回公募以降見直します。 （例）第 10回公募時点で産業構造転換枠で小分類 000が指定されている。 小分類 000に含まれる細分類 0000ベースでは市場規模が 10％以上拡大しているこ とが確認できた場合の次回公募以降の指定。 【成長枠の指定】細分類 0000 【産業構造転換枠の指定】小分類 000（ただし、細分類 0000を除く） （８） 【売上高等減少要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．「 2022年 1月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、 2019~2021年の同３か月の合計売上高と比較して 10％以上減少していること」を満た さない場合には、以下の要件を満たすことでも申請可能です。 2022年 1月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計付加価値額が、 2019~2021年の同３か月の合計付加価値額と比較して 15％以上減少していること」

フォントサイズ「10.56」が「9.12」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「22」
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https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm
https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/minimumichiran/
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_gaiyou.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_honbun.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ア．付加価値額とは、営業利益、人件費、減価償却費を足したものをいいます。 イ．成果目標の比較基準となる付加価値額は、補助事業終了月の属する（申請者における）決算 年度の付加価値額とします。 （５）【賃金引上要件】について」 
[新] : 「イ .「任意の３か月」とは「 2022年 1月以降の連続する６か月間」の範囲内であれば連続した 3か月である必要はありません。 ウ．付加価値額の算出方法は付加価値額要件における算出方法に準じます。また、期中に購 入した設備等の減価償却費については、購入した日から決算日までを月数で按分した金額 に基づき算出することが必要です。 （９） 【最低賃金要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．全従業員数については、 2021年 10月から 2022年 8月までの間の対象月とする 3か月それ ぞれの申請時点の常勤従業員数を基準とします。常勤従業員は、中小企業基本法上の「常 時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とす る者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、 2か月以内の期間を定めて使用さ れる者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含 まれません。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「イ．要件を満たす従業員数については、小数点以下を繰り上げて算出してください。 （例）全従業員数が 25人の場合」

テキストが挿入されました�
テキスト
「25人（全従業員数）× 10％＝ 2.5人」

テキストが挿入されました�
テキスト
「⇒ 要件を満たす従業員が 3人以上である必要があります。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「ウ．事業場内最低賃金が最低賃金＋ 30円以内であるかを確認するため、「賃金台帳」の提出 を求めます。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「エ．最低賃金額については、厚生労働省 HPの地域別最低賃金額を参照してください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了月の事業場内最低賃金を基準と」 
[新] : 「（１０） 【グリーン成長要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．令和 3年 6月 18日付で策定された「 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 において、「実行計画」が策定されている 14分野に関し、各分野ごとに「現状と課題」と して記載のある「課題」の解決に資する取組であることが必要となります。 14分野のうち どの分野のどの課題の解決に資する取組であるかあらかじめご確認ください。 （参考）令和 3年 6月 18日付「 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 【概要資料】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「します。ただし、当該事業場内最低賃金が、申請時点の事業場内最低賃金を下回る場合には、申請時点の事業場内最低賃金を基準とします。」 
[新] : 「https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_gaiyou.pdf 【本体資料】 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_honbun.pdf」

フォントサイズ「10.56」が「7.92」に変更されました。
フォントカラーが変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「イ．申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を従業員等に表明することが必要です。交付 後に表明していないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求めます。 ウ．予見できない大きな事業環境の変化に直面するなどの正当な理由なく、事業計画期間終了時 点において、事業場内最低賃金を年額４５円以上の水準で引き上げることが出来なかった場 合、通常枠の従業員規模毎の補助上限額との差額分について補助金を返還する必要がありま」 
[新] : 「イ .（エントリーに申請される場合） アの取組に関連する 1年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上に対する人材 育成（※ ） を行うことについて、研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書として提 出いただく必要があります。表１：審査項目の（５）グリーン成長点については、当該研 究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書に基づき審査を行いますので、詳細に記載し てください。 （※ ） 人材育成については、従業員の 5％以上が年間 20時間以上の外部研修又は専門家を招」

テキストが挿入されました�
テキスト
「いた OJT研修を受けることが必要となります。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「（スタンダードに申請される場合） アの取組に関連する 2年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上に対する人材 育成（※ ） を行うことについて、研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書として提 出いただく必要があります。表１：審査項目の（５）グリーン成長点については、当該研 究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書に基づき審査を行いますので、詳細に記載し てください。 （※ ） 人材育成については、従業員の 10％以上が年間 20時間以上の外部研修又は専門家を 招いた OJT研修を受けることが必要となります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「17」 
[新] : 「23」


D BCBEDATEITHIR (XFHRULHBEZIF <) XEZMTREZZ T TNDIEEEN T
— R ERHMCHFIDHEEEE.  (BISEEM]  [EBHFHMEEMF] COVWTHSRL., —ED
WmZiTo/c LT, IREZHITLE T, BFRICHEO TR [RIBEEARUEEDTHEZEF

DFRAET] ZiRE U TSV, ERL. XEZERITDTENTEHEER(I2EZ EREUE
ER

(11) [BEEMH] EDNT
ISBHFEICHIED . UTDRICEBELTIIEE,
7. FNBEEREE(EHES (B \EEBEXERZESR) SNSXEERITTED (k1) |
Qﬁﬁ%¢'§%ﬁ(:a‘3bVCLX"F@M@”MD‘(C%Z% LTWBRENDDET,
(1) B4stESFZ [REFR] O&EX?2
(2) B4&stESFZ [REE] M OEEMUIBENSE S T 3FUA (B 2 F6H308U
%) (CHRESTESFNMIIFUZE

X1 UTFICHITBTEICHATIREZRITTCNDE (BFEICEDESFEEREZR(TS

3 (RERF) BZ2=D) .
1. EEERERES (B EEBEERZRS) NREZSHE UICBEST

]

MITATBUAE NN RER BB N REZ B U B LS TE

EEEEFRER T > 5 —WRE &2 R UTCBESE

MRS HERIERIEN RE 232 1% UTCBESE

[FARVEEIR(CRET 21 RS2 ] (CEDVWTCRE UCBETHE

BUNEEDSEBEZOICHOINIEEFE (FU\EERIANEEFG) (CED

WCTRELUEBARTE (B4 F4H 1 5BhSEARK)

7. EERFNMCECEDESRBEEARDREZR T ICRHNFAREES
(BEBLEADREESE) "REZXIEUCEEBLESE

8. MITBUAARVNEERBREFUBNLE UCIEEBRE D 7> POIREZES
& UICBAESTE

9. RASHRAARNEXFEEBEBMBN EHEES 19 KOMEICLDITE
RIEZIT D ICEEBLETE

10. RASHMERF S CIREENMRA SIS BRI SIREABESE 25
ROMECLDBESBREZIT O ICBEBLETE

11. BEFSECEDSHECHITDHAE (BEF 17 &5H 1 HORERIAICLD
EDZER<, ) XIFEFES 20 FKICRET DRECHSVWTHESNICBESTE

X2 X1D55, 1.h57.0OHFIHR,
Fle. 1.5 7.C8F3 [REFR] OERGUATDOESD,
1. 53, IBEFERESE (BIIRM) RE] MU&
4. PEBARIBERICLD [BASTEEFAT] DE
5. AHABRSAUICEDL [—BHEEDER] Mg
6. AFHEICEDL [—FHEILDEF] Bk
7. SBEE4E ADR FIED [FIEFRRGBERARIE] LIE

9‘5-"':“.“’.'\’

(12) [EEZMAF] CDNT
ISBHFEICHIED. UTORICEBLTIZEU,

7. ICEHEBEFROEAFIRICIG U, U TORRICHRET D2HENSHDFET,
CEHRERTHNEE = FESEE. PEREEX(IKREECHKE
CEHRRNRTHESESE = PEREENEARECHKE
ICBHBER R THERE = ABECHKE

24


テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「す。 （６）【従業員増員要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了時点の常勤従業員数を基準とし ます。ただし、当該常勤従業員数が、申請時点の常勤従業員数を下回る場合には、申請時点 の常勤従業員数を基準とします。常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」 をいい、労働基準法第20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」と解されます。こ れには、日々雇い入れられる者、2か月以内の期間を定めて使用される者、季節的業務に4か月以 内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含まれません。 イ．増員する必要がある従業員数については、小数点以下を繰り上げて算出してください。 （例）補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了時点で従業員数が 150人、」 
[新] : 「ウ .既に過去の公募回で採択（※ 辞 退した場合を除く）又は交付決定を受けている事業者がグリ ーン成長枠に申請する場合は、【別事業要件】、【能力評価要件】について確認し、一定の 減点を行った上で、採否を判断します。申請に当たっては、「別事業要件及び能力評価要件 の説明書」を提出してください。ただし、支援を受けることができる回数は 2回を上限としま す。 （１１） 【再生要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており（※１）、 応募申請時において以下のいずれかに該当している必要があります。」

テキストが削除されました�
テキスト
「事業計画期間 5年の企業の場合 150（従業員数）×8.5％（初年度 1.0％＋事業計画期間年率平均 1.5％×5年）＝ 12.75 ⇒ 13人以上の増員が必要 ウ．予見できない大きな事業環境の変化に直面するなどの正当な理由なく、事業計画期間終了時 点において、従業員数を年率平均 1.5％以上（初年度は 1.0％以上）増加させることが出来な かった場合、通常枠の従業員規模毎の補助上限額との差額分について補助金を返還する必要 があります。 （７）【回復・再生要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．以下のうち、いずれかの条件を満たすことが必要です。 ①2021年 10月以降のいずれかの月の売上高が対 2020年又は 2019年同月比で 30％以上減少 していること ②中小企業活性化協議会等から支援を受け再生計画等を策定していること アで①を選択する場合、以下の条件で代替することが可能です。 ①‘2021年 10月以降のいずれかの月の付加価値額が対 2020年又は 2019年同月比で 45％以 上減少していること アで②を選択する場合、中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援 を受けており（※１）、応募申請時において以下のいずれかに該当している必要があります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「再生計画等を「策定済」かつ応募締切日から遡って３年以内（令和 2年 3月 25日以降） に再生計画等が成立等した者」 
[新] : 「再生計画等を「策定済」かつ応募締切日から遡って３年以内（令和２年 6月 30日以 降）に再生計画等が成立等した者」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「以下に掲げる計画に関する支援を受けている者（同計画に基づき事業譲渡を受ける （又は受けた）者を含む）。 1. 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）が策定を支援した再生計画」 
[新] : 「以下に掲げる計画に関する支援を受けている者（同計画に基づき事業譲渡を受け る（又は受けた）者を含む）。 1. 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）が策定を支援した再生計 画」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「6．中小企業の事業再生等のための私的整理手続（中小企業版私的整理手続）に基づい て策定した再生計画（令和４年４月１５日から適用開始）」 
[新] : 「6．中小企業の事業再生等のための私的整理手続（中小企業版私的整理手続）に基づ いて策定した再生計画（令和４年４月１５日から適用開始）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「独立行政法人中小企業基盤整備機構が出資した中小企業再生ファンドが策定を支援 した再生計画」 
[新] : 「独立行政法人中小企業基盤整備機構が出資した中小企業再生ファンドが策定を支 援した再生計画」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「条の規定による支援決 定を行った事業再生計画」 
[新] : 「条の規定による支援 決定を行った事業再生計画」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「条 の規定による再生支援決定を行った事業再生計画」 
[新] : 「条の規定による再生支援決定を行った事業再生計画」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「条第１項の調停条項によるもの を除く。）又は同法第」 
[新] : 「条第１項の調停条項による ものを除く。）又は同法第」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「18」 
[新] : 「24」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（８）【最低賃金要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．全従業員数については、 2021年 10月から 2022年 8月までの間の対象月とする 3か月それぞれ の申請時点の常勤従業員数を基準とします。常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用す る従業員」をいい、労働基準法第20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」と解さ れます。これには、日々雇い入れられる者、2か月以内の期間を定めて使用される者、季節的業 務に4か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含まれません。 イ．要件を満たす従業員数については、小数点以下を繰り上げて算出してください。 （例）全従業員数が 25人の場合 25人（全従業員数）×10％＝ 2.5人 ⇒ 要件を満たす従業員が 3人以上である必要があります。 ウ．事業場内最低賃金が最低賃金＋ 30円以内であるかを確認するため、「賃金台帳」の提出を求 めます。 エ．最低賃金額については、厚生労働省 HPの地域別最低賃金額を参照してください。 （９）【グリーン成長要件】について」 
[新] : 「（１２）【卒業要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．応募申請時点の法人規模に応じ、以下の規模に成長する必要があります。 ・ 応募申請時点で中小企業 ⇒ 特定事業者、中堅企業又は大企業に成長 ・ 応募申請時点で特定事業者 ⇒ 中堅企業又は大企業に成長 ・ 応募申請時点で中堅企業 ⇒ 大企業に成長」
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https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．令和 3年 6月 18日付で策定された「 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 において、「実行計画」が策定されている 14分野に関し、各分野ごとに「現状と課題」とし て記載のある「課題」の解決に資する取組であることが必要となります。 14分野のうちどの 分野のどの課題の解決に資する取組であるかあらかじめご確認ください。 （参考）令和 3年 6月 18日付「 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 【概要資料】 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_gaiyou.pdf 【本体資料】 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_honbun.pdf イ . アの取組に関連する 2年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上に対する人材育 成（※ ）を行うことについて、研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書として提出いた だく必要があります。表２：審査項目の（５）グリーン成長点については、当該研究開発・技 術開発計画書又は人材育成計画書に基づき審査を行いますので、詳細に記載してください。 （※ ）人材育成については、従業員の 10％以上が年間 20時間以上の外部研修又は専門家を招 いた OJT研修を受けることが必要となります。 ウ . 既に過去の公募回で採択（※ 辞退した場合を除く）又は交付決定を受けている事業者がグリー ン成長枠に申請する場合は、【別事業要件】、【能力評価要件】について確認し、一定の減点 を行った上で、採否を判断します。申請に当たっては、「別事業要件及び能力評価要件の説明 書」を提出してください。ただし、支援を受けることができる回数は 2回を上限とします。 （１０） 【緊急対策要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア . 「足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けたことにより、 2022年 1月以 降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、 2019年～ 2021年の同３か月 の売上高と比較して 10％以上減少していること」を満たさない場合には、以下の要件を満た すことでも申請可能です。 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けたことにより、 2022年 1月以降 の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計付加価値額が、 2019年～ 2021年の同３か 月の付加価値額と比較して 15％以上減少していること」 
[新] : 「イ．補助事業者が、アに規定する法人規模に成長した場合であっても、応募申請時点よりも資本 金又は従業員数が減少している場合は、本要件を満たさないものとします。 ウ．各規模への成長に当たっては、資本金及び従業員数の両方が基準以上となる必要がござい ますのでご注意ください。また、みなし中堅企業、みなし大企業になることをもって本要 件を満たすことはできません。 エ．卒業計画書に応募申請時点での従業員数・資本金、及び補助事業実施期間終了後３～５年ま でにどのように従業員数・資本金を伸ばしていく予定か記載してください。記載内容の妥当 性を審査し採択案件を決定します。 オ．卒業促進枠に採択された場合でも、事業計画期間終了までに法人規模の成長を達成出来なか った場合は、要件未達として、本枠に係る補助金は支給されません（成長枠又はグリーン成 長枠に係る補助金は、成長枠又はグリーン成長枠の要件等を充足する場合支給されます）。 ※ アに規定する特定事業者は、中小企業等経営強化法第２条第５項に規定する特定事業者（同条第１項に規定 する中小企業者を除く。）を指します。 （１３） 【賃金引上要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了月の事業場内最低賃金を基準と します。ただし、当該事業場内最低賃金が、申請時点の事業場内最低賃金を下回る場合には、 申請時点の事業場内最低賃金を基準とします。 イ．申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を従業員等に表明することが必要です。また、 大規模賃上げ及び従業員増加計画書の提出が必要です。これらの記載内容の妥当性を審査し 採択案件を決定します。 ウ．採択された場合でも、事業計画期間終了時点において、事業場内最低賃金を年額４５円以上 の水準で引き上げることが出来なかった場合、大規模賃金引上促進枠の要件未達として、本 枠に係る補助金は支給されません（成長枠又はグリーン成長枠に係る補助金は、当該枠の要 件等を充足する場合支給されます）。 （１４） 【従業員増員要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了時点の常勤従業員数を基準とし、 補助事業計画期間終了までに増員を行う必要があります。ただし、当該常勤従業員数が、申 請時点の常勤従業員数を下回る場合には、申請時点の常勤従業員数を基準とします。常勤従 業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20条の規定に基づく 「予め解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、 2か月以 内の期間を定めて使用される者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試みの 使用期間中の者は含まれません。 イ．増員する必要がある従業員数については、小数点以下を繰り上げて算出してください。ただ し、最低でも事業計画期間×１人以上の増員を行う必要があります。 （例） ・ 補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の終了時点で従業員数が 20人、事業計画期間 ３年の企業の場合 20（従業員数）× 4.5％（事業計画期間年率平均 1.5%×3年）＝ 0.9＜３（事業計画期間） ⇒ 事 業計画期間 3年の場合、最低 3人の増員が必要 ・ 補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の終了時点で従業員数が 150人、事業計画期間 5年の企業の場合 150（従業員数）× 7.5％（事業計画期間年率平均 1.5％×5年）＝ 11.25 ⇒12人以上の増員が必要 ウ．大規模賃上げ及び従業員増加計画書に従業員を増加させる計画を記載し提出する必要があり ます。記載内容の妥当性を審査し採択案件を決定します。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「19」 
[新] : 「25」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「エ．事業計画期間終了時点において、従業員数を年率平均 1.5％以上増加させることが出来なかっ た場合、大規模賃金引上促進枠の要件未達として、本枠に係る補助金は支給されません（成 長枠又はグリーン成長枠に係る補助金は、成長枠又はグリーン成長枠の要件等を充足する場 合支給されます）。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ウ．連携体の中に、申請要件を満たさない事業者がいた場合には、その連携体の申請は不採択と して取り扱いますのでご注意ください。 エ . 連携体として一つの事業類型を選択して申請してください。連携体の中に、選択した事業類 型における要件を満たさない事業者がいた場合には、通常枠で審査されます。 オ．売上高等減少要件については、①①者で要件を満たす、②②携体を構成するすべての者の合 計で要件を満たすのいずれかを選択可能です。ただし、② の にははは、合計する月について は、すべての者で同じ月を選択する必要があります。また、代表者は、申請に用いる月の各 者及び合計の売上高又は付加価値額が分かる書類を作成の上、追加で電子申請の際に添付し てください。 カ．事業再構築要件については、連携体を構成する各者がそれぞれ要件を満たすことが必要です。 事業計画書の提出とは別に、それぞれの者が事業再構築要件を満たすことについて、「連携 体各者の事業再構築要件についての説明書類（連携体構成員用）」に記載して提出してくだ さい。なお、通常枠以外の事業類型を選択した場合、各者が事業類型毎の要件を満たすこと が必要です。 キ．複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は、認定支援機関要件は、補助金額が 3,000万 円を超える事業計画について、金融機関と協同で策定することを除いて免除されます。した がって、補助金額が 3,000万円を超える事業者が連携体に含まれる場合には、当該事業者に ついては、連携体全体で策定される事業計画書について、それぞれが金融機関に参画頂き、 共同で事業計画を策定する必要があります。この場合、補助金額 3,000万円を超える事業者 がそれぞれ「金融機関による確認書」を提出してください。 ク．加点項目については、連携体を構成する事業者の半数以上が条件に該当する場合に限り加点 されます。 ケ．採択された場合は、すべての事業者が個々に交付決定を受け、補助事業を実施する必要があ」 
[新] : 「ウ．連携体として一つの事業類型を選択して申請してください（成長枠・グリーン成長枠におけ る補助率上乗せ、及び卒業促進枠・大規模賃金引上促進枠については、個者ごとに活用する か否かをご検討いただけます。個者ごとに所定の様式等を提出してください。）。連携体の 中に、連携体として選択した事業類型の申請要件を満たさない事業者がいた場合には、その 連携体の申請は不採択として取り扱いますのでご注意ください。 エ．最低賃金枠又は物価高騰対策・回復再生応援枠に申請する場合の売上高等減少要件について は、①各者で要件を満たす、②②携体を構成するすべての者の合計で要件を満たすのいずれ かを選択可能です。ただし、②②場合には、合計する月については、すべての者で同じ月を 選択する必要があります。また、代表者は、申請に用いる月の各者及び合計の売上高又は付 加価値額が分かる書類を作成の上、追加で電子申請の際に添付してください。 オ．事業再構築要件については、連携体を構成する各者がそれぞれ要件を満たすことが必要です。 事業計画書の提出とは別に、それぞれの者が事業再構築要件を満たすことについて、「連携 体各者の事業再構築要件についての説明書類（連携体構成員用）」に記載して提出してくだ さい。 カ．複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は、認定支援機関要件については、補助金額が 3,000万円を超える事業計画について、金融機関の確認を受けていることを除いて、免除さ れます。したがって、補助金額が 3,000万円を超える事業者が連携体に含まれる場合には、 当該事業者については、連携体全体で策定される事業計画書について、それぞれが金融機関 の確認を受けている必要があります。この場合、補助金額 3,000万円を超える事業者がそれ ぞれ「金融機関による確認書」を提出してください。 キ．加点項目については、連携体を構成する事業者の半数以上が条件に該当する場合に限り加点 されます。 ク．採択された場合は、すべての事業者が個々に交付決定を受け、補助事業を実施する必要があ」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「コ . みなし同一法人（ P9参照）同士が連携する計画は、重複申請にあたり、不採択となりますの でご注意ください。」 
[新] : 「ケ．２．補助対象者に規定するみなし同一法人同士が連携する計画は、重複申請にあたり、不採 択となりますのでご注意ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「10のうちいずれか小さい数を基礎として、当該基礎となる対象組 合員の従業員数に応じた補助上限額を積み上げた額を補助上限額とします。」 
[新] : 「10のうちいずれか小さい数を基礎として、当該基礎となる対象 組合員の従業員数に応じた補助上限額を積み上げた額を補助上限額とします。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「20」 
[新] : 「26」
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https://mirasapo-plus.go.jp/
https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「16者（※ ） である組合が、通常枠で申請する場合 （※ ）16者の内訳…従業員」 
[新] : 「16者（※）である組合が、成長枠で申請する場合 （※ ）16者の内訳… 従 業員」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「8,000万円× 4者＋ 6,000万円× 4者＝ 5.6億円 （例２）対象組合員数が 32者（※ ） である組合が、通常枠で申請する場合 （※ ）32者の内訳…従業員」 
[新] : 「7,000万円× 4者＋ 5,000万円× 4者＝ 4.8億円 （例２）対象組合員数が 32者（※）である組合が、成長枠で申請する場合 （※ ）32者の内訳… 従 業員」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「8,000万円× 8者＋ 6,000万円× 2者＝ 7.6億円」 
[新] : 「7,000万円× 8者＋ 5,000万円× 2者＝ 6.6億円」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ウ．主たる構成員が何らかの事業を実施している事業者であること及び組合そのものが組合員の ための金融手段の提供、組合員の事業の調整、技術指導・経営指導・教育・情報提供、検査 以外の実事業を行う者であることが必要となります。 エ．交付申請時に、本補助事業に取り組むことについて、総会の議決を得ていることが確認でき る証憑の提出が必要となります。 オ．以上について、組合特例に関する確認書（参考様式）の内容を電子申請システムから登録頂 く必要があります。 （１３）その他」 
[新] : 「ウ．主たる構成員が何らかの事業を実施している事業者であること及び組合そのものが組合員 のための金融手段の提供、組合員の事業の調整、技術指導・経営指導・教育・情報提供、 検査以外の実事業を行う者であることが必要となります。 エ．交付申請時に、本補助事業に取り組むことについて、総会の議決を得ていることが確認で きる証憑の提出が必要となります。 オ．以上について、組合特例に関する確認書（参考様式）の内容を電子申請システムから登録 頂く必要があります。 （１７）注意事項」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「「 事業再構築補助金」を申請したい方向け「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf」 
[新] : 「「事業再構築補助金」を申請したい方向け「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「以下の補助事業実施期間に、契約（発注）、納入、検収、支払及び補助事業実績報告書の提出等」 
[新] : 「以下の期間内に、契約（発注）、納入、検収、支払及び補助事業実績報告書の提出等」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「通常枠、大規模賃金引上枠、回復・再生応援枠、最低賃金枠、緊急対策枠」 
[新] : 「成長枠、産業構造転換枠、最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠」

テキストが挿入されました�
テキスト
「• 卒業促進枠、大規模賃金引上促進枠 → 交 付決定日から成長枠・グリーン成長枠の事業計画期間終了まで」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「21」 
[新] : 「27」
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/sankokinjigyou-saikouchiku.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/sankokinjigyou-saikouchiku.html
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「補助金の交付決定前であっても、事務局から事前着手の承認を受けた場合、令和３年 12月 20 日以降に購入契約（発注）等を行った事業に要する経費を、特例として補助対象経費とすること ができます。詳しくは、「８．事前着手申請の手続き」を参照してください。 ・ 以下に該当する場合には、不採択又は交付取消となります。 ① 本公募要領にそぐわない事業」 
[新] : 「交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施期間内に完了する ことができないと見込まれる場合には事故等報告を提出してください。 ※ サプライチェーン強靱化枠についてはサプライチェーン強靱化枠の公募要領をご確認ください。 ※ 最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠に申請する事業者は、補助金の交付決定前であっ ても、事務局から事前着手の承認を受けた場合、令和 4年 12月 2日以降に購入契約（発注）等 を行った事業に要する経費を、特例として補助対象経費とすることができます。詳しくは、 「８．事前着手申請の手続き」を参照してください。 ・ 以下に該当する場合には、不採択又は交付取消となります。本事業に採択された場合であっても、 交付審査において以下に該当すると判明した場合には、採択取消となりますでご注意ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「グループ会社（P9～10 に記載する【みなし同一法人】に当てはまる他の会社）が既に実施し ている事業を実施するなど、再構築事業の内容が、容易に実施可能である事業 ④ 不動産賃貸、駐車場経営、暗号資産のマイニング等、専ら資産運用的性格の強い事業」 
[新] : 「グループ会社（２．補助対象者に規定する【みなし同一法人】に当てはまる他の会社）が既に 実施している事業を実施するなど、再構築事業の内容が、容易に実施可能である事業 ③ 不動産賃貸、駐車場経営、暗号資産のマイニング等、実質的な労働を伴わない事業又は専ら資 産運用的性格の強い事業」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「次産業分野に取り組む場合に必要な経費は、補助対象となります。2 次又は」 
[新] : 「次産業分野に取り組む場合に必要な経費は、補助対象となります。 2次又は」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※ ただし、厚生労働省の産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）との併用は可能。 ・ 厚生労働省ホームページ： https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufu kin/sankokinjigyou-saikouchiku.html」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「その他申請要件を満たさない事業」 
[新] : 「その他制度趣旨・本公募要領にそぐわない事業」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「22」 
[新] : 「28」
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https://gbiz-id.go.jp/top/index.html
テキストが削除されました�
テキスト
「又は暫定プライムアカウント」

テキストが挿入されました�
テキスト
「採 知 知 知」

テキストが削除されました�
テキスト
「事 状況報告告告・知的財産権等報告」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「23」 
[新] : 「29」
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https://gbiz-id.go.jp/top/index.html
https://gbiz-id.go.jp/top/rules/rules.html
https://gbiz-id.go.jp/top/rules/rules.html
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「9回の公募スケジュールは以下のとおりです。」 
[新] : 「10回の公募スケジュールは以下のとおりです。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「1月 16日（月）」 
[新] : 「3月 30日（木）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「3月 24日（金） 18： 00」 
[新] : 「6月 30日（金） 18： 00 採択発表：令和 5年 8月下旬～ 9月上旬頃（予定）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「第 9回の採択発表は、令和 5年 6月上旬～中旬頃を予定しています。」 
[新] : 「また、申請の前に、必ず事務局が実施する説明会に参加してください。説明会の詳細は、事務局 HPを確認してください。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「採択の決定後、採択・不採択の結果を事務局から通知します。採択となった案件については、受 付番号、商号又は名称（法人番号を含む）、補助事業計画名（ 30字程度）、事業計画書の概要 （ 100字程度）、認定経営革新等支援機関名等を公表します。また、審査の結果については、今後 のフォローアップの参考として事業計画の策定を行った認定経営革新等支援機関等に対して通知す る場合があります。」 
[新] : 「採択の決定後、採択・不採択の結果を事務局から通知します。採択となった案件については、商 号又は名称（法人番号を含む）、補助事業計画名（ 30字程度）、事業計画書の概要（ 100字程度）、 認定経営革新等支援機関名等を公表します。また、審査の結果については、今後のフォローアップ の参考として事業計画の確認を行った認定経営革新等支援機関等に対して通知する場合があります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「採択決定後、補助対象経費を精査していただき、補助金の交付申請手続きを行っていただきます （詳細な手続きは、「補助事業の手引き」を参照してください）。なお、採択により生じる交付申 請を行う権利を交付決定前に他者に承継することはいかなる理由においても認められません。採択 事業者以外が交付決定を受けることはできませんのでご注意ください。この際、事務局の審査の結 果、計上された経費が補助対象外であると判断されるときは、交付決定額が減額となる場合があり ますので、予めご了承ください。なお、交付決定額は、採択決定時点の補助金申請額を上回ること はできませんのでご注意ください。また、交付決定後に補助事業実施場所を変更することは原則と して認められません。事業計画期間中、事業化状況報告書等の内容から各認定経営革新等支援機関 等のフォローアップ状況を調査し、各認定支援機関ごとに、その結果を公表いたします。」 
[新] : 「採択後、補助対象経費を精査していただき、補助金の交付申請手続きを行っていただきます（詳 細な手続きは、「補助事業の手引き」を参照してください）。なお、交付決定前に、事業譲渡、会 社分割等を行うことにより、採択により生じる交付申請を行う権利を他者に承継することはいかな る理由においても認められません。事業譲渡を受けた者等の採択事業者以外の者が交付決定を受け ることはできませんのでご注意ください。 交付申請に基づく事務局の審査の結果、計上された経費が補助対象外であると判断されるときは、 交付決定額が減額となる場合がありますので、予めご了承ください。なお、交付決定額は、採択決 定時点の補助金申請額を上回ることはできませんのでご注意ください。また、交付決定後に補助事 業実施場所を変更することは原則として認められません。事業計画期間中、事業化状況報告書等の 内容から各認定経営革新等支援機関等のフォローアップ状況を調査し、各認定支援機関ごとに、 その結果を公表いたします。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「24」 
[新] : 「30」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「のとなります。ただし、事務局から事前着手の承認を受けた場合には、令和３年 12月 20日以降に発生 した経費についても補助対象とすることが可能です。」 
[新] : 「のとなります。ただし、最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠に申請する事業者で、事務局か ら事前着手の承認を受けた場合には、令和 4年 12月 2日以降に発生した経費についても補助対象とする ことが可能です。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※ ４」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「店舗等の賃借料、貸工場・貸店舗等への移転費等）※４ ※1 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）におけ」 
[新] : 「店舗等の賃借料、貸工場・貸店舗等への移転費等）※6 ※1 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）におけ」

テキストが挿入されました�
テキスト
「費は対象になりませんのでご注意ください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「費は対象になりませんのでご注意ください。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「契約満了に伴う原状回復など、補助事業実施の有無にかかわらず発生する費 用は補助対象外となります」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※5」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※6 一時移転に係る経費は補助対象経費総額の 1／ 2を上限として認められます。」

テキストが削除されました�
テキスト
「※5」

テキストが削除されました�
テキスト
「一時移転に係る経費は補助対象経費総額の1／2を上限として認められます。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※7」

テキストが削除されました�
テキスト
「※6」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※8」

テキストが削除されました�
テキスト
「※7」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「25」 
[新] : 「31」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見積もりを取得し ている場合には、中古設備も対象になります。」 
[新] : 「３者以上の古物商の許可を得ている中古品流通事業者から、型式や年式が記載 された相見積もりを取得している場合には、中古設備も対象になります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「の経費を補助対象とすることができます（※ ２ の謝金単価に準じるか、依頼内」 
[新] : 「の経費を補助対象とすることができます（※２の謝金単価に準じるか、依頼内」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師等：１日５万円以下」 
[新] : 「大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師：１日５万円以下」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ITコーディネータ等：１日４万円以下」 
[新] : 「ITコーディネータ：１日４万円以下 ・上記以外： 1日 2万円以下」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「26」 
[新] : 「32」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「クラウドサービスの利用に関する経費」

テキストが削除されました�
テキスト
「クラウドサービスの利用に関する経費」

テキストが挿入されました�
テキスト
「エリアを借入、リースを行う費用）、サーバー上のサービスを利用する費用等」

テキストが削除されました�
テキスト
「エリアを借入、リースを行う費用）、サーバー上のサービスを利用する費用等」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「外注先に、技術導入費、専門家経費を併せて支払うことはできません。」 
[新] : 「専門家経費・技術導入費に該当する経費を外注費として計上することは出来ま せん。また、外注先に、技術導入費、専門家経費を併せて支払うことはできま せん。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※6 事業者が行うべき手続きの代行は対象になりません。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「27」 
[新] : 「33」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「補助事業の遂行に必要がない教育訓練や講座受講等は補助対象外となります。」 
[新] : 「日常の業務に就きながら行われる教育訓練（いわゆる OJT）及び補助事業の遂 行に必要がない教育訓練や講座受講等は補助対象外となります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「研修名、② 研 施主体、③③③研修内容、④ 研 講費、⑤⑤⑤研修受講者について」 
[新] : 「研修名、②研修実施主体、③研修内容、④研修受講費、⑤⑤修受講者について」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ ４」 
[新] : 「※４ 受講内容を任意に設定できるものであって、料金表が設定されていない教育訓 練や講座受講等は、原則として同一条件による相見積を複数者から取ってくだ さい。市場価格とかい離している場合は、補助対象経費として認められませ ん。 ※ ５ ※ ４に該当する教育訓練や講座受講等の研修資料一式（資料が存在しない場合 は、録画・録音データ等）は、後記９．（９）の書類と同様に保存してくださ い。 ※６」

テキストが挿入されました�
テキスト
「廃業費 （産業構造転換枠に 申請し、既存事業の 廃止を行う場合の み） ※ 上限額 ＝補助対象経費総額 の２分の１又は 2,000 万円の小さい 額 ①廃止手続費（既存事業の廃止に必要な行政手続を司法書士、行政書士 等に依頼するための経費） ②②②費（既存の事業所や事業において所有していた建物・設備機器等 を解体する際に支払われる経費） ③原状回復費（既存の事業所や事業において借りていた土地や建物、設 備機器等を返却する際に原状回復するために支払われる経費） ④ リ ののの解約費（リースの途中解約に伴う解約・違約金） ⑤移転・移設費用（既存事業の廃止に伴い、継続する事業を効率的・効 果的に運用するため、設備等を移転・移設するために支払われる経費） ※ １ 既存事業の廃止とは、事業再構築にともない、営んでいる既存事業を廃止し、 今後一切行わないことを指します。複数事業を営んでいる場合はそのうちの一 つ以上を今後一切行わないことを指します。例えば、 3 店舗営む事業のうち 1 店舗を閉めるなど、事業の一部を閉めることは廃止には該当しませんのでご注 意ください。 ※ ２ 廃止手続費については、以下の経費は補助対象になりません。 ・ 登記事項変更等に係る登録免許税 ・ 定款認証料、収入印紙代 ・ その他官公署に対する各種証明類取得費用（印鑑証明等） ・ 本補助金に関する書類作成代行費用 ※３ 消耗品・原材料等の処分費、自己所有物の修繕費、原状回復の必要が無い建物 や設備機器等の原状回復費、海外で使用していたものの解体・原状回復費等は 対象になりません。 ※４ 過去の公募回で採択を受けた事業の廃業費用を計上することは認められませ ん。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「34」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「や、１つの経費区分だけに大半の経費を計上する事業等、特段の事由がある場合には、応募申請時に、 その理由を明らかにした理由書を添付書類に追加して提出してください。 （２）補助対象経費全般にわたる留意事項 ① 以下の経費は、補助対象になりません。また、計上されている経費の大半が補助対象外である 場合、補助事業の円滑な実施が困難であるとして、不採択になりますのでご注意ください。」 
[新] : 「や、１つの経費区分だけに大半の経費を計上する事業等、特段の事由がある場合には、交付申請時に、 その理由を明らかにした理由書を添付書類に追加して提出してください。交付審査において理由書の 妥当性を審査し、補助対象とするか否か判断します。 また、補助対象経費は原則として専ら補助事業に使用される必要があります。既存事業等、補助事 業以外で用いた場合目的外使用と判断し、残存簿価相当額等を国庫に返納いただく必要がございます のでご注意ください。 （２） 補助対象経費全般にわたる留意事項 ① 補助対象経費の精査は交付申請時に行います。本事業に採択された場合であっても、応募 申請時に計上した経費がすべて補助対象になるとは限りませんのでご注意ください。 ② 以下の経費は、補助対象になりません。また、計上されている経費の大半が補助対象外で ある場合、補助事業の円滑な実施が困難であるとして、不採択・採択取消になりますのでご 注意ください。 • 既存事業に活用する等、専ら補助事業のために使用されると認められない経費」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「経費は除く)」 
[新] : 「経費は除く )」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「飲食、娯楽、接待等の費用 • 不動産の購入費、構築物の購入費、株式の購入費、自動車等車両（事業所内や作業所内 のみで走行し、公道を自走することができないもの及び税法上の車両及び運搬具に該当 しないものを除く）、船舶、航空機等の購入費・修理費・車検費用」 
[新] : 「飲食、奢侈、娯楽、接待等の費用 • 不動産の購入費、構築物の購入費、株式の購入費」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「28」 
[新] : 「35」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「汎用性があり、目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン、プリンタ、文 書作成ソフトウェア、タブレット端末、スマートフォン及びデジタル複合機、診療報 酬・介護報酬を受ける事業に使用し得るもの、家具等）の購入費」 
[新] : 「汎用性があり、目的外使用になり得るものの購入費・レンタル費（例えば、事務用のパ ソコン、プリンタ、文書作成ソフトウェア、タブレット端末、スマートフォン及びデジ タル複合機、診療報酬・介護報酬を受ける事業に使用し得るもの、家具等。ただし、補 助事業のみに使用することが明らかなものは除く。）及び自動車等車両（事業所内や作 業所内のみで走行し、公道を自走することができないもの及び税法上の車両及び運搬具 に該当しないものを除く）、船舶、航空機等の購入費・修理費・車検費用」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「でない中古品の購入費（３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見 積もりを取得している場合等を除く）」 
[新] : 「でない中古品の購入費（３者以上の古物商の許可を得ている中古品流通事業者から、型 式や年式が記載された相見積もりを取得している場合等を除く）」
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https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/shimeiteishi.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費」 
[新] : 「上記のほか、市場価格と乖離しているものや公的な資金の用途として社会通念上、不適 切と認められる経費」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「3年 12月 19日以前）に契約（発注）した経費は、い かなる事情があっても補助対象になりません。支払いは、銀行振込の実績で確認を行います （手形払等で実績を確認できないものは対象外）。」 
[新] : 「4年 12月 1日以前）に契約（発注）した経費は、いか なる事情があっても補助対象になりません。支払いは、銀行振込の実績で確認を行います （現金払・手形払等は対象外）。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「の妥当性を示す書類を整備してください。市場価格とかい離している場合は認められません。 したがって、申請の準備段階にて予め複数者から見積書を取得いただくと、採択後、速やか に補助事業を開始いただけます。 ⑤ 補助金交付申請額の算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して算定してく ださい。」 
[新] : 「の妥当性を示す書類を整備してください。市場価格とかい離している場合は認められませ ん。したがって、申請の準備段階にて予め複数者から見積書を取得いただくと、採択後、速 やかに補助事業を開始いただけます。 ※ ペーパーカンパニーや販売実績が全くない業者等からの相見積もりは認められません。発 覚した場合には虚偽の内容を含む申請として不採択又は交付取消となります。 ⑥ 経済産業省から補助金等指定停止措置または指名停止措置が講じられている事業者に発 注・契約した場合、その経費は補助金の対象外となります。 https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/shimeiteishi.pdf ※ 停止措置期間前に発注した場合は問題ありません。 ⑦ 補助金交付申請額の算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して算定してく ださい（免税事業者及び簡易課税事業者を除く）。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「29」 
[新] : 「36」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「たる留意事項④にしたがって、中小企業等が実施する必要があります。」 
[新] : 「たる留意事項⑤にしたがって、中小企業等が実施する必要があります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「30」 
[新] : 「37」
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https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0W2x000007CkxHEAS
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ただし、本事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化による事業活動への影 響等も鑑み、早期の事業再構築を図っていただくために必要となる経費について、補助金の交付 決定前であっても事務局から事前着手の承認を受けた場合は、令和 3年 12月 20日以降に購入契約 （発注）等を行った事業に要する経費も補助対象経費とすることができます。 交付決定前に事業着手が承認された場合であっても、補助金の採択を約束するものではありま せん。また、令和３年 12月 19日以前に行われた購入契約（発注）等については、補助対象経費 として認められませんので、ご注意ください。」 
[新] : 「ただし、最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠に申請する事業者については、早期の事 業再構築を図っていただくために必要となる経費について、補助金の交付決定前であっても事務 局から事前着手の承認を受けた場合は、令和 4年 12月 2日以降に購入契約（発注）等を行った事業 に要する経費も補助対象経費とすることができます。 交付決定前に事業着手が承認された場合であっても、補助金の採択を約束するものではありま せん。また、令和 4年 12月 1日以前に行われた購入契約（発注）等については、補助対象経費と して認められませんので、ご注意ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「令和5年1月16日（月）～交付決定日まで」 
[新] : 「令和 5年 3月 30日（木）～交付決定日まで」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0W2x000006EpDgEAK」 
[新] : 「https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0W2x000007CkxHEAS」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「事前着手の承認に際して、会社概要、事業計画の概要、新型コロナウイルスの影響と事業計画との関係（感染症の 影響を乗り越えるために早急な投資が必要不可欠である理由等）を記載していただく必要があります。記載内容が不 十分な場合は、申請後に事務局から確認をさせていただく場合があります。 ※ 第 6回公募の開始日である令和 4年 3月 28日（月）以前に既に事前着手の承認を受けている場合でも、再度申請を行 い、審査の結果、承認された場合に限り認められます。」 
[新] : 「事前着手の承認に際して、会社概要、事業計画の概要、新型コロナウイルスや物価高等の影響と事業計画との関係 （感染症や物価高等の影響を乗り越えるために早急な投資が必要不可欠である理由等）を記載していただく必要があ ります。記載内容が不十分な場合は、申請後に事務局から確認をさせていただく場合があります。 ※ 第 10回公募の開始日である令和 5年 3月 30日（木）以前に既に事前着手の承認を受けている場合でも、再度申請を 行い、審査の結果、承認された場合に限り認められます。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「38」


9. HBEXREORE GEUTRENRICEFINEER)

ABEDIZPREZRTKID ETDERURIITLEL. UTORAFZTSRINERDEE A,

(1) RBECHERSNCERE (L. EBRMNERI DHAFCSMURITNETRDETEA. Sl
LRRWEE(E. RAABRFEZRIFNITEE A

(2) APREZRITTE. ABEORBEDERNEL L (FRABTZEELLD LITDIHEXEKREE
ZHRIE. BEBUSMECABSE LD &I D5E(ICIE. BRICEFROEARZFRTNIER
DERBA. AEEZM(TAMSETTIZS. KRB (L. ABFEORIRZRITITEDEHRILET
(FARBEROEAME EB(IC, TNTN1EFRRZZGZEDEUTERDRVWET) . B,
ZATRERIC. BEFRE. SUHDBFCIDRRICKDEUSRTHFZITOEFZMECK
#I B EBVWHRFIEAICEVWTEROSNTBA. BRFEEZRIITESORIREREL
ADZNREZRZITDC LR TEFBADOTITERSES L,

(3) XFBEZxTUREEG, Z0ENSEELUTI0B8ZZEB UIEAX(FFEET THRBDWS
NHAMRVWBFTICHBBERRRSEZRE UIRITNERD EE A

(4) XFEZxTUCHDEIDFEDRTEZHEBIE LT, UUBESER (Gtell) « AFEEICHK
DEEFORRZEFEINN - MNP EESIRES (CLDHREITDEEBIC, XBECEER
IBRFECH NZ URITNIERD T A . BRERRSFOHENTHOHNRVESICIX, #HbhE
DZATHLH - IRIESEERDFTFT . Fe. FJU—HEARF2EIBEORFEEZRIE L TVSR(CDW
CTEHRZROHT A

(5) BERRDIHENS. KBEDHRDEFREX (IHIAEEDFRE X (IREERTER VT
DIBEZEEDERMAERDOMANDEES(C L DINBEMESNIZ ERBOSNDIHZEIC(E. ZRUT
HEhEDEEZ FIRE U TGS LIRITNEIRDFRA (BFRICIRAEFREDZEFEDRE
NIHRFOZEERFENET)

(6) HSMEDSS. BM50H5M (HitkE) LU EOHIMEOMEX (SIHADEMUTZAME (WL
DHEIREAE) (X D FHIPREABIA(CESHEZLSD (OHBIEDORMMDOEMICKR 3 SERA.
EE. T BT, OQBRICHITDAD. BESF) LESETDEE(E. FRICEHBRD
ARZRIRIITNEIRDFEA.

(7) MELI I DHE. KESMABSEX I GBERE) (CLD. HRUDME (CHRDME
R PRE (SIS LS E R A

(8) RAIERFEREDER. HEMR MU I HERERE L AERRITERZIREE U Casl LRI UE
DEEA.

X BRENRNEEE (RNBREERUVGEBRNBEELUN) DBE. KBECHDIFRBLALCH. B
BRNROHMITHEROEMNENRET DT ECRDTEH. COERMEMIMERMNEEBLRNKD, SFBUE
ADBROHEER UM HERASEACDNT, [RAIEUTH SN UHHBREENSIRHEEL TH &
EULET. COHBHRNRUHTHENESRZ DHERSEAERHEE] S0OWET,

(9) WFEEEZL. [HNEEOS(CHIDIEARAEM] X(F HNEEDORFCET D18
g1 ([CHOTZERMEDS ST RERFOFMRNAERCBHTIES W, 2. ABECHRD
FFRIR(CDVWTC, TOINZDOEXRZIFME(C UTSEHIERZRIEL, RMANFRR TR S FRRFL
RIFNFIRDFE L A

(10) #WENSEEE L. ABEOZRITRPUZOIRLCDOWNT, BH/ENSERN S D2 &S (FFED
MNIIRTERES ZFk U, BBERICRE URINERDEEA.

(11) ABZEOEBINREDHRDICSH . BHER/NRMRECADIENHDXY ., e, £BE
BT SEMRERCEBRFMRSHT S TRIMRB(ICAD ZENHDETT ., COREICLD
AN E DR BEDIE IR SNIZE (. TNCRIRDRTNERDEEA.

(12) ABE(CHSWTHNHAEENREUZHE(E. TOENEEEECIRELET.

(13) #BNEDSHACDOVWTIE, RAIE UTASERTRICHBERRREEOREZRT. #
B ERADHEERDIERIANE DT T, MIBIACDONTIE, RMAIBRBEFICSRVZIEL [#ihE
EDFEIE| ZTHRLTESV, B, MHBIEEEE E INVERITTEEEFECHSITDINA
EUTEETBEDTHD. EAREFDRHHIRELDFTT,

39


https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/about/download/0528KaikeiYouryou-1.pdf
https://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/chyushoshishin190227.pdf
https://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/chyushoshishin190227.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（交付決定後に遵守すべき事項） 本事業の交付決定を受けた場合は、以下の条件等を守らなければなりません。 （１）交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更しようとする場合又は本事業 を中止、廃止若しくは他に承継させようとする場合には、事前に事務局の承認を得なければな りません。なお、採択により生じる交付申請を行う権利を交付決定前に他者に承継することは いかなる理由においても認められません。採択事業者以外が交付決定を受けることはできませ んのでご注意ください。」 
[新] : 「（交付決定前後に遵守すべき事項） 本事業の交付決定を受けようとする者及び受けた者は、以下の条件等を守らなければなりません。 （１） 本事業に採択された事業者は、事務局が実施する説明会に参加しなければなりません。参加 しない場合は、交付申請を受け付けません。 （２） 交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更しようとする場合又は本事業 を中止、廃止若しくは他に承継させようとする場合には、事前に事務局の承認を得なければな りません。本事業を他に承継させた場合、承継者は、本事業の採択を受けたものとみなします （承継者及び被承継者ともに、それぞれ１回採択を受けたものとして取り扱います）。なお、 交付決定前に、事業譲渡、会社分割等により採択により生じる交付申請を行う権利を他者に承 継することはいかなる理由においても認められません。事業譲渡を受けた者等の採択事業者以 外が交付決定を受けることはできませんのでご注意ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「の交付取消・返還等を求めます。 （４）事業化状況の報告から、本事業の成果の事業化又は知的財産権の譲渡又は実施権設定及びそ の他当該事業の実施結果の他への供与により収益が得られたと認められる場合には、受領した 補助金の額を上限として収益納付しなければなりません（事業化状況等報告の該当年度の決算 が赤字の場合は免除されます）。 （５）取得財産のうち、単価 50万円（税抜き）以上の機械等の財産又は効用の増加した財産（処 分制限財産）は、処分制限期間内に取得財産を処分（①補助金の交付の目的に反する使用、 譲渡、交換、貸付け、②担保に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前に事務局の 承認を受けなければなりません。 （６）財産処分する場合、残存簿価相当額又は時価（譲渡額）により、当該処分財産に係る補助金」 
[新] : 「の交付取消・返還等を求めます。また、グリーン成長枠等 2回目の申請を可としている枠につい ても申請を認めません。 （５） 事業化状況の報告から、本事業の成果の事業化又は知的財産権の譲渡又は実施権設定及びそ の他当該事業の実施結果の他への供与により収益が得られたと認められる場合には、受領した 補助金の額を上限として収益納付しなければなりません（事業化状況等報告の該当年度の決算 が赤字の場合は免除されます）。 （６） 取得財産のうち、単価 50万円（税抜き）以上の機械等の財産又は効用の増加した財産（処 分制限財産）は、処分制限期間内に取得財産を処分（①補助金の交付の目的に反する使用、 譲渡、交換、貸付け、②②②に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前に事務局の 承認を受けなければなりません。 （７） 財産処分する場合、残存簿価相当額又は時価（譲渡額）により、当該処分財産に係る補助金」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「31」 
[新] : 「39」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（７）交付申請書提出の際、消費税及び地方消費税額等仕入控除税額を減額して記載しなければな」 
[新] : 「（８） 交付申請書提出の際、消費税及び地方消費税額等仕入控除税額を減額して記載しなければな」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（８）補助事業者は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の会計に関する指」 
[新] : 「（９）補助事業者は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の会計に関する指」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（９）補助事業者は、本事業の遂行及び収支の状況について、事務局から要求があったときは速や かに状況報告書を作成し、事務局に提出しなければなりません。 （ 10）本事業の進捗状況等の確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。また、本事業 終了後、会計検査院や事務局等が抜き打ちで実地検査に入ることがあります。この検査により 補助金の返還命令等の指示がなされた場合は、これに必ず従わなければなりません。 （ 11）本事業において知的財産権が発生した場合は、その権利は事業者に帰属します。 （ 12）補助金の支払については、原則として本事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、補」 
[新] : 「（ 10）補助事業者は、本事業の遂行及び収支の状況について、事務局から要求があったときは速や かに状況報告書を作成し、事務局に提出しなければなりません。 （ 11）本事業の進捗状況等の確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。また、本事業 終了後、会計検査院や事務局等が抜き打ちで実地検査に入ることがあります。この検査により 補助金の返還命令等の指示がなされた場合は、これに必ず従わなければなりません。 （ 12）本事業において知的財産権が発生した場合は、その権利は事業者に帰属します。 （ 13）補助金の支払については、原則として本事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、補」
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https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=330AC0000000179
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（ 13）本事業終了後の補助金額の確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合 については、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。 （ 14）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179 号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補 助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。 （ 15）採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力をお願いする場合があります。また、申請 時に提出された情報については、事業者間の連携の推進、政策効果検証等に使用することを目 的として、個社情報が特定されないように処理した上で公開する場合があります。なお、補助 事業者となった場合、必要に応じて事業の成果の発表、事例集の作成等への協力を依頼する場 合がありますので、あらかじめご了承ください。」 
[新] : 「（ 14）補助金の概算払を受けた後に本事業を廃止した場合は、概算払を受けた補助金相当分は全額 返納になります。 （ 15）本事業終了後の補助金額の確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合 については、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。 （ 16）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179 号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補 助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。また、補助事業実施期間 中に他の補助金で同様の行為等をした場合にも、補助金の交付決定取消・返還を行うことがあ ります。 （ 17）事務局及び中小機構から、採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力をお願いする場 合があります。また、申請時に提出された情報については、事業者間の連携の推進、政策効果 検証等に使用することを目的として、個社情報が特定されないように処理した上で公開する場 合があります。なお、補助事業者となった場合、必要に応じて事業の成果の発表、事例集の作 成等への協力を依頼する場合がありますので、あらかじめご了承ください。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「40」
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https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/sankokinjigyou-saikouchiku.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/sankokinjigyou-saikouchiku.html
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「10ページ以内）での作成にご協力ください。記載の分量で採否 を判断するものではありません」 
[新] : 「10ページ以内）での作成にご協力ください。記載の分量で採 否を判断するものではありません」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ グリーン成長枠に申請される場合は、【グリーン成長要件】（詳細は P19参照）を満たしているこ とについて説明する資料（研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書）を作成し、提出してくだ さい。」 
[新] : 「※ 事業計画書は、申請者自身で作成してください。 ※ グリーン成長枠に申請される場合は、【グリーン成長要件】を満たしていることについて説明する 資料（研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書）を作成し、提出してください。 ※ 厚生労働省の産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）を活用する１③ (1)に該当する事業主 は、以下１③ (2)で求める項目について必ず記載してください（記載が無い場合、本助成金の支給は 受けられません）。当該記載のためにページ数の制限（原則 15ページ以内。補助金額 1,500万円以 下の場合は 10ページ以内）を超過することは差し支えございません。 （参考）産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）とは？ ※ 令 和５年度創設 業況の厳しい事業者が行う事業再構築を人材の育成・確保の面から支援する助成制度で す。助成内容や支給を受けるための要件などの詳細については、令和５年 3月 31日に厚生 労働省ホームページへ掲載する予定となっておりますのでご確認ください。 ・ 厚生労働省ホームページ URL： https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufuk in/sankokinjigyou-saikouchiku.html ・ご不明な点は令和 5年 4月 1日以降に、下記のコールセンターまたは最寄りの都道府県労働 局、ハローワークまでお問い合わせください。 なお、本補助金が採択されたことをもって事業計画に記載されたすべての雇い入れにつ いて助成金の対象として認められる訳ではございません。助成金の支給申請後、要件審査 の上で支給決定を行いますので、予めご承知おきください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「32」 
[新] : 「41」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「現在の事業の状況、強み・弱み、機会・脅威、事業環境、事業再構築の必要性、事業再構 築の具体的内容（提供する製品・サービス、導入する設備、工事等）、今回の補助事業で実 施する新分野展開や業態転換、事業・業種転換等の取組、事業再編又はこれらの取組につい て具体的に記載してください。」 
[新] : 「現在の事業の状況、強み・弱み、機会、脅威、事業環境、事業再構築の必要性、事業再構 築の具体的内容（既存事業との違い（特に顧客の違い）、提供する製品・サービス、導入す る設備、工事等）、今回の補助事業で実施する新市場進出（新分野展開、業態転換）、事 業・業種転換、事業再編、国内回帰の取組について具体的に記載してください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「応募申請する枠（通常枠、大規模賃金引上枠、回復・再生応援枠、最低賃金枠、グリーン 成長枠、緊急対策枠）と事業再構築の種類（「事業再編型」、「業態転換型」、「新分野展 開型」、「事業転換型」、「業種転換型」）に応じて、「事業再構築指針」に沿った事業計 画を作成してください。どの種類の事業再構築の類型に応募するか、どの種類の再構築なの かについて、事業再構築指針とその手引きを確認して、具体的に記載してください。 ③ 補助事業を行うことによって、どのように他者、既存事業と差別化し競争力強化が実現す るかについて、その方法や仕組み、実施体制など、具体的に記載してください。」 
[新] : 「応募申請する枠と事業再構築の種類（「新市場進出（新分野展開、業態転換）」、「事業 転換」、「業種転換」、「事業再編」、「国内回帰」）に応じて、「事業再構築指針」に沿 った事業計画を作成してください。どの種類の事業再構築の類型に応募するか、どの種類の 再構築なのかについて、事業再構築指針とその手引きを確認して、具体的に記載してくださ い。 ③ 補助事業を行うことによって、どのように他者、既存事業と差別化し競争力強化が実現す るかについて、その方法や仕組み、実施体制（※ １）など、具体的に記載してください。」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「※ １ 次の（１）に該当する場合は、（２）の項目を必ず明記してください。 （１） 次のイ～ハのいずれにも該当する事業主 イ 物価高騰対策・回復再生応援枠又は最低賃金枠に応募申請する事業者 ロ 事業再構築にあたり年収 350万円以上の正社員（無期雇用）を採用予定の 事業者 ハ 厚生労働省の産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）の活用を希望する 事業者 （２） 明記する項目 イ 採用予定者の配置部署・役職名、部下の有無 ロ 採用予定者が従事する業務の内容（事業再構築との関連性を含む）、職種 ハ 採用予定者に求める資格、スキル、経験など」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ついて、その成果の価格的・性能的な優位性・収益性や課題やリスクとその解決方法などを 記載してください。」 
[新] : 「ついて、その成果の優位性・収益性や課題やリスクとその解決方法などを記載してください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「価格等について簡潔に記載してください。」 
[新] : 「価格等について記載してください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「①」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「分類、取得予定価格等を記載してください。（補助事業実施期間中に、別途、取得財産管理 台帳を整備していただきます。）」 
[新] : 「分類、取得予定価格等を記載してください。（補助事業実施期間中に、別途、取得財産管理台 帳を整備していただきます。）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「33」 
[新] : 「42」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「収益計画（表）における「付加価値額」の算出については、算出根拠を記載してください。」 
[新] : 「収益計画（表）における「付加価値額」や「給与支給総額」（成長枠、グリーン成長枠の 場合）の算出については、算出根拠を記載してください。」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「表１：添付書類」 
[新] : 「表１：審査項目」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「添 付 書 類 ＜＜事業類型共通の提出書類＞＞」 
[新] : 「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目 （１）補助対象事業としての適格性」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「① 事業計画書（ 32～ 33ページ参照）」 
[新] : 「「４．補助対象事業の要件」を満たすか。補助事業終了後３～５年で付加価値額を年率平均 ３ .0％～ 5.0％（事業類型により異なる）以上の増加等を達成する取組みであるか。 （２） 事業化点 ① 補助事業の成果の事業化が寄与するユーザー、マーケット及び市場規模が明確か。市場」

フォント「Meiryo-Bold」が「Meiryo」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 最大 15ページ（補助金額 1,500万円以下の場合は 10ページ以内）で作成してください。 ※ Word等で作成の上、 PDF形式に変換した電子ファイルを電子申請システムの所定の場所に添付してください（様式自由）。」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 申請時点では、見積書等の取得価格の妥当性を証明する書類の添付は必要ありませんが、補助対象経費に計 上する経費に該当する添付書類が揃っていれば、採択後速やかに交付決定の手続きに移行することができます ので、取得価格の妥当性を証明できる書類は、極力早急に揃えていただくことを推奨します。 ※ 15 ページ（補助金額 1,500 万円以下の場合は 10 ページ）を超える事業計画を提出いただいた場合であって も、審査対象として取扱いますが、可能な限り指定ページ以内での作成をお願いいたします。」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 認定経営革新等支援機関にご相談ください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ コ ロナ以前（ 2020年 3月 31日以前）から創業を計画等しており、 2020年 4月 1日から 2020年 12月 31日までに 創業した事業者である場合は、事業計画書において、コロナ以前から創業計画を有していたこと及び新型コロ ナウイルス感染症の影響により売上が減少していることを示していただく必要があります（例えば、 2020年 3 月 31日より前に策定した創業計画の提出、自社が属する業種の売上が減少していることを公的統計等を用いて 示す 等）。」

テキストが削除されました�
テキスト
「② 認定経営革新等支援機関・金融機関による確認書」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ 事業計画書の策定における認定経営革新等支援機関等の関与を確認するものです。必要事項が記載された電 子ファイルを電子申請システムの所定の場所に添付してください。 ※ 補助金額 3,000万円を超える事業計画書は金融機関及び認定経営革新等支援機関（金融機関が認定経営革新 等支援機関であれば当該金融機関のみ）と共同で作成する必要がありますので、それぞれに確認書を記載して 添付してください。なお、金融機関が認定経営革新等支援機関を兼ねている場合は、「金融機関による確認 書」の提出は省略することができます。 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は認定経営革新等支援機関による確認書は任意となります。た だし、補助金額 3,000万円を超える事業者は「金融機関による確認書」を提出する必要があります。 ③ コロナ以前に比べて売上高が減少したことを示す書類 ・ 2020年 4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前 （ 2019年又は 2020年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較して 10％以上減少してい ることを示す書類 ※ 【売上高等減少要件】を付加価値額の減少により満たす場合、添付不要です。 ※ グリーン成長枠、緊急対策枠に申請される場合は提出は任意です。提出された場合、グリーン成長枠、緊急 対策枠で不採択となった際に通常枠で再審査されます。提出がなかった場合には、通常枠での再審査は行い ませんのでご注意ください。 ※ 事業や店舗ごとではなく、企業単位で事業や店舗を合算した売上が減少している必要があります。 ※ 主たる事業の他に副業等で得た売上についても合算して算出してください。 ※ 売上高の概念がない事業については、事業収入に該当する金額をご確認ください。 ※ 詳細は別添 1「売上高減少等に係る証明について」を参照してください。 ④ コロナ以前に比べて付加価値額が減少したことを示す書類 ・ 2020年 4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計付加価値額が、コロナ以前 （ 2019年又は 2020年１月～３月）の同３か月の合計付加価値額と比較して 15％以上減少し ていることを示す書類 ※ 【売上高等減少要件】を売上高の減少により満たす場合、添付不要です。」 
[新] : 「② ターゲットとするマーケットにおける競合他社の状況を把握し、競合他社の製品・サー ビスを分析し、自社の優位性が確保できる計画となっているか。特に、価格・性能面での 競争を回避し、継続的に売上・利益が確保できるような差別化戦略が構築できているか （オープン／クローズ戦略等を通じた知財化戦略や標準化戦略による参入障壁の構築、研 究開発やブランディング・標準化を通じた高い付加価値・独自性の創出、サプライチェー ンや商流の上流・下流部分を自社で構築するなど他社が模倣困難なビジネスモデルの構 築、競合が少ない市場を狙うニッチ戦略等）。 ③ 事業化に向けて、中長期での補助事業の課題を検証できているか。また、事業化に至る までの遂行方法、スケジュールや課題の解決方法が明確かつ妥当か。」

フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「35」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ グリーン成長枠、緊急対策枠に申請される場合は提出は任意です。提出された場合、グリーン成長枠、緊急 対策枠で不採択となった際に通常枠で再審査されます。提出がなかった場合には、通常枠での再審査は行い ませんのでご注意ください。 ※ 事業や店舗ごとではなく、企業単位で事業や店舗を合算した付加価値額が減少している必要があります。 ※ 主たる事業の他に副業等で発生した付加価値額についても合算して算出してください。 ※ 詳細は別添 1「売上高減少等に係る証明について」を参照してください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「⑤ 決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動計算書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表） ※ ２年分の提出ができない場合は、１期分の決算書（貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動計算 書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表）を添付してください。 ※ 決算書の添付ができない中小企業等は、法人等の全体の事業計画書及び収支予算書を添付してください。 ※ 製造原価報告書及び販売管理費明細は、従来から作成している場合のみ添付してください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 事業再構築の分類のうち、「新分野展開」や「業態転換」における「新事業売上高 10%要件」について、 「売上高が 10 億円以上であり、かつ、事業再構築を行う事業部門の売上高が 3 億円以上である場合には、当 該事業部門の売上高の 10％（又は総付加価値額の 15％）以上であること」を満たすことをもって申請を行う 場合には、 2021 年 11 月以前の直近の決算において、売上高が 10 億円以上であり、事業再構築を行う事業 部門の売上高が 3 億円以上であることが分かる書類を追加で提出してください（決算書において分かる場合 には追加での提出は不要です）。」

テキストが削除されました�
テキスト
「⑥ ミラサポ plus「電子申請サポート」の事業財務情報」

テキストが削除されました�
テキスト
「※」

テキストが削除されました�
テキスト
「「中小企業向け補助金 総合支援サイト ミラサポ plus」（ https://mirasapo-plus.go.jp/）の「電子申請サ」

テキストが削除されました�
テキスト
「ポート」で事業財務情報を作成の上、ブラウザの印刷機能で PDF出力し、添付してください。 （参考）■ 「Gビズ ID」のメールアドレスを変更したい」

テキストが削除されました�
テキスト
「https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot06%22 ■Gビズ IDエントリーから Gビズ IDプライムを取得した場合 https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot07」

テキストが削除されました�
テキスト
「■ 「 事業再構築補助金」を申請したい方向け「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf」

テキストが削除されました�
テキスト
「⑦ 従業員数を示す書類 ・ 労働基準法に基づく労働者名簿の写し」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 最低賃金枠に申請する場合には、申請時点のものに加え、最低賃金要件の対象となる3か月分の労働者名簿 についても提出することが必要です。ただし、変更がない場合には、申請時点のもののみでかまいません。」

テキストが削除されました�
テキスト
「⑧ 建物の新築が必要であることを説明する書類（建物の新築に係る費用を補助対象経費として計上している場合） ・ 新築の必要性に関する説明書（事業者名） ⑨ リース料軽減計算書（リース会社と共同申請する場合） ・ （公社）リース事業協会が確認した「リース料軽減計算書」（事業者名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「⑩ リース会社が適切にリース取引を行うことについての宣誓書（リース会社と共同申請する場 合）」

テキストが削除されました�
テキスト
「・ リース取引に係る宣誓書（リース会社名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「＜＜大規模賃金引上枠の追加提出書類＞＞ ⑪ 賃金引上げ計画の表明書 ※ 申請時点の直近月の事業場内最低賃金が明記され、補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から3~5年」

テキストが削除されました�
テキスト
「の事業計画期間終了までの間、事業場内最低賃金を年額45円以上引き上げる計画を従業員等に表明している ことがわかる書面を提出してください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 併せて、直近の事業場内最低賃金で雇用している従業員全てが分かる賃金台帳（又はそれに相当する書類）を提出してください。対象月については、賃上げ表明書と同じ月であることを確認してください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「＜＜回復・再生応援枠の追加提出書類＞＞ ⑫ 2021年 10 月以降のいずれかの月の売上高が、対 2020 年又は 2019 年同月比で 30％以上減 少していること（又は、 2021 年 10 月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2020 年又は 2019年同月比で 45％以上減少していること）を示す書類 ※ 以下⑬の書類との選択制。 ⑬ 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており、公募申請時に おいて再生計画等を「策定中」の者又は再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３年 以内に再生計画等が成立等した者に該当することを証明する書類 ※ 上記⑫の書類との選択制。 ＜＜最低賃金枠の追加提出書類＞＞ ⑭ 事業場内最低賃金を示す書類」

テキストが削除されました�
テキスト
「・ 最低賃金確認書（事業者名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 併せて、最低賃金要件の対象となる3か月分、最低賃金＋30円以内の従業員全てがわかる賃金台帳（又はそ れに相当する書類）を提出してください。 ＜＜グリーン成長枠の追加提出書類＞＞ ⑮ 研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 所定の様式（研究開発・技術開発計画書、又は人材育成計画書）で作成してください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 2年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上に対する人材育成を行うことについて明確に記載 してください。 ※ 「表２：審査項目」における「（５）グリーン成長点」については、本計画書に基づき評価されます。 ⑯ 別事業要件及び能力評価要件の説明書（過去の公募回で採択されている事業者の場合）」

テキストが削除されました�
テキスト
「・ 別事業要件及び能力評価要件の説明書（事業者名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「＜＜緊急対策枠の追加提出書類＞＞ ⑰ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けたことにより、 2022年 1月以降 の連続する 6か月のうち、任意の 3か月の合計売上高が、 2019年～ 2021年の同 3か月の売上 高と比較して 10％以上減少している（又は、 2022年 1月以降の連続する 6か月のうち、任意 の３か月の合計付加価値額が 2019年～ 2021年の同３か月の付加価値額と比較して 15％以上 減少している）ことを示す書類 ⑱ 原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けていることを示す書類 ・ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けていることの宣誓書 （事業者名） ＜＜複数の事業者が連携して事業に取り組む場合の追加提出書類＞＞ ⑲ 連携の必要性を示す書類（代表申請者が提出）」

テキストが削除されました�
テキスト
「・ 連携の必要性を示す書類（代表申請者名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「⑳ 連携体の構成員それぞれが事業再構築要件を満たすことを説明する書類（連携体の構成員が提」

テキストが削除されました�
テキスト
「出） ・ 連携体各者の事業再構築要件についての説明書類（事業者名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「＜＜組合特例を用いる場合の追加提出書類＞＞ ㉑ 組合特例の要件を満たしていることの確認書 ・ 組合特例に関する確認書（事業者名） ＜＜加点関係の追加提出書類＞＞ ㉒ 審査における加点を希望する場合に必要な追加書類等 ・加点① ： 2021年 10月以降のいずれかの月の売上高が対 2020年又は 2019年同月比で 30％以 上減少していること（又は、 2021年 10月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2020年又は 2019年同月比で 45％以上減少していること）を示す書類 ※ ⑫の書類をもって回復・再生応援枠に応募申請する事業者は、追加提出は不要です。 ・加点②： 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており、応 募申請時において以下のいずれかに該当することを証明する書類 （１） 再生計画等を「策定中」の者 （２） 再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３年以内に再生計画等が 成立等した者 ※ ⑬の書類をもって回復・再生応援枠に応募申請する事業者は、追加提出は不要です。 ・加点③： ・足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響（※）により、 2022年 1月 以降のいずれかの月の売上高（又は付加価値額）が、 2019年～ 2021年同月と比較 して 10％（付加価値額の場合 15％）以上減少していることを示す書類 ※ 原油・小麦等の価格高騰により仕入れに係る経費が増加した場合、ロシアの禁輸 制裁の影響でロシアへの輸出量が落ち込んだ場合等 ・ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けていることの宣誓書 （事業者名） ※ 緊急対策枠に応募申請する事業者は、追加提出は不要です。 補助金・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供い ただいた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策立案や経営 支援等（申請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、行政機関（中 小企業庁・経済産業省）やその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関、施設等機 関に提供・利用され、かつ、支援機関からのデータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支 援機関にも提供される場合がございます。 本申請を行うことにより、本データ利用に同意したものとみなします。 詳細は＜別添２＞中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーをご参照ください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「表２：審査項目 審 査 項 目 ・ 加 点 項 目 （１）補助対象事業としての適格性 「４．補助対象事業の要件」を満たすか。補助事業終了後３～５年計画で「付加価値額」年 率平均３ .0％（（【グリーン成長枠】については 5.0％））以上の増加等を達成する取組みで あるか。 （２）事業化点 ① 本事業の目的に沿った事業実施のための体制（人材、事務処理能力等）や最近の財務状 況等から、補助事業を適切に遂行できると期待できるか。また、金融機関等からの十分な 資金の調達が見込めるか。※複数の事業者が連携して申請する場合は連携体各者の財務状 況等も踏まえ採点します。 ② 事業化に向けて、競合他社の動向を把握すること等を通じて市場ニーズを考慮するとと もに、補助事業の成果の事業化が寄与するユーザー、マーケット及び市場規模が明確か。 市場ニーズの有無を検証できているか。 ③ 補助事業の成果が価格的・性能的に優位性や収益性を有し、かつ、事業化に至るまでの 遂行方法及びスケジュールが妥当か。補助事業の課題が明確になっており、その課題の解 決方法が明確かつ妥当か。 ④ 補助事業として費用対効果（補助金の投入額に対して増額が想定される付加価値額の規 模、生産性の向上、その実現性等）が高いか。その際、現在の自社の人材、技術・ノウハ ウ等の強みを活用することや既存事業とのシナジー効果が期待されること等により、効果 的な取組となっているか。 （３）再構築点 ① 事業再構築指針に沿った取組みであるか。また、全く異なる業種への転換など、リスク の高い、思い切った大胆な事業の再構築を行うものであるか。※ 複数の事業者が連携して 申請する場合は、連携体構成員が提出する「連携体各者の事業再構築要件についての説明 書類」も考慮し採点します。 ② 既存事業における売上の減少が著しいなど、新型コロナウイルスや足許の原油価格・物 価高騰等の経済環境の変化の影響で深刻な被害が生じており、事業再構築を行う必要性や 緊要性が高いか。 ③ 市場ニーズや自社の強みを踏まえ、「選択と集中」を戦略的に組み合わせ、リソースの 最適化を図る取組であるか。 ④ 先端的なデジタル技術の活用、新しいビジネスモデルの構築等を通じて、地域のイノベ ーションに貢献し得る事業か。」 
[新] : 「本事業の目的に沿った事業実施のための体制（人材、事務処理能力等）や最近の財務状 況等から、補助事業を適切に遂行できると期待できるか。また、金融機関等からの十分な 資金の調達が見込めるか。※ 複 数の事業者が連携して申請する場合は連携体各者の財務状 況等も踏まえ採点します。 （３） 再構築点 ① 自社の強み、弱み、機会、脅威を分析（ SWOT 分析）した上で、事業再構築の必要性が 認識されているか。また、事業再構築の取組内容が、当該分析から導出されるものである か、複数の選択肢の中から検討して最適なものが選択されているか。 ② 事業再構築指針に沿った取組みであるか。特に、業種を転換するなど、リスクの高い、 大胆な事業の再構築を行うものであるか。※複数の事業者が連携して申請する場合は、連 携体構成員が提出する「連携体各者の事業再構築要件についての説明書類」も考慮し採点 します。 ③ 補助事業として費用対効果（補助金の投入額に対して増額が想定される付加価値額の規 模、生産性の向上、その実現性等）が高いか。その際、現在の自社の人材、技術・ノウ ハウ等の強みを活用することや既存事業とのシナジー効果が期待されること等により、 効果的な取組となっているか。 ④ 先端的なデジタル技術の活用、新しいビジネスモデルの構築等を通じて、地域やサプラ イチェーンのイノベーションに貢献し得る事業か。」

フォント「Meiryo-Bold」が「Meiryo」に変更されました。
フォントサイズ「11.52」が「10.56」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（４）政策点」 
[新] : 「（４） 政策点」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「39」 
[新] : 「43」
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https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiiki_kenin_kigyou/index.html
https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/jigyou.html
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「⑥ 異なるサービスを提供する事業者が共通のプラットフォームを構築してサービスを提供 するような場合など、単独では解決が難しい課題について複数の事業者が連携して取組む ことにより、高い生産性向上が期待できるか。また、異なる強みを持つ複数の企業等（大 学等を含む）が共同体を構成して製品開発を行うなど、経済的波及効果が期待できるか。 （５）グリーン成長点（グリーン成長枠に限る） （研究開発・技術開発、人材育成共通） ①」 
[新] : 「※ 以下に選定されている企業や承認を受けた計画がある企業は審査で考慮いたします。 ○ 地 域未来牽引企業 https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiiki_kenin_kigyou/index.html ○ 地 域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画 https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/jigyou.html ⑥ 異なるサービスを提供する事業者が共通のプラットフォームを構築してサービスを提供 するような場合など、単独では解決が難しい課題について複数の事業者が連携して取組む ことにより、高い生産性向上が期待できるか。また、異なる強みを持つ複数の企業等（大 学等を含む）が共同体を構成して製品開発を行うなど、経済的波及効果が期待できるか。 （５） グリーン成長点（グリーン成長枠に限る） （研究開発・技術開発、人材育成共通） ①」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（６）加点項目」 
[新] : 「（６） 大規模な賃上げに取り組むための計画書の妥当性 （成長枠・グリーン成長枠で補助率引上げを希望する事業者に限る） ① 大規模な賃上げの取組内容が具体的に示されており、その記載内容や算出根拠が妥当な ものとなっているか。 ② 一時的な賃上げの計画となっておらず、将来にわたり、継続的に利益の増加等を人件費 に充当しているか。 （７） 卒業計画の妥当性（卒業促進枠に限る） ① 事業再構築の実施による売上高や付加価値額の継続的増加が妥当なものであり、法人規 模の拡大・成長に向けたスケジュールが具体的かつ明確に示されているか。 ② 資本金増加の見込・出資予定者や従業員の増加方法が具体的に示されており、その記 載内容や算出根拠が妥当か。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「44」
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https://www.biz-partnership.jp/
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【大きく売上が減少しており業況が厳しい事業者に対する加点】 ① 2021年 10月以降のいずれかの月の売上高が対 2020年又は 2019年同月比で 30％以 上減少していること（又は、 2021 年 10 月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2020年又は 2019年同月比で」 
[新] : 「（８） 大規模賃上げ及び従業員増加計画の妥当性（大規模賃金引上促進枠に限る） ① 大規模賃上げや従業員増員に向けた取組内容が具体的に示されており、その記載内容や 算出根拠が妥当なものとなっているか。 ② 一時的な賃上げの計画となっておらず、将来にわたり、継続的に利益の増加等を人件費 に充当しているか。 （９） 加点項目 【大きく売上が減少しており業況が厳しい事業者に対する加点】 ① 2022年 1月以降のいずれかの月の売上高が対 2019~2021年の同月比で 30％以上 減少していること（又は、 2022 年 1 月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2019~2021年の同月比で」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「大規模賃金引上枠、グリーン成長枠が対象。」 
[新] : 「成長枠、グリーン成長枠が対象。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「40」 
[新] : 「45」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「１）、応募申請時において以下のいずれかに該当していること。」 
[新] : 「１ ）、応募申請時において以下のいずれかに該当していること。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「2年 3月 25日以」 
[新] : 「2年７月１日以」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※２」 
[新] : 「※ ２」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「P7～ P9 に記載のある【中小企業者】及び【「中小企業者 等」に含まれる「中小企業者」以外の法人】に該当しないこと。 １．従業員数（常勤）が下表の数字以下となる会社又は個人（「産業競争力強化法等の一 部を 改正する等の法律」第４条による改正後の「中小企業等経営強化法」第２条第 ５項に規定する者を指す。）のうち、資本金の額又は出資の総額が 10 億円未満であ るもの」 
[新] : 「以 いずれかに該当し、２．補助助助対象者に記載のある【中小企業者】及び【「中小企 業者等」に含まれる「中小企業者」以外の法人】に該当しないこと。 １．従業員数（常勤）が下表の数字以下となる会社又は個人のうち、資本金の額又は出資 の総額が 10億円未満であるもの」

テキストが削除されました�
テキスト
「41」

テキストが挿入されました�
テキスト
「46」
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https://www.kenko-keiei.jp/
https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/
https://ryouritsu.mhlw.go.jp/hiroba/search_int.php
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けている事業者に対する加点】 ⑧⑧許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響（※）により、 2022年 1 月以降 のいずれかの月の売上高（又は付加価値額）が、 2019年～ 2021 年同月と比較して 10％（付加価値額の場合 15％）以上減少していること。 ※ 原油・小麦等の価格高騰により仕入れに係る経費が増加した場合、ロシアの禁輸制裁 の影響でロシアへの輸出量が落ち込んだ場合等 ※ ①①⑤、⑦、⑧の加点項目については、エビデンスとなる添付書類を提出し、各要件に合致することが確認 できた場合にのみ加点されます。③③④の加点項目については、電子申請システム上でチェック事項を入力し てください。 （７）減点項目等 【グリーン成長枠】」 
[新] : 「【健康経営優良法人に認定された事業者に対する加点】 ⑧⑧和 4年度に健康経営優良法人に認定されていること。 ※ 健康経営優良法人認定事務局ポータルサイト（ https://www.kenko-keiei.jp/） 【大幅な賃上げを実施する事業者に対する加点】 ※ 成長枠、グリーン成長枠が対象。 ⑨ 事 施施施期間終了後３～ 5年で以下の基準以上の賃上げを実施すること（賃上げ幅が 大きいほど追加で加点）。 1. 給与支給総額年率平均３％ 2. 給与支給総額年率平均４％ 3. 給与支給総額年率平均５％ 【ワーク・ライフ・バランス等の取組に対する加点】 ⑩ 応応募申時点で、以下のいずれかに該当すること。 1. 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定 （えるぼし１段階目～３段階目又はプラチナえるぼしのいずれかの認定）を受けて いる者又は従業員数 100 人以下であって、「女性の活躍推進データベース」に女性 活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を公表している者 ※ 厚生労働省「女性の活躍推進企業データベース」 （ https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/） 2. 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん、トライくるみん 又はプラチナくるみんのいずれかの認定）を受けた者又は従業員数 100 人以下であ って、「一般事業主行動計画公表サイト（両立支援のひろば）」に次世代法に基づ く一般事業主行動計画を公表している者 ※ 厚生労働省「一般事業主行動計画公表サイト（両立支援のひろば）」 （ https://ryouritsu.mhlw.go.jp/hiroba/search_int.php） ※ ①①⑤ 、 、 ⑨⑨⑨加点項目については、エビデンスとなる添付書類を提出し、各要件に合致することが確認 できた場合にのみ加点されます。③③④ ⑧⑧の加点項目については、電子申請システム上でチェック事項 を入力してください。 （１０）減点項目等 【過去採択事業者（グリーン成長枠、産業構造転換枠）】」

テキストが挿入されました�
テキスト
「【事業による利益が第三者のものになる事業に取り組む場合】 ビジネスモデル上、補助事業の実施により発生した付加価値額の大部分が、補助事業者 (従業 員や株主を含む。 )以外にわたる事業等は、事業再構築に挑戦する中小企業等の成長を支援し、 日本経済の構造転換を促す本事業の目的に沿わないため、当該事業を含む事業計画に基づく申 請は、減点の対象となります。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「42」 
[新] : 「47」
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R— K] CTEEBBEBRZIERO L. TSTUDERIMEET PDF A L. RMELTIEE0,
(%) m [GEXID] DAL RLREZEUZL)
https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#0t06%22
BGEXIDI>KRIU—MNS5GEXID IS AZEEUESEES
https://mirasapo-plus.go.jp/faqg/#ot07
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https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf
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https://mirasapo-plus.go.jp/
https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot06%22
https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot07
https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf
テキストが挿入されました�
テキスト
「表２：添付書類 添 付 書 類 ＜＜事業類型共通の提出書類＞＞ ① 事業計画書（ 41～ 42ページ参照） ※ 最大 15ページ（補助金額 1,500万円以下の場合は 10ページ以内）で作成してください。 ※ Word等で作成の上、 PDF形式に変換した電子ファイルを電子申請システムの所定の場所に添付してください （様式自由）。 ※ 申請時点では、見積書等の取得価格の妥当性を証明する書類の添付は必要ありませんが、補助対象経費に計 上する経費に該当する添付書類が揃っていれば、採択後速やかに交付決定の手続きに移行することができます ので、取得価格の妥当性を証明できる書類は、極力早急に揃えていただくことを推奨します。 ※ 15 ページ（補助金額 1,500 万円以下の場合は 10 ページ）を超える事業計画を提出いただいた場合であって も、審査対象として取扱いますが、可能な限り指定ページ以内での作成をお願いいたします。 ※ 認定経営革新等支援機関にご相談ください。 ② 認定経営革新等支援機関・金融機関による確認書 ※ 事業計画書について認定経営革新等支援機関等による確認を受けていることを確認するものです。必要事項 が記載された電子ファイルを電子申請システムの所定の場所に添付してください。 ※ 補助金額 3,000万円を超える事業計画書は金融機関及び認定経営革新等支援機関（金融機関が認定経営革新 等支援機関であれば当該金融機関のみ）による確認を受けている必要がありますので、それぞれに確認書を記 載して添付してください。なお、金融機関が認定経営革新等支援機関を兼ねている場合は、「金融機関による 確認書」の提出は省略することができます。 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は認定経営革新等支援機関による確認書は任意となります。た だし、補助金額 3,000万円を超える事業者は「金融機関による確認書」を提出する必要があります。 ③ 決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動計算書）、製造原 価報告書、販売管理費明細、個別注記表） ※ ２年分の提出ができない場合は、１期分の決算書（貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動計算 書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表）を添付してください。 ※ 決算書の添付ができない中小企業等は、法人等の全体の事業計画書及び収支予算書を添付してください。 ※ 製造原価報告書及び販売管理費明細は、従来から作成している場合のみ添付してください。 ※ 事業再構築の分類のうち、「新市場進出（新分野展開、業態転換）」や「事業転換」における「新事業売上 高 10%要件」について、「売上高が 10 億円以上であり、かつ、事業再構築を行う事業部門の売上高が 3 億 円以上である場合には、当該事業部門の売上高の 10％（又は総付加価値額の 15％）以上であること」を満た すことをもって申請を行う場合には、直近の決算において、売上高が 10 億円以上であり、事業再構築を行う 事業部門の売上高が 3 億円以上であることが分かる書類を追加で提出してください（決算書において分かる 場合には追加での提出は不要です）。 ④ ミラサポ plus「電子申請サポート」の事業財務情報 ※ 「中小企業向け補助金 総合支援サイト ミラサポ plus」（ https://mirasapo-plus.go.jp/）の「電子申請サ ポート」で事業財務情報を作成の上、ブラウザの印刷機能で PDF出力し、添付してください。 （参考）■ 「Gビズ ID」のメールアドレスを変更したい https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot06%22 ■Gビズ IDエントリーから Gビズ IDプライムを取得した場合 https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot07 ■ 「事業再構築補助金」を申請したい方向け「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「⑤ 従業員数を示す書類 ・ 労働基準法に基づく労働者名簿の写し ※ 最低賃金枠に申請する場合には、申請時点のものに加え、最低賃金要件の対象となる 3か月分の労働者名簿 についても提出することが必要です。ただし、変更がない場合には、申請時点のもののみでかまいません。 ⑥ 収益事業を行っていることを説明する書類 法人の場合 ・ 直近の確定申告書別表一及び法人事業概況説明書の控え 個人事業主の場合 ・ 直近の確定申告書第一表及び所得税青色申告決算書の控え ⑦ 建物の新築が必要であることを説明する書類（建物の新築に係る費用を補助対象経費として計 上している場合） ・ 新築の必要性に関する説明書（事業者名） ＜＜事業類型毎の追加提出書類＞＞ ⑧ 市場拡大要件を満たすことを説明する書類 （成長枠） ・ 市場拡大要件を満たすことの説明書（事業者名） ⑨ 給与総額増加要件を満たすことを説明する書類 （成長枠、グリーン成長枠） ・ 賃金引上げ計画の誓約書（事業者名） ⑩ 補助率引上要件を満たすことを説明する書類 ※ 成長枠、グリーン成長枠に申請する事業者で、補助率引上げを受ける場合 ・ 大規模な賃上げに取り組むための計画書（事業者名） ⑪ 市場縮小要件を満たすことを説明する書類 （産業構造転換枠） ・ 市場縮小要件を満たすことの説明書（事業者名） ⑫ 廃業費を計上することの妥当性を説明する書類 （産業構造転換枠に申請し、廃業費を計上 する場合） ・ 廃業計画書（事業者名） ⑬ 2022年 1月以降の連続する 6か月のうち、任意の 3か月の合計売上高が、 2019年～ 2021年の 同 3か月の売上高と比較して 10％以上減少している（又は、 2022年 1月以降の連続する 6か月 のうち、任意の３か月の合計付加価値額が 2019年～ 2021年の同３か月の付加価値額と比較 して 15％以上減少している）ことを示す書類 （最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援 枠） ※ 詳細は「＜別添１＞売上高減少等に係る証明書類について」をご参照ください。 ⑭ 事業場内最低賃金を示す書類 （最低賃金枠）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 最低賃金確認書（事業者名）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「※ 併せて、最低賃金要件の対象となる 3か月分、最低賃金＋ 30円以内の従業員全てがわかる賃金台帳（又はそ れに相当する書類）を提出してください。」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「⑮ 研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書 （グリーン成長枠） ※ 所定の様式（研究開発・技術開発計画書、又は人材育成計画書）で作成してください。 ※ １年以上（エントリーで申請する場合）又は 2年以上（スタンダードで申請する場合）の研究開発・技術開 発又は従業員の一定割合以上に対する人材育成を行うことについて明確に記載してください。 ※ 「表１：審査項目」における「（５）グリーン成長点」については、本計画書に基づき評価されます。 ⑯ 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており、公募申請時 において再生計画等を「策定中」の者又は再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３ 年以内に再生計画等が成立等した者に該当することを証明する書類 （物価高騰対策・回復再 生応援枠） ※ ⑬の書類との選択制。 ⑰ 卒業要件を満たすことを説明する書類 （卒業促進枠） ・ 卒業計画書（事業者名） ⑱ 賃金引上要件と従業員増員要件を満たすことを説明する書類 （大規模賃金引上促進枠） ・ 大規模賃上げ及び従業員増加計画書（事業者名） ・ 賃金引上げ計画の表明書（事業者名） ※ 申請時点の直近月の事業場内最低賃金が明記され、補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から 3~5年 の事業計画期間終了までの間、事業場内最低賃金を年額 45円以上引き上げる計画を従業員等に表明している ことがわかる書面を提出してください。 ※ 併せて、直近の事業場内最低賃金で雇用している従業員全てが分かる賃金台帳（又はそれに相当する書類） を提出してください。対象月については、賃上げ表明書と同じ月であることを確認してください。 ⑲ 別事業要件及び能力評価要件の説明書（過去の公募回で採択されている事業者が産業構造転換 枠又はグリーン成長枠に申請する場合） ・ 別事業要件及び能力評価要件の説明書（事業者名） ＜＜リース会社と共同申請する場合の追加提出書類＞＞ ⑳ リース料軽減計算書（リース会社と共同申請する場合） ・ （公社）リース事業協会が確認した「リース料軽減計算書」（事業者名） ㉑ リース会社が適切にリース取引を行うことについての宣誓書（リース会社と共同申請する場 合）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ リース取引に係る宣誓書（リース会社名）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「＜＜複数の事業者が連携して事業に取り組む場合の追加提出書類＞＞ ㉒ 連携の必要性を示す書類（代表申請者が提出） ・ 連携の必要性を示す書類（代表申請者名） ㉓ 連携体の構成員それぞれが事業再構築要件を満たすことを説明する書類（連携体の構成員が提 出） ・ 連携体各者の事業再構築要件についての説明書類（事業者名） ＜＜組合特例を用いる場合の追加提出書類＞＞ ㉔ 組合特例の要件を満たしていることの確認書」

テキストが挿入されました�
テキスト
「50」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 組合特例に関する確認書（事業者名）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「＜＜加点関係の追加提出書類＞＞ ㉕ 審査における加点を希望する場合に必要な追加書類等 ・加点① ： 2022年 1月以降のいずれかの月の売上高が対 2019~2021年の同月比で 30％以上減 少していること（又は、 2022年 1月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2019~2021年の同月比で 45％以上減少していること）を示す書類 ※ 詳細は「＜別添１＞売上高減少等に係る証明書類について」をご参照ください。 ・加点②： 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており、応 募申請時において以下のいずれかに該当することを証明する書類 （１） 再生計画等を「策定中」の者 （２） 再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３年以内に再生計画等が 成立等した者 ※ ⑯の書類をもって物価高騰対策・回復再生応援枠に応募申請する事業者は、追加提出は不要で す。 補助金・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供い ただいた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策立案や経営 支援等（申請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、行政機関（中 小企業庁・経済産業省）やその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関、施設等機 関に提供・利用され、かつ、支援機関からのデータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支 援機関にも提供される場合がございます。 本申請を行うことにより、本データ利用に同意したものとみなします。 詳細は＜別添２＞中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーをご参照ください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「３．」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「43」 
[新] : 「51」
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テキストが削除されました�
テキスト
「認定経営革新等支援機関・金融機関による確認書」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「金融機関による確認書（事業者名）（※）」 
[新] : 「金融機関による確認書（事業者名）（※ ）」

テキストが削除されました�
テキスト
「２．」

テキストが挿入されました�
テキスト
「認定経営革新等支援機関・金融機関による確認書 ２．」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「別添 1 を参照してください。 ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。 コロナ以前に比べて売上高が減少し たことを示す書類 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合 で、売上高等減少要件を連携体を構成するすべ ての者の合計で満たす場合、各者及び合計の申 請に用いる売上高がわかる書類を追加で添付し てください。」 
[新] : 「【法人の場合】」

テキストが削除されました�
テキスト
「別添 1 を参照してください。 ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。 コロナ以前に比べて付加価値額が減 少したことを示す書類 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合 で、売上高等減少要件を連携体を構成するすべ ての者の合計で満たす場合、各者及び合計の申 請に用いる付加価値額がわかる書類を追加で添 付してください。」

テキストが削除されました�
テキスト
「４．」

テキストが削除されました�
テキスト
「【法人の場合】」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「事業再構築の分類のうち、「新分野展開」や「業」 
[新] : 「事業再構築の分類のうち、「新市場進出（新分野 展開、業態転換）」や「事業転換」における「新事 業売上高 10%等要件」について、「売上高が」

テキストが削除されました�
テキスト
「５． 決算書等」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「態転換」における「新事業売上高 10%等要件」につ いて、「売上高が 10 億円以上であり、かつ、事業 再構築を行う事業部門の売上高が 3 億円以上である 場合には、当該事業部門の売上高の 10％（又は総付 加価値額の 15％）以上であること」を満たすことを もって申請を行う場合には、 2021 年 11 月以前の直 近の決算において、売上高が 10 億円以上であり、 事業再構築を行う事業部門の売上高が 3 億円以上で あることが分かる書類を追加で提出してください （決算書において分かる場合には追加での提出は不 要です）。」 
[新] : 「10 億 円以上であり、かつ、事業再構築を行う事業部門の 売上高が 3 億円以上である場合には、当該事業部門 の売上高の 10％（又は総付加価値額の 15％）以上 であること」を満たすことをもって申請を行う場合 には、直近の決算において、売上高が 10 億円以上 であり、事業再構築を行う事業部門の売上高が 3 億 円以上であることが分かる書類を追加で提出してく ださい（決算書において分かる場合には追加での提 出は不要です）。 ３．」

テキストが挿入されました�
テキスト
「決算書等」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「44」 
[新] : 「52」
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https://mirasapo-plus.go.jp/
https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf
https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「（※ ）「中小企業向け補助金・総合支援サイト ミラサポ plus（ https://mirasapo-plus.go.jp/）」の会員登録が必要です。ＧビズＩＤプライムアカウント又は暫定プライムアカウントでログインし、「電子申請サポート」の「事業財務情報」を入力してください。赤いアスタリスク (*)が 付いた項目が必須項目です。なお、白色申告の個人事業主 で貸借対照表を作成していない等記入できない項目がある 場合は「０」と入力いただいて差し支えございません。 （※ ） 入力・保存後の、「事業財務情報」画面をブラウザ」 
[新] : 「（※）「中小企業向け補助金・総合支援サイト ミラサポ plus（ https://mirasapo-plus.go.jp/）」の会員登録が必要です。ＧビズＩＤプライムアカウントでログインし、「電子申請サポート」の「事業財務情報」を入力してください。赤いアスタリスク (*)が付いた項目が必須項目で す。なお、白色申告の個人事業主で貸借対照表を作成して いない等記入できない項目がある場合は「０」と入力いた だいて差し支えございません。 （※ ）入力・保存後の、「事業財務情報」画面をブラウザ」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「６． （参考）■ 「 事業再構築補助金」を申請したい方向け 「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wpcontent/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf」 
[新] : 「４． （参考） ■「事業再構築補助金」を申請したい方向け 「ミラサポ plus の操作マニュアル」 https://mirasapoplus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf」

テキストが挿入されました�
テキスト
「５． 従業員数を示す書類」

テキストが削除されました�
テキスト
「７．」

テキストが削除されました�
テキスト
「労働者名簿」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「建物の新築が必要であることを説明 する書類 （建物の新築に係る経費を補助対象 経費として計上している場合）」 
[新] : 「【法人の場合】 ・ 直近の確定申告書別表一の控え（事業者名） ・ 法人事業概況説明書の控え（事業者名） 【個人事業主の場合】 ・ 直近の確定申告書第一表の控え（事業者名） ・ 所得税青色申告決算書の控え（事業者名） 収益事業を行っていることを説明す る書類 6． 建物の新築が必要であることを説明 する書類 （建物の新築に係る経費を補助対象経」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「８．」 
[新] : 「７．」

テキストが挿入されました�
テキスト
「費として計上している場合） 市場拡大要件を満たすことを説明する 書類（成長枠） ・ 市場拡大要件を満たすことの説明書（事業者 名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「リース料軽減計算書 （リース会社と共同申請する場合） ・ （公社）リース事業協会が確認した「リース料軽減計画書」（事業者名）」 
[新] : 「８．」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「45」 
[新] : 「53」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「9． リース会社が適切にリース取引を行 うことについての宣誓書 （リース会社と共同申請する場合） 10．」 
[新] : 「９． 給与総額増加要件を満たすことを説明 する書類（成長枠、グリーン成長枠） ・ 賃金引上げ計画の誓約書（事業者名） ・ 賃金台帳の写し（事業者名） 補助率引上要件を満たすことを説明す る書類（成長枠、グリーン成長枠に申 請する事業者で、補助率の引上げを受 ける場合） 10. ・ 大規模な賃上げに取り組むための計画書 市場縮小要件を満たすことを説明する 書類（産業構造転換枠） ・ 市場縮小要件を満たすことの説明書（事業者 名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「・ リース取引に係る宣誓書（リース会社名） ・ 賃上げ表明書（事業者名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「※ 申請時点の直近月の事業場内最低賃金が明記され、 補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から 3~5年の事業計画期間終了までの間、事業場内最低 賃金を年額45円以上引き上げる計画を従業員等に表 明していることがわかる書面を提出してください。 賃金引上げ計画の表明書（大規模賃金 引上枠のみ）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「廃業費を計上することの妥当性を説明 する書類（産業構造転換枠に申請し、 廃業費を計上する場合）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「12．」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「賃金台帳の写し（事業者名） ※ 直近の事業場内最低賃金で雇用している従業員全て が分かる賃金台帳（又はそれに相当する書類）を提 出してください。対象月については、賃上げ表明書 と同じ月であることを確認してください。」 
[新] : 「廃業計画書（事業者名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「2021 年 10 月以降のいずれかの月の 売上高が、対 2020 年又は 2019 年同 月比で 30％以上減少していること （又は、 2021 年 10 月以降のいずれ かの月の付加価値額が、対 2020 年又 は 2019 年同月比で 45％以上減少し ていること）を示す書類 （回復・再生応援枠のみ） 12． ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。 中小企業活性化協議会（旧：中小企 業再生支援協議会）等から支援を受 けており、応募申請時において以下 のいずれかに該当することを証明す る書類 （１）再生計画等を「策定中」の者 （２）再生計画等を「策定済」かつ 公募終了日から遡って３年以内に再 生計画等が成立等した者 （回復・再生応援枠のみ） ・ 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援 協議会）等による確認書（事業者名）」 
[新] : 「2022 年 1 月以降の売上高（又は付加 価値額）が 2019～ 2021 年に比べて 減少したことを示す書類 （最低賃金枠、物価高騰対策・回復 再生応援枠） ※ 物価高騰対策・回復再生応援枠の 場合、 16 の書類との選択制 ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合 で、売上高等減少要件を連携体を構成するすべ ての者の合計で満たす場合、各者及び合計の申 請に用いる売上高がわかる書類を追加で添付し てください。」

テキストが挿入されました�
テキスト
「54」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※ 最低賃金要件の対象となる3か月分、最低賃金＋30 円以内の従業員全てがわかる賃金台帳（又はそれに 相当する書類）を提出してください。 事業場内最低賃金を示す書類（最低 賃金枠のみ） 14． 研究開発・技術開発計画書 又は 人材育成計画書（グリーン成長枠の み）」 
[新] : 「14. 事業場内最低賃金を示す書類（最低 賃金枠） ※ 最低賃金要件の対象となる 3か月分、最低賃金＋ 30円 以内の従業員全てがわかる賃金台帳（又はそれに相当 する書類）を提出してください。」

フォントサイズ「9」が「10.08」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「15. 別事業要件及び能力評価要件の説明 書（過去の公募回で採択されている 事業者の場合） ・ 別事業要件及び能力評価要件の説明書」 
[新] : 「研究開発・技術開発計画書 又は 人材育成計画書（グリーン成長枠） 15． 中小企業活性化協議会（旧：中小企 業再生支援協議会）等から支援を受 けており、応募申請時において以下 のいずれかに該当することを証明す る書類 （１）再生計画等を「策定中」の者 （２）再生計画等を「策定済」かつ 公募終了日から遡って３年以内に再 生計画等が成立等した者 （物価高騰対策・回復再生応援枠） ・ 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支 援協議会）等による確認書（事業者名）」

テキストが削除されました�
テキスト
「（事業者名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「46」 
[新] : 「55」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「足許で原油価格・物価高騰等の経済 環境の変化の影響を受けたことによ り、 2022 年 1 月以降の連続する 6 か 月間のうち、任意の 3か月の合計売上 高が、 2019 年～ 2021 年の同 3 か月 の合計売上高と比較して 10％以上減 少している (又は、 2022 年 1 月以降 の連続する 6 か月間のうち、任意の 3 か月の合計付加価値額が、 2019 年～ 2021 年の同 3 か月の合計付加価値額 と比較して 15％以上減少している )こ とを示す書類（緊急対策枠のみ） 別添 1 を参照してください。 ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。」 
[新] : 「※ 13 の書類との選択制 卒業要件を満たすことを説明する書 類（卒業促進枠）」

フォントカラーが変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「原油価格・物価高騰等の経済環境の 変化の影響を受けていることを示す 書類（緊急対策枠のみ） ・ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変 化の影響を受けていることの宣誓書（事業者 名）」 
[新] : 「・ 卒業計画書（事業者名） ・ 大規模賃上げ及び従業員増加計画書 ・ 賃上げ表明書（事業者名） ※ 申請時点の直近月の事業場内最低賃金が明記され、補 助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から 3~5 年の事業計画期間終了までの間、事業場内最低賃金を 年額 45円以上引き上げる計画を従業員等に表明して いることがわかる書面を提出してください。 賃金引上要件と従業員増員要件を満 たすことを説明する書類（大規模賃 金引上促進枠）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 賃金台帳の写し（事業者名） ※ 直近の事業場内最低賃金で雇用している従業員全てが 分かる賃金台帳（又はそれに相当する書類）を提出し てください。対象月については、賃上げ表明書と同じ 月であることを確認してください。」
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テキストが挿入されました�
テキスト
「19．」

テキストが挿入されました�
テキスト
「・ 別事業要件及び能力評価要件の説明書 （事業者名） 別事業要件及び能力評価要件の説明 書（過去の公募回で採択されている 事業者が産業構造転換枠又はグリー ン成長枠に申請する場合） リース料軽減計算書 （リース会社と共同申請する場合） ・ （公社）リース事業協会が確認した「リース 料軽減計画書」（事業者名）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「20.」

テキストが挿入されました�
テキスト
「リース会社が適切にリース取引を行 うことについての宣誓書」

テキストが挿入されました�
テキスト
「21.」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「連携の必要性を示す書類（複数の事 業者が連携 して事 業 に取り組む 場 合、代表申請者が提出）」 
[新] : 「・ リース取引に係る宣誓書（リース会社名） （リース会社と共同申請する場合） 連携の必要性を示す書類（複数の事 業者が連携して事業に取 り組む場 合、代表申請者が提出） 22．」

テキストが削除されました�
テキスト
「19．」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「り組む場合 、連携 体の構成員が 提 出） ・ 連携体各者の事業再構築要件についての説明 書（事業者名）」 
[新] : 「り組む場合、連携体の構 成員が提 出） ・ 連携体各者の事業再構築要件についての説明 書（事業者名） 23.」

テキストが削除されました�
テキスト
「20.」

テキストが挿入されました�
テキスト
「24.」

テキストが削除されました�
テキスト
「21.」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「47」 
[新] : 「56」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「【加点①】 ・ 売上高減少に係る証明書類（事業者名） 22. 【加点①】 2021 年 10 月以降のいずれかの月の売上 高が対 2020 年又は 2019 年同月比で 30％以上減少していること（又は、 2021 年 10 月以降のいずれかの月の付加 価値額が、対 2020 年又は 2019 年同月 比で 45％以上減少していること）を示す 書類 【加点②】 中小企業活性化協議会（旧：中小企 業再生支援協議会）等から支援を受 けており、応募申請時において以下 のいずれかに該当することを証明す る書類 （１）再生計画等を「策定中」の者 （２）再生計画等を「策定済」かつ 公募終了日から遡って３年以内に再 生計画等が成立等した者 【加点③】 足許で原油価格・物価高騰等の経済 環境の変化の影響により、 2022 年 1 月以降のいずれかの月の売上高（又 は付加価値額）が、 2019 年～ 2021 年同月と比較して 10％（付加価値額 の場合 15％）以上減少していること を示す書類 （・付加価値額減少に係る証明書類（事業者 名））」 
[新] : 「【加点①① ・ 売上高減少等に係る証明書類（事業者名） （・付加価値額減少に係る証明書類（事業者 名）） 25. 【加点①① 2022年 1月以降のいずれかの月の売上高 が対 2019～ 2021 年の同月比で 30％以 上減少していること（又は、 2022年 1月 以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2019~2021 年同月比で 45％以上減少し ていること）を示す書類 【加点②② 中小企業活性化協議会（旧：中小企 業再生支援協議会）等から支援を受 けており、応募申請時において以下 のいずれかに該当することを証明す る書類 （１）再生計画等を「策定中」の者 （２）再生計画等を「策定済」かつ 公募終了日から遡って３年以内に再 生計画等が成立等した者」

フォントサイズ「9.96001」が「0」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協 議会）等による確認書（事業者名） 【加点③】 ・ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変 化の影響を受けていることの宣誓書（事業者 名） 参照してください。 ※ 証 明書類は別添 1 を」 
[新] : 「中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援 協議会）等による確認書（事業者名）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「48」 
[新] : 「57」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「回復・再生応援枠、緊急対策枠についても、以下に準じて書類を提出してください。」 
[新] : 「最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠に申請される場合は以下に準じて書類を提出してくだ さい。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「3か月の比較対象となるコロナ以前（ 2019年又は 2020年１～３月） の同３か月の売上が分かる年度の確定申告書別表一の控え（１枚）」 
[新] : 「3か月の比較対象となる 2019～ 2021年の同３か月の売上が分かる年 度の確定申告書別表一の控え（１枚）」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「申請に用いる任意の３か月の比較対象となるコロナ以前（ 2019年又は 2020年１～３月） の同３か月の売上が分かる年度の確定申告書第一表の控え（１枚） （２） （１）の確定申告書と同年度の月別売上の記入のある所得税青色申告決算書の控えがある 方は、その控え（両面） ※白色申告の方は対象月の月間売上がわかる売上台帳、帳面そ」 
[新] : 「申請に用いる任意の３か月の比較対象となる 2019～ 2021年の同３か月の売上が分かる年 度の確定申告書第一表の控え（１枚） （２） （１）の確定申告書と同年度の月別売上の記入のある所得税青色申告決算書の控えがある 方は、その控え（両面） ※ 白 色申告の方は対象月の月間売上がわかる売上台帳、帳面そ」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※白色申告の方は対象月の月間売上がわかる売上台帳、帳面そ」 
[新] : 「※ 白 色申告の方は対象月の月間売上がわかる売上台帳、帳面そ」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「※２ 比較対象となる任意の 3か月又はコロナ以前の同３か月が複数年度にまたがる場合は、それぞれの年度の確定申告 書類の提出が必要です。」 
[新] : 「※ ２ 比較対象となる任意の 3か月又は 2019～ 2021年の同３か月が複数年度にまたがる場合は、それぞれの年度の確定 申告書類の提出が必要です。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「の減価償却費については、購入した日から決算日までを月数で按分した金額）を確認するため、年度の確定申告が済ん でいるかどうかにかかわらず、これらの情報がわかる資料（試算表等の確定申告の基礎となる書類）の添付が必要とな ります。その際、申請に用いる任意の」 
[新] : 「の減価償却費については、購入した日から決算日までを月数で按分した金額）を確認するため、年度の確定申告が済 んでいるかどうかにかかわらず、これらの情報がわかる資料（試算表等の確定申告の基礎となる書類）の添付が必要 となります。その際、申請に用いる任意の」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「49」 
[新] : 「58」
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https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/uriagedagagenshou.pdf
テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「合併、法人成り、事業承継、新規創業などの要因により、申請に用いる任意の３か月又は比較対象 となるコロナ以前の同３か月の売上を示すことができない特段の事情のある事業者が用意すべき書類 については、別途「売上高減少の確認に係る特例について」を参照してください。」 
[新] : 「合併、法人成り、事業承継などの要因により、申請に用いる任意の３か月又は比較対象となる 2019～ 2021年の同３か月の売上を示すことができない特段の事情のある事業者が用意すべき書類に ついては、別途「売上高減少の確認に係る特例について」を参照してください。」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「50」 
[新] : 「59」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「補助金・行政手続（※）・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報」 
[新] : 「補助金・行政手続（※ ） ・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「51」 
[新] : 「60」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「EBPM目的（研究活動だけでなく学術論文の作成・発表までを含みます）のみ の利活用や守秘義務等の遵守に係る誓約書をあらかじめ中小企業庁と取り交わした機関 に所属する研究者であって、ミラサポ plus上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情」 
[新] : 「EBPM 目的（研究活動だけでなく学術論文の作成・発表までを含みます）のみ の利活用や守秘義務等の遵守に係る誓約書をあらかじめ中小企業庁と取り交わした機関 に所属する研究者であって、ミラサポ plus 上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情」

フォント「MS-PGothic」が「Century」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「plus上で申請者に対し個別に同意を取得することとしま」 
[新] : 「plus 上で申請者に対し個別に同意を取得することとしま」

フォント「MS-PGothic」が「Century」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「plusへの G ビズ IDを用いた会員登録が必要となります。」 
[新] : 「plus への G ビズ ID を用いた会員登録が必要となります。」

フォント「MS-PGothic」が「Century」に変更されました。

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「○補助金につき採択となった案件については、法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事」 
[新] : 「○ 補 助金につき採択となった案件については、法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「52」 
[新] : 「61」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「大 申 共 事」 
[新] : 「支 支」

フォントサイズ「8.03999」が「9.12」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「経」

テキストが挿入されました�
テキスト
「中」

テキストが挿入されました�
テキスト
「独」

テキストが削除されました�
テキスト
「制 課 支 支」

テキストが削除されました�
テキスト
「経」

テキストが削除されました�
テキスト
「中」

テキストが削除されました�
テキスト
「独」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「支 中 申 g」 
[新] : 「申 大学その他の研究機関」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「ホ」 
[新] : 「・施 済 産」

フォントサイズ「9」が「7.92」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「ー」

テキストが削除されました�
テキスト
「ム ペ」

テキストが削除されました�
テキスト
「ー」

テキストが削除されました�
テキスト
「ジ」

テキストが削除されました�
テキスト
「・ BizINFO 学 請 同」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「継 当」 
[新] : 「省」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「務 業 請」 
[新] : 「小 企 業 庁」

テキストが削除されました�
テキスト
「査」

テキストが削除されました�
テキスト
「度 題 援 援」

テキストが削除されました�
テキスト
「済」

テキストが削除されました�
テキスト
「小」

テキストが挿入されました�
テキスト
「行 政 法」

テキストが削除されました�
テキスト
「小 請 そ の 他 の 研 究 関」

テキストが削除されました�
テキスト
「・施」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「設 機 関 （ ※ ２ ） に 所 属 る 研 者 申 ・ 営」 
[新] : 「機 援 情」

フォントサイズ「8.03999」が「9.12」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「活 用」

テキストが挿入されました�
テキスト
「情 報」

テキストが挿入されました�
テキスト
「継」

テキストが挿入されました�
テキスト
「当」

テキストが挿入されました�
テキスト
「務 情 業」

テキストが挿入されました�
テキスト
「請」

テキストが挿入されました�
テキスト
「査」

テキストが削除されました�
テキスト
「活」

テキストが削除されました�
テキスト
「に」

テキストが削除されました�
テキスト
「係」

テキストが削除されました�
テキスト
「機 情」

テキストが削除されました�
テキスト
「産」

テキストが削除されました�
テキスト
「企」

テキストが削除されました�
テキスト
「行」

テキストが削除されました�
テキスト
「機 企 者 の」

テキストが削除されました�
テキスト
「識」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「・ 属 請 報 情」 
[新] : 「報 業内容」

テキストが挿入されました�
テキスト
「情報 報 事業・営 業 情 報 共同 申 請 者 情」

テキストが削除されました�
テキスト
「用」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「関 報 業 業」 
[新] : 「報 請」

テキストが削除されました�
テキスト
「政」

テキストが削除されました�
テキスト
「関 業」

テキストが削除されました�
テキスト
「本」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「業 る 者」 
[新] : 「者 の」

テキストが挿入されました�
テキスト
「識 別」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「報 内 情 情」 
[新] : 「・ 属 報 関情報」

テキストが削除されました�
テキスト
「省」

テキストが削除されました�
テキスト
「庁」

テキストが削除されました�
テキスト
「法」

テキストが挿入されました�
テキスト
「規 模」

テキストが挿入されました�
テキスト
「事 業 者」

テキストが挿入されました�
テキスト
「支 中 申 援 機 小 企」

テキストが挿入されました�
テキスト
「ホ」

テキストが挿入されました�
テキスト
「ー」

テキストが挿入されました�
テキスト
「ム ペ」

テキストが挿入されました�
テキスト
「ー」

テキストが挿入されました�
テキスト
「ジ」

テキストが挿入されました�
テキスト
「請 者」

テキストが挿入されました�
テキスト
「本」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「情 情」 
[新] : 「関 業 人 及び」

テキストが削除されました�
テキスト
「別」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「情 容 報 報 （ 中」 
[新] : 「（ 中 小 企 業」

テキストが削除されました�
テキスト
「く」

テキストが削除されました�
テキスト
「外」

テキストが削除されました�
テキスト
「む」

テキストが削除されました�
テキスト
「） 及 人 報」

テキストが削除されました�
テキスト
「規」

テキストが削除されました�
テキスト
「報 報 び」

テキストが削除されました�
テキスト
「小」

テキストが削除されました�
テキスト
「模」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「機 業」 
[新] : 「業 務」

フォントサイズ「8.03999」が「9.12」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「委 託」

テキストが挿入されました�
テキスト
「庁を」

テキストが削除されました�
テキスト
「企 事 務 情 業 業」

テキストが削除されました�
テキスト
「委」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「庁 者」 
[新] : 「設等機関」

フォントサイズ「9」が「7.92」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「利活用目的 託」

テキストが削除されました�
テキスト
「を 等」

テキストが挿入されました�
テキスト
「く」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「局 を 含 す 究 者 政策の効果検証（ EBPM） の実施（※ ５）」 
[新] : 「※ （ ２ ） に 所 属 外局を含」

フォント「MS-PGothic」が「MS-Mincho」に変更されました。
フォントサイズ「9」が「7.92」に変更されました。

テキストが挿入されました�
テキスト
「む」

テキストが挿入されました�
テキスト
「） する研究者」

テキストが挿入されました�
テキスト
「課題 制度 情報」

テキストが削除されました�
テキスト
「効果的な政策立案や経営支援、業務効率化等のための行政機関内での情報共有」

テキストが削除されました�
テキスト
「申請者本人による過去の 申請情報等の一括した保 存・閲覧」

テキストが削除されました�
テキスト
「将来的な申請の円滑化に 向けた申請情報の活用（ワ ンスオンリー等）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「に」

テキストが挿入されました�
テキスト
「係」

テキストが挿入されました�
テキスト
「る」

テキストが挿入されました�
テキスト
「利活用目的」

テキストが挿入されました�
テキスト
「政策の効果検証（ EBPM） の実施（※５）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「効果的な政策立案や経営支援、業務効率化等のための行政機関内での情報共有」

テキストが挿入されました�
テキスト
「申請者本人による過去の」

テキストが削除されました�
テキスト
「中小企業・小規模事業者に 対する経営支援情報（補助 金や支援者等）の紹介」

テキストが削除されました�
テキスト
「経営相談に際する支援者 による中小企業・小規模事 業者の情報の閲覧」

テキストが挿入されました�
テキスト
「申請情報等の一括した保 存・閲覧 将来的な申請の円滑化に」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「支援機関の支援実績や専 門知見等の見える化」 
[新] : 「向けた申請情報の活用（ワ ンスオンリー等） 中小企業・小規模事業者に」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「〇 〇 〇 事業者・支援機関への支援 者情報の提供・マッチング」 
[新] : 「対する経営支援情報（補助 金や支援者等）の紹介 経営相談に際する支援者 〇 〇 〇」

フォントサイズ「12」が「9.12」に変更されました。

テキストが削除されました�
テキスト
「〇 ○ ○ 〇」

テキストが挿入されました�
テキスト
「による中小企業・小規模事 業者の情報の閲覧 支援機関の支援実績や専」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「政府保有情報のオープン データ化（※ ６）」 
[新] : 「門知見等の見える化 事業者・支援機関への支援 者情報の提供・マッチング 政府保有情報のオープン データ化（※６）」

テキストが挿入されました�
テキスト
「〇 ○ ○ 〇」

テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「53」 
[新] : 「62」
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テキストが置換されました�
テキスト
[旧] : 「54」 
[新] : 「63」
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テキストが削除されました�

テキスト

「令和二年度第三次補正・令和三年度補正・令和四年度予備費」



テキストが挿入されました�

テキスト

「【サプライチェーン強靱化枠を除く】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（第９回）」 
[新] : 「（第１０回）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「1月 16日 (月」 
[新] : 「3月 30日 (木」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「3月 24日」 
[新] : 「6月 30日」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「1月」 
[新] : 「3月」



テキストが挿入されました�

テキスト

「サプライチェーン強靱化枠にかかる公募要領は以下をご確認ください。 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「なお、既に取得されている場合、「 Gビズ IDプライムアカウント」に代えて、「暫定 Gビズ IDプラ イムアカウント」を用いて申請することも可能ですが、「暫定 Gビズ IDプライムアカウント」はデ ジタル庁の運用変更により、7月1日以降新たに取得することはできませんのでご注意ください。ま た、採択公表後の交付申請の受付以降の手続きでは、「 Gビズ IDプライムアカウント」が必須とな りますので、「 Gビズ IDプライムアカウント」の取得手続きは順次進めていただけますようお願い いたします。 ○ GビズIDプライムアカウントの取得手続きの遅れによる申請期限の延長等は、一切認められません」 
[新] : 「Gビズ IDプライムアカウントの取得手続きの遅れによる申請期限の延長等は、一切認められません」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「い中、ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、業態 転換、事業・業種転換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構 築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目的と します。 第 6回公募からは、引き続き業況が厳しい事業者や事業再生に取り組む事業者への重点的支援 を継続しつつ、売上高等減少要件の緩和などを行います。また、特に、ガソリン車向け部品から 電気自動車等向け部品製造への事業転換のように、グリーン分野での事業再構築を通じて高い成 長を目指す事業者を対象に、従来よりも補助上限額を引き上げ売上高減少要件を撤廃した新たな 申請類型を創設することで、ポストコロナ社会を見据えた未来社会を切り拓くための取組を重点 的に支援していきます。 第 7回公募からは、新型コロナの影響を受けつつ、加えてウクライナ情勢の緊迫化等による原 油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響により業況が厳しい中小企業等が行う、新型コロナ をはじめとする感染症の流行など、ポストコロナ・ウィズコロナ時代の経済社会の変化に対応し た、危機に強い事業への事業再構築の取組に対し、新たな支援類型を創設し重点的に支援してい きます。 補助金額 ［通常枠 ] 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数 20人以下】 100万円～ 2,000万円 【従業員数 21～ 50人】 100万円～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円～ 6,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円～ 8,000万円 ［大規模賃金引上枠］ 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数 101人以上】 8,000万円超～ 1億円 ［回復・再生応援枠 ] 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数５人以下】 100 万円 ～ 500 万円 【従業員数６ ~20人】 100 万円 ～ 1,000 万円 【従業員数 21人以上】 100万円 ～ 1,500万円」 
[新] : 「い中、ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新市場進出（新分 野展開、業態転換）、事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡 大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援することで、日本経済の構 造転換を促すことを目的とします。 第 10回公募からは、コロナや物価高等により依然として業況が厳しい事業者への支援として「物 価高騰対策・回復再生応援枠」を措置することに加え、産業構造の変化等により事業再構築が強く 求められる業種・業態の事業者への支援として「産業構造転換枠」、海外で製造する部品等の国内 回帰を進め、国内サプライチェーン及び地域産業の活性化に取り組む事業者（製造業）への支援と して「サプライチェーン強靱化枠」、成長分野への事業再構築を支援するべく売上高等減少要件を 撤廃した「成長枠」を新設するなど、ポストコロナ社会を見据えた未来社会を切り拓くための取組 を重点的に支援していきます。 補助金額 ［成長枠 ] 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数 20人以下】 100万円～ 2,000万円 【従業員数 21～ 50人】 100万円～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円～ 5,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円～ 7,000万円 ［グリーン成長枠（エントリー）］ 中小企業者等【従業員数 20人以下】 100万円～ 4,000万円 【従業員数 21~50人】 100万円～ 6,000万円 【従業員数 51人以上】 100万円～ 8,000万円 中堅企業等 ： 100万円～ 1億円 ［グリーン成長枠（スタンダード）］ 中小企業者等： 100万円～ 1億円 中堅企業等 ： 100万円～ 1.5億円 ［卒業促進枠］ 成長枠・グリーン成長枠の補助金額上限に準じる ［大規模賃金引上促進枠］ 100万円～ 3,000万円 ［産業構造転換枠 ] 中小企業者等、中堅企業等ともに 【従業員数 20人以下】 100万円～ 2,000万円 【従業員数 21～ 50人】 100万円～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円～ 5,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円～ 7,000万円 ※ 廃業を伴う場合は、廃業費を最大 2,000万円上乗せ」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「100 万円 ～ 500 万円 【従業員数６ ~20人】 100 万円 ～ 1,000 万円 【従業員数 21人以上】 100万円 ～ 1,500万円 ［グリーン成長枠］ 中小企業者等： 100万円～ 1億円 中堅企業等 ： 100万円～ 1.5億円 ［緊急対策枠］ 中小企業等、中堅企業等ともに 【従業員 5人以下】 100万円～ 1,000万円」 
[新] : 「100万円～ 500万円 【従業員数６ ~20人】 100万円～ 1,000万円 【従業員数 21人以上】 100万円～ 1,500万円 ［物価高騰対策・回復再生応援枠］ 中小企業等、中堅企業等ともに 【従業員 5人以下】 100万円～ 1,000 万円」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「2,000万円」 
[新] : 「1,500万円」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「3,000万円」 
[新] : 「2,000万円」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「4,000万円」 
[新] : 「3,000万円」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「[通常枠」 
[新] : 「[成長枠」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「2/3 (6,000万円を超える部分は 1/2) 中堅企業等 1/2 (4,000万円を超える部分は 1/3)」 
[新] : 「1/2 (大規模な賃上げ (※ １)を行う場合 2/3) 中堅企業等 1/3(大規模な賃上げ (※ １)を行う場合 1/2) ［グリーン成長枠（エントリー・スタンダード共通）］ 中小企業者等 1/2（大規模な賃上げ（※１）を行う場合 2/3) 中堅企業等 1/3（大規模な賃上げ（※１）を行う場合 1/2) ［卒業促進枠］ 中小企業等 1/2」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「［大規模賃金引上枠］ 中小企業者等 2/3 (6,000万円を超える部分は 1/2) 中堅企業等 1/2 (4,000万円を超える部分は 1/3) [回復・再生応援枠 ] 中小企業者等 3/4 中堅企業等 2/3」 
[新] : 「中堅企業等 1/3 ［大規模賃金引上促進枠］中小企業等 1/2 中堅企業等 1/3 [産業構造転換枠 ] 中小企業者等 2/3 中堅企業等 1/2」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「［グリーン成長枠］ 中小企業者等 1/2 中堅企業等 1/3 ［緊急対策枠］ 中小企業等 3/4（※１） 中堅企業等 2/3（※２） （※ １ ）従業員数 5人以下の場合 500万円を超える部分、 従業員数 6～ 20人の場合 1,000万円を超える部 分、従業員数 21人以上の場合 1,500万円を超える 部分は２／３） （※ ２ ）従業員数 5人以下の場合 500万円を超える部分、 従業員数 6～ 20人の場合 1,000万円を超える部 分、従業員数 21人以上の場合 1,500万円を超える 部分は１／２） 補助対象要件 下記①、②の両方を満たすこと。（※３） ① 2020年4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コ ロナ以前（2019年又は2020年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較し て10％以上減少していること等。（※４） ② 経済産業省が示す「事業再構築指針（ https://www.meti.go.jp/covid19/jigyo_saikoutiku/index.html）」に沿った３～５年の事業計画書を認定経営革新等支援機関等と共同で策定すること。（※５） （※３）【大規模賃金引上枠】、【回復・再生応援枠】、【最低賃金枠】、【グリーン成長枠】、 【緊急対策枠】については、①、②の他に補助対象要件を別途設けています。詳細について は、４．補助対象事業の要件を参照ください。また、【グリーン成長枠】、【緊急対策枠】 については、①の要件は課されません。 【最低賃金枠】は、加点措置を行い、【回復・再生応援枠】に比べて採択率において優遇さ れます。 （※４）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳しくは、４．補助対象事業の要件を 参照ください。 （※５）事業終了後３～５年で、付加価値額の年率平均 3.0％（【グリーン成長枠】については 5.0％）以上、又は従業員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％（【グリーン成長枠】につ いては 5.0％）以上の増加を見込む事業計画を策定する必要があります。また、補助金額 3,000万円を超える案件は、認定経営革新等支援機関に加え、金融機関（ファンド等を含 む。金融機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみで可）と事業計画を策定 する必要があります。認定経営革新等支援機関や金融機関は、事業所の所在地域にある必要 はございませんので、任意の機関を選定ください。なお、複数の事業者が連携して申請する 場合には、認定経営革新等支援機関と共同で事業計画を策定することは任意となります（補 助金額が 3,000万円を超える事業者については、それぞれの事業者単位で金融機関と共同で」 
[新] : 「［物価高騰対策・回復再生応援枠］ 中小企業等 ２ /３（※ 2） 中堅企業等 １ /２（※ 3） （※ 1) 事業終了時点で、①①業場内最低賃金＋ 45円、 ②給与支給総額＋ 6％を達成すること。 （※ 2）従業員数 5人以下の場合 400万円、従業員数 6～ 20 人の場合 600万円、従業員数 21～ 50人の場合 800 万円、従業員数 51人以上の場合は 1,200万円まで は 3/4 （※ 3）従業員数 5人以下の場合 400万円、従業員数 6～ 20 人の場合 600万円、従業員数 21～ 50人の場合 800 万円、従業員数 51人以上の場合は 1,200万円まで は 2/3 補助対象要件 下記①、②②両方を満たすこと。（※４） ① 経済産業省が示す「事業再構築指針（ https://www.meti.go.jp/covid19/jigyo_saikoutiku/index.html）」に沿った３～５年の事業計画書を作成し、認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。（※５） ② 補助事業終了後 3~5年で付加価値額を年率平均 3.0%~5.0%（事業類型により異 なる）以上増加させること。又は従業員一人当たり付加価値額を年率平均 3.0%~5.0%（事業類型により異なる）以上増加させること。 （※４）各事業類型毎に① 、、 対象事業の要件を参照ください。 【最低賃金枠】は、加点措置を行い、【物価高騰対策・回復再生応援枠】に比べて採択率に」
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https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/ninteishienkikan_hoshujokyo.pdf

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「事業計画を策定することが必要となります）。」 
[新] : 「おいて優遇されます。 （※５）補助金額 3,000万円を超える案件は、認定経営革新等支援機関に加え、金融機関（ファンド 等を含む。金融機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみで可）による事業 計画の確認を受けている必要があります。認定経営革新等支援機関や金融機関は、事業所の 所在地域にある必要はございませんので、任意の機関を選定ください。なお、複数の事業者 が連携して申請する場合には、認定経営革新等支援機関による事業計画の確認は任意となり ます（補助金額が 3,000万円を超える事業者については、それぞれの事業者単位で金融機関 による確認を受けていることが必要となります）。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-BoldItalic」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「1月 16日（月）」 
[新] : 「3月 30日（木）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「3月 24日（金）」 
[新] : 「6月 30日（金）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「高めることを支援するものであり、申請者は事業計画の作成、実行及び成果目標の達成に責任を 持って取り組んでいただく必要があります。 ○ 本事業では、提出いただいた事業計画を外部有識者からなる審査委員会が評価し、より優れ た事業計画を採択します。申請前に、書類に不備や不足がないことを必ずご確認ください。不 備がある場合（例えば、中堅企業等であるにも関わらず、通常枠に補助率３分の２の事業計画 を提出等）は、審査できないことがあります。採択発表後、審査委員会による個別の評価結果 の詳細はお答えいたしかねますので、ご了承ください。 ○ 採択結果は、申請いただいた事業計画に記載のある金額の全額に対して、補助金の交付決定を 保証するものではありません。採択決定後に「補助金交付申請」をしていただき、その経費等の 内容を事務局で補助対象経費として適切なものであるかどうかの精査を行います。必要に応じ て、事業者に照会・連絡等を行った上で、補助金交付額を決定し、通知いたします。精査の結果 次第では、交付決定額が、応募時に計上している補助金申請額から減額となる場合もあります。 なお、交付決定額は、採択決定時点の補助金申請額を上回ることはできませんのでご注意くださ い。 ○ 事業計画の検討に際して外部の支援を受ける場合には、提供するサービスの内容とかい離した 高額な成功報酬等を請求する悪質な業者等にご注意ください。認定経営革新等支援機関及び申請 書の作成を支援した外部支援者がいる場合は、事業計画書の「事業計画書作成支援者名」「作成 支援報酬額」の欄に当該事業者名及び当該事業者に支払う報酬の内容（成功報酬の場合は、採択 時に支払う金額）と契約期間を記載してください。申請支援の実態に関する調査を実施するとと もに、トラブルが起きた場合の通報窓口を設置し、不適切な行為と認められる事案をとりまと め、公表します。当該支援者が認定経営革新等支援機関である場合には、業務改善命令や認定取 り消しに至る可能性があります。」 
[新] : 「高めることを支援するものであり、申請者は事業計画の作成（検討やブラッシュアップのために 認定経営革新等支援機関を含む外部機関の助言を受けることは差し支えございませんが、必ず申 請者自身で作成してください。作成自体を外部機関が行うことは認められません。）、実行及び 成果目標の達成に責任を持って取り組んでいただく必要があります。 ○ 本事業では、提出いただいた事業計画を外部有識者からなる審査委員会が評価し、より優れ た事業計画を採択します。申請前に、書類に不備や不足がないことを必ずご確認ください。不 備がある場合（例えば、中堅企業等であるにも関わらず、産業構造転換枠に補助率３分の２の 事業計画を提出等）は、審査できないことがあります。採択発表後、審査委員会による個別の 評価結果の詳細はお答えいたしかねますので、ご了承ください。 ○ 採択結果は、申請いただいた事業計画に記載のある金額の全額に対して、補助金の交付決定を 保証するものではありません。採択後に「補助金交付申請」をしていただき、その経費等の内容 を事務局で補助対象経費として適切なものであるかどうかの精査を行います。必要に応じて、事 業者に照会・連絡等を行った上で、補助金交付額を決定し、通知いたします。精査の結果次第で は、交付決定額が、応募申請時に計上している補助金申請額から減額となる場合もあります。な お、交付決定額は、採択時点の補助金申請額を上回ることはできませんのでご注意ください。 ○ 事業計画の検討に際して外部の支援を受ける場合には、提供するサービスの内容とかい離した 高額な成功報酬等を請求する、経費の水増しを提案するなどの悪質な業者等にご注意ください。 認定経営革新等支援機関及び申請書の作成を支援した外部支援者がいる場合は、事業計画書の 「事業計画書作成支援者名」「作成支援報酬額」の欄に当該事業者名及び当該事業者に支払う報 酬の内容（成功報酬の場合は、採択時に支払う金額）と契約期間を記載してください。申請支援 の実態に関する調査を実施するとともに、トラブルが起きた場合の通報窓口を設置し、不適切な 行為と認められる事案をとりまとめ、公表します。当該支援者が認定経営革新等支援機関である 場合には、認定経営革新等支援機関名の公表、業務改善命令や認定取消に至る可能性がありま す。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「申請書に虚偽の内容の記載を教唆する、又は、作成支援者名を記載しないように求める。」 
[新] : 「費用の水増しなど申請書に虚偽の内容の記載を教唆する、又は、作成支援者名を記載しない ように求める。」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「課した上で当該補助金の返還を求めます。 交付決定の取消しを受けた者は、不正内容の公表等を受けることや「補助金等に係る予算の 執行の適正化に関する法律」第29条に基づき、5年以下の懲役若しくは 100万円以下の罰 金または両方に処せられる可能性があります。」 
[新] : 「課した上で当該補助金の返還を求めます。また、悪質な不正行為が発覚した場合について は、事業者名や不正内容を公表します。 交付決定の取消を受けた者は、不正内容の公表等を受けることや「補助金等に係る予算の執 行の適正化に関する法律」第 29条に基づき、 5年以下の懲役若しくは 100万円以下の罰金 または両方に処せられる可能性があります。」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「.......................................................................................」 
[新] : 「..........................................................................................」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「.......................................................................................」 
[新] : 「..........................................................................................」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「9」 
[新] : 「10」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「.......................................................................... 12 ５． 事業のスキーム ............................................................................... 23 ６． 応募手続き等の概要 .......................................................................... 24 ７． 補助対象経費 .................................................................................. 25 ８． 事前着手申請の手続き ....................................................................... 30」 
[新] : 「............................................................................ 14 ５． 事業のスキーム .................................................................................. 29 ６． 応募手続き等の概要 ............................................................................ 30 ７． 補助対象経費 ..................................................................................... 31 ８． 事前着手申請の手続き ......................................................................... 38」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「................................ 31 １０． 事業計画作成における注意事項 ......................................................... 32 【様式等（別途公開）】 ①電子申請入力項目 ②認定経営革新等支援機関による確認書、金融機関による確認書 ③最低賃金確認書 ④賃上げ表明書 ⑤ 研 発・技術開発計画書 書 書 ⑥ 人 成計画書 書 書 ⑦ 別 要件及び能力評価要件の説明書 書 書 ⑧連携の必要性を示す書類（代表申請者用） ⑨ 連 各者の事業再構築要件についての説明書類（連携体構成員用） ） ） ⑩ 組 に関する確認書書書書（参考様式） ⑪新築の必要性に関する説明書 ⑫リース取引に係る宣誓書 ⑬中小企業活性化協議会等による確認書 ⑭足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けていることの宣誓書 ※ ②②⑨ ⑪⑭については、必ず所定の様式を用いて申請してください。」 
[新] : 「.................................. 39 １０． 事業計画作成における注意事項 ........................................................... 41」
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https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/hojyotaisyou_houjinkaku.pdf

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、業態転換、事業・業種転 換、事業再編又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企 業等の挑戦を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目的とします。」 
[新] : 「ロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新市場進出（新分野展開、業態転換）、 事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構 築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援することで、日本経済の構造転換を促すことを目的としま す。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「満たす者）とします。対象となる法人格については、こちらの一覧も合わせて参照してください。」 
[新] : 「満たす者）とします。対象となる法人格については、こちらの一覧も合わせて参照してください。た だし、経済産業省又は中小企業庁から補助金等指定停止措置または指名停止措置が講じられている事 業者は補助対象となりませんのでご注意ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「コロナ以前（ 2020年 3月 31日以前）から創業を計画等しており、 2020年 4月 1日から 2020年 12月 31日までに創業した場合は、特例的に支援の対象となります。この場合、売上高等減少要件は 2020年 4月以降の連続する 6か月間のうち任意の 3か月の合計売上高を、 2020年の創業時から同年 12月末まで の 1日当たり平均売上高の 3か月分の売上高と比較して算出してください。なお、事業計画書において、 コロナ以前から創業計画を有していたこと及び新型コロナウイルス感染症の影響により売上が減少し ていることを示していただく必要があります（例えば、 2020年 3月 31日より前に策定した創業計画の 提出、自社が属する業種の売上が減少していることを公的統計等を用いて示す 等）。 ア」 
[新] : 「ア」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「7」
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https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm#q3

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=340AC0000000034#340AC0000000034-Mpat_2

https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=340AC0000000034#340AC0000000034-Mpat_2

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、2か月以内の期間を定めて使用される」 
[新] : 「雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、 2か月以内の期間を定めて使用される」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ただし、次の（１）～（５）のいずれかに該当する者は、大企業（資本金 10億円以上）とみなし ます（みなし大企業）。同様に、次の（１）～（５）で「大企業」とされている部分が「中堅企業」 である場合には、みなし中堅企業の扱いとなります。また、 (６ )に定める事業者に該当する者は中 小企業者から除き、中堅企業として扱います。みなし中堅企業及び（６）に定める事業者は、中堅 企業等として申請をしていただくことができます。 （１）発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企 業者 （２）発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 （３）大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 （４）発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有してい る中小企業者 （５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを占 めている中小企業者。 （６）応募申請時点において、確定している（申告済みの）直近過去 3年分の各年又は各事業年度の 課税所得の年平均額が 15億円を超える中小企業者 ※ １ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従業員数がともにアの表の数 字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。海外企業についても、資本金及び従業員数がともにア の表の数字を超え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。また、自治体等の公的機関に関しても、中小 企業基本法の範囲外であり、大企業に該当します。ただし、以下が株式を保有する場合は、その保有比率等をも って上記のみなし大企業の規定を適用しません。」 
[新] : 「※ ３ 上表に該当する者であっても、後述するみなし大企業に該当する場合は補助対象となりません。」

フォントサイズ「10.56」が「9.12」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「・ 中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 ・ 投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ ２」



テキストが削除されました�

テキスト

「本条件の適用は、補助事業実施期間中にも及びます。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※3 上記（３）の役員には、会社法第 2条第 15号に規定する社外取締役及び会社法第 381条第 1 項に規定する 監査役は含まれません。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「表第二に該当する法人（※ １ ）、農業協同組合法に基づき設立された農事組合法人若しくは法人 税法以外の法律により公益法人等とみなされる法人（従業員数が 300人以下である者に限る。） であること（※２）。 ※ １ 一般財団法人及び一般社団法人については、非営利型法人に該当しないものも対象となります。 ※２ 法人格のない任意団体（申請時に法人となっていて、任意団体として確定申告をしている場合は申請可能 です）、収益事業を行っていない法人、運営費の大半を公的機関から得ている法人は補助対象となりませ ん。また、日本経済の構造転換を促すことを目的とする本事業の趣旨から、政治団体や宗教法人などの団 体も補助対象となりません。 ウ 【中堅企業等】 １．会社若しくは個人又は法人税法別表第二に該当する法人（※１）、農業協同組合法に基づき設 立された農事組合法人若しくは法人税法以外の法律により公益法人等とみなされる法人であっ て、下記の（１）～（３）の要件を満たす者であること（※２）。 （１）上記「ア」又は「イ」に該当しないこと（※３）。 （２）資本金の額又は出資の総額が 10億円未満の法人であること。 （３）資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、従業員数（常勤）（※４）が」 
[新] : 「表第二に該当する法人（※１）、農業協同組合法に基づき設立された農事組合法人、労働者協同 組合法に基づき設立された労働者協同組合若しくは法人税法以外の法律により公益法人等とみな される法人（従業員数が 300人以下である者に限る。）であること（※２）。 ※ １ 一般財団法人及び一般社団法人については、非営利型法人に該当しないものも対象となります。 ※ ２ 法人格のない任意団体（申請時に法人となっていて、任意団体として確定申告をしている場合は申請可能 です）、収益事業（社会福祉法人においては公的保険制度の範囲外で行う事業を収益事業とみなします。） を行っていない法人、運営費の大半を公的機関から得ている法人は補助対象となりません。また、日本経 済の構造転換を促すことを目的とする本事業の趣旨から、政治団体や宗教法人などの団体も補助対象とな りません。 ウ 【中堅企業等】 １．会社若しくは個人又は法人税法別表第二に該当する法人（※ １ ）、農業協同組合法に基づき設 立された農事組合法人若しくは法人税法以外の法律により公益法人等とみなされる法人であっ て、下記の（１）～（３）の要件を満たす者であること（※ ２）。 （１） 上記「ア」又は「イ」に該当しないこと（※３）。 （２） 資本金の額又は出資の総額が 10億円未満の法人であること。 （３） 資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、従業員数（常勤）（※ ４）が」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「8」 
[新] : 「7」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※２」 
[新] : 「※ ２」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※３ ア【中小企業者】（６）に該当する中小企業者は中堅企業として扱います。 ※４ 常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20条の規定に基づく「予め解 雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間を定めて使用される 者、季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含まれません。」 
[新] : 「※ ３ 常勤従業員とは、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20 条の規定に基づく 「予め解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、２か月以内の期間 を定めて使用される者、季節的業務に４か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は 含まれません。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「8」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「4 号に規定するもの」 
[新] : 「4号に規定するもの」



テキストが挿入されました�

テキスト

「ただし、次の（１）～（５）のいずれかに該当する者は、大企業とみなします（みなし大企業）。 同様に、次の（１）～（５）で「大企業」とされている部分が「中堅企業」である場合には、みな し中堅企業の扱いとなります。また、 (６ )に定める事業者に該当する者は中小企業者等から除き、 中堅企業として扱います。みなし中堅企業及び（６）に定める事業者は、中堅企業等として申請を していただくことができます。 （１） 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小 企業者等 （２） 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者 等 （３） 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者 等 （４） 発行済株式の総数又は出資価格の総額を（１）～（３）に該当する中小企業者が所有して いる中小企業者等 （５）（１）～（３）に該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の全てを 占めている中小企業者等 （６）応募申請時点において、確定している（申告済みの）直近過去 3年分の各年又は各事業年 度の課税所得の年平均額が 15億円を超える中小企業者等 ※ １ 大企業とは、中小企業基本法に規定する中小企業者以外の者であり、資本金及び従業員数がともにアの表の 数字を超え、ウにも該当しない者です。海外企業についても、資本金及び従業員数がともにアの表の数字を超 え、ウにも該当しない場合、大企業に該当します。また、自治体等の公的機関に関しても、中小企業基本法の 範囲外であり、大企業に該当します。ただし、以下が株式を保有する場合は、その保有比率等をもって上記の みなし大企業の規定を適用しません。 ・ 中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社 ・ 投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合 ※ ２ 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上をみなし大企業が所有している中小企業者もみなし大 企業として取り扱います。 ※ ３ 本条件の適用は、補助事業実施期間中にも及びます。 ※ ４ 上記（３）の役員には、会社法第 2条第 15 号に規定する社外取締役及び会社法第 381 条第 1項に規定す る監査役は含まれません。 ※ ５ JV（協同企業体）構成員の申請においては、出資総額の過半数が大企業又はみなし大企業である場合は本 規定を準用し補助対象外といたします。」



テキストが削除されました�

テキスト

「３．補助対象事業の類型及び補助率等」



テキストが削除されました�

テキスト

「本事業には、「通常枠」、「大規模賃金引上枠」、「回復・再生応援枠」、「最低賃金枠」、 「グリーン成長枠」及び「原油価格・物価高騰等緊急対策枠（以下「緊急対策枠」という。）」の ６つの事業類型があります。同一法人・事業者での「通常枠」、「大規模賃金引上枠」、「回復・ 再生応援枠」「最低賃金枠」、「グリーン成長枠」及び「緊急対策枠」への応募は、１回の公募に つき１申請に限ります（複数の事業を計画している場合にあっては、事業計画書中に複数の計画 の内容を記載して申請することは可能です）。申請後の事業類型の変更はできませんので、申請 の際には十分にご検討ください（第１回公募から第 7回公募で不採択となった事業者は、事業計画 の見直しを行った上で、再度申請することもできます。ただし、前公募回の採択結果が公表され るまでの間は、システム上で申請を受け付けることはできませんので、ご注意ください。）。ま た、一度交付決定を受けた事業者は、原則再度申請することはできません。ただし、「グリーン 成長枠」については、一定の条件を満たす場合に限り、既に採択されている又は交付決定を受け ている事業者においても申請が可能です。詳細は以下４．補助対象事業の要件を参照してくださ い。」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【みなし同一法人】」 
[新] : 「６【みなし同一法人】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「1社のみ での申請しか認められません。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が複数存在する場合、親会社と複 数の子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1社のみでの申請しか認められません。これらの場合において、複 数の事業者が申請した場合には、申請した全ての事業者において申請要件を満たさないものとして扱いますのでご 注意ください。なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を 50％超保有する場合も同様に、複数の会社は同 一法人とみなします。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が、議決権の 50％超を有する孫会社や、更 にその孫会社が議決権の 50％超を有するひ孫会社等についても同様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 各事業類型の補助対象事業の要件については、「４．補助対象事業の要件（ P12～ 22）」をご 確認ください。 【① 通常枠】」 
[新] : 「1社のみで の申請しか認められません。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が複数存在する場合、親会社と複数の 子会社は全て同一法人とみなし、このうち 1社のみでの申請しか認められません。これらの場合において、複数の事 業者が申請した場合には、申請した全ての事業者において申請要件を満たさないものとして扱いますのでご注意くだ さい。なお、個人が複数の会社「それぞれ」の議決権を 50％超保有する場合も同様に、複数の会社は同一法人とみ なします。また、親会社が議決権の 50％超を有する子会社が、議決権の 50％超を有する孫会社や、更にその孫会社 が議決権の 50％超を有するひ孫会社等についても同様の考え方に基づき、同一法人とみなします。 加えて、上記に該当しない場合であっても、代表者及び住所が同じ法人、主要株主及び住所が同じ法人についても、 事業内容が明確に異なると認められない限り同一法人とみなし、そのうち 1社のみでの申請しか認められません。 また、過去に交付決定を受けた個人事業主が設立した法人についても、同様の取扱いとします。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「項 目 要 件 新分野展開や業態転換、事業・業種転換等の取組、事業再編又はこれらの取 組を通じた規模の拡大等を目指す中小企業等の新たな挑戦を支援。 概要 【従業員数 20人以下】 100 万円 ～ 2,000万円 【従業員数 21~50人】 100 万円 ～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円 ～ 6,000万円 【従業員数 101 人以上】 100 万円 ～ 8,000 万円 補助金額 中小企業者等 2/3 (6,000 万円超は 1/2（※ ）） 中堅企業等 1/2 (4,000 万円超は 1/3（※ ）) 補助率 補助事業 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで） 実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※ ）補助金額によって補助率が異なりますのでご注意ください。 【② 大規模賃金引上枠】」 
[新] : 「３．補助対象事業の類型及び補助率等 本事業には、「成長枠」、「グリーン成長枠」、「卒業促進枠」、「大規模賃金引上促進枠」 「産業構造転換枠」、「サプライチェーン強靱化枠」、「最低賃金枠」及び「物価高騰対策・回復 再生応援枠」の８つの事業類型があります。同一法人・事業者での各事業類型への応募は、１回の 公募につき１申請に限ります（一部例外あり。複数の事業を計画している場合にあっては、事業 計画書中に複数の計画の内容を記載して申請することは可能です）。申請後の事業類型の変更は できませんので、申請の際には十分にご検討ください（過去の公募回で不採択となった事業者は、 事業計画の見直しを行った上で、再度申請することもできます。ただし、前公募回の採択結果が 公表されるまでの間は、システム上で申請を受け付けることはできませんので、ご注意くださ い。）。また、一度交付決定を受けた事業者は、原則再度申請することはできません。ただし、 「グリーン成長枠」、「産業構造転換枠」、「サプライチェーン強靱化枠」については、一定の条 件を満たす場合に限り、既に採択されている又は交付決定を受けている事業者においても申請が 可能です。詳細は以下４．補助対象事業の要件を参照してください。 各事業類型の補助対象事業の要件については、「４．補助対象事業の要件」をご確認ください。 【①①①枠】 項 目 要 件 概要 成長分野への大胆な事業再構築に取り組む中小企業等を支援。 【従業員数 20人以下】 100万円 ～ 2,000万円 【従業員数 21~50人】 100万円 ～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円 ～ 5,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円 ～ 7,000万円 補助金額 中小企業者等 1/2 (大規模な賃上げ（※ ）を行う場合は 2/3） 中堅企業等 1/3 (大規模な賃上げ（※ ）を行う場合は 1/2) 補助率 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで） 補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※ ）事業終了時点で、①①業場内最低賃金＋ 45 円、②②②支給総額＋６％を達成すること。 【②グリーン成長枠】」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。
フォントサイズ「10.56」が「12」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「研究開発・技術開発又は人材育成を行いながら、グリーン成長戦略「実行計画」 14分野の課題の解決に資する取組を行う中小企業等の事業再構築を支援。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「多くの従業員を雇用しながら、継続的な賃金引上げに取り組むとともに、従 業員を増やして生産性を向上させる中小企業等の事業再構築を支援。 概要 補助金額 【従業員数 101人以上】 8,000万円超 ～ 1億円」 
[新] : 「概要 （エントリー） 中小企業者等【従業員数 20人以下】 100万円 ～ 4,000万円 【従業員数 21~50人】 100万円 ～ 6,000万円 【従業員数 51人以上】 100万円 ～ 8,000万円 中堅企業等 100万円 ～ 1億円 （スタンダード） 中小企業者等 100万円 ～ 1億円 中堅企業者等 100万円 ～ 1.5億円 補助金額」



テキストが挿入されました�

テキスト

「10」



テキストが挿入されました�

テキスト

「中小企業者等 1/2 (大規模な賃上げ（※）を行う場合は 2/3） 中堅企業等 1/3 (大規模な賃上げ（※）を行う場合は 1/2)」



テキストが挿入されました�

テキスト

「交付決定日～ 14か月以内（ただし、採択発表日から 16か月後の日まで）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「中小企業者等 2/3（ 6,000万円超は 1/2） 中堅企業等 1/2（ 4,000万円超は 1/3） 補助事業 実施期間 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで）」 
[新] : 「補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経 費、広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※）事業終了時点で、①事業場内最低賃金＋ 45 円、②給与支給総額＋６％を達成すること。 【③卒業促進枠】 項 目 要 件 成長枠・グリーン成長枠の補助事業を通して、中小企業等から中堅企業等 に成長する事業者に対する上乗せ支援。 概要 補助金額 成長枠・グリーン成長枠の補助金額上限に準じる。 中小企業者等 1/2 中堅企業等 1/3 補助率 交付決定日～成長枠・グリーン成長枠の事業計画期間終了まで 補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実 施期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提 出してください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 成長枠・グリーン成長枠の補助対象経費に準じる。 ※ 卒業促進枠の補助対象経費は、成長枠又はグリーン成長枠の補助対象経 費と明確に分ける必要があります。同一の建物や設備等を、卒業促進枠と 成長枠又はグリーン成長枠との両方で対象経費とすることはできません。 補助対象経費 ※ ①①長枠又は②②リーン成長枠に申請する事業者は、上乗せ枠である③③業促進枠又は④④規模賃金引上促進枠に追 加で申請することが可能です。ただし、③卒業促進枠又は④④規模賃金引上促進枠の申請は、①成長枠又は②グリーン 成長枠の申請と同時に行わなければなりません。また、③③③促進枠及び④大規模賃金引上促進枠の両方に追加申請す ることはできません。 【④大規模賃金引上促進枠】 項 目 要 件 成長枠・グリーン成長枠の補助事業を通して、大規模な賃上げに取り組む 事業者に対する上乗せ支援。 概要 補助金額 100万円 ～ 3,000万円 中小企業者等 1/2 中堅企業等 1/3 補助率 交付決定日～成長枠・グリーン成長枠の事業計画期間終了まで 補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実 施期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提 出してください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「10」 
[新] : 「11」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「補助対象経費 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 （※ ）大規模賃金引上枠で不採択の場合は、通常枠で再審査されます。再審査にあたっては事業者での手続きは不要 です。 【③回復・再生応援枠】 項 目 要 件 新型コロナウイルスの影響を受け、引き続き業況が厳しい事業者や事業再生 に取り組む中小企業等の事業再構築を支援。 概要 【従業員数 5人以下】 100万円 ～ 500万円 【従業員数６ ~20人】 100万円 ～ 1,000万円 【従業員数 21人以上】 100 万円 ～ 1,500 万円 補助金額 中小企業者等 3/4 中堅企業等 2/3 補助率 補助事業 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで） 実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※ ）回復・再生応援枠で不採択の場合は、通常枠で再審査されます。再審査にあたっては事業者での手続きは不要で す。 【④ 最低賃金枠】」 
[新] : 「成長枠・グリーン成長枠の補助対象経費に準じる。 ※ 大規模賃金引上促進枠の補助対象経費は、成長枠又はグリーン成長枠の 補助対象経費 補助対象経費と明確に分ける必要があります。同一の建物や設備等を、卒 業促進枠と成長枠又はグリーン成長枠との両方で対象経費とすることはで きません。 ※ ①①長枠又は②②リーン成長枠に申請する事業者は上乗せ枠である③卒業促進枠又は④大規模賃金引上促進枠に追加 で申請することが可能です。ただし、③③業促進枠又は④④④模賃金引上促進枠の申請は、①成長枠又は②グリーン成 長枠の申請と同時に行わなければなりません。また、③卒業促進枠及び④④規模賃金引上促進枠の両方に追加申請する ことはできません。 【⑤産業構造転換枠】 項 目 要 件 国内市場縮小等の構造的な課題に直面している業種・業態の中小企業等が取 り組む事業再構築を支援。 概要 【従業員数 20人以下】 100万円 ～ 2,000万円 【従業員数 21~50人】 100万円 ～ 4,000万円 【従業員数 51～ 100人】 100万円 ～ 5,000万円 【従業員数 101人以上】 100万円 ～ 7,000万円 補助金額 ※ 廃業を伴う場合には、廃業費を最大 2,000万円上乗せ 中小企業者等 2/3 中堅企業等 1/2 補助率 交付決定日～ 12か月以内（ただし、採択発表日から 14か月後の日まで） 補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費、廃業費 補助対象経費 【⑥サプライチェーン強靱化枠】 サプライチェーン強靱化枠は、対象経費等が異なるため、公募要領を分けております。サプライチェーン強靱化枠の 内容については、以下をご確認ください。 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf 【⑦最低賃金枠】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「100 万円 ～ 1,500 万円」 
[新] : 「100万円 ～ 1,500万円」



テキストが削除されました�

テキスト

「補助事業」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費」 
[新] : 「補助事業 実施期間 ※ 交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。」



テキストが削除されました�

テキスト

「（※ ）最低賃金枠で不採択の場合は、通常枠で再審査されます。再審査にあたっては事業者での手続きは不要です。 【⑤⑤リーン成長枠】 項 目 要 件 概要 研究開発・技術開発又は人材育成を行いながら、グリーン成長戦略「実行計 画」 14 分野の課題の解決に資する取組を行う中小企業等の事業再構築を支 援。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「11」 
[新] : 「12」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「中小企業等 100 万円 ～ 1 億円 中堅企業等 100 万円 ～ 1.5 億円 中小企業者等 1/2 中堅企業等 1/3 補助金額 補助率 補助事業 交付決定日～ 14か月以内（ただし、採択発表日から 16か月後の日まで） 実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助対象経費 （※ ）グリーン成長枠で不採択となった際に通常枠での再審査を希望される場合は、売上高等減少要件を満たすこと を示す書類を提出いただく必要があります。 【⑥⑥油価格・物価高騰等緊急対策枠（緊急対策枠）】」 
[新] : 「建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 【⑧物価高騰対策・回復再生応援枠】」



テキストが削除されました�

テキスト

「原油価格・物価高騰等の、予期せぬ経済環境の変化の影響を受けている中小 企業等の事業再構築を支援。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「業況が厳しい事業者や事業再生に取り組む中小企業等、原油価格・物価高騰 等の影響を受ける中小企業等の事業再構築を支援。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「2,000万円」 
[新] : 「1,500万円」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「100 万円 ～ 3,000 万円 【従業員 51 人～】 100 万円 ～ 4,000 万円 補助金額 中小企業者等 3/4（※１） 中堅企業等 2/3（※２） （※１）従業員数 5 人以下の場合 500 万円を超える部分、従業員数 6～ 20 人の 場合 1,000万円を超える部分、従業員数 21人以上の場合 1,500万円を 超える部分は２／３） （※２）従業員数 5 人以下の場合 500 万円を超える部分、従業員数 6～ 20 人の 補助率 場合 1,000万円を超える部分、従業員数 21人以上の場合 1,500万円を 超える部分は１／２）」 
[新] : 「100万円 ～ 2,000万円 補助金額 【従業員 51人～】 100万円 ～ 3,000万円 中小企業者等 2/3（※ １ ） 中堅企業等 1/2（※ ２ ） （※１）従業員数 5 人以下の場合 400 万円、従業員数 6～ 20 人の場合 600 万円、従業員数 21～ 50 人の場合 800 万円、従業員数 51 人以上の 場合は 1,200 万円までは 3/4 （※２）従業員数 5 人以下の場合 400 万円、従業員数 6～ 20 人の場合 600 万 円、従業員数 21～ 50人の場合 800万円、従業員数 51人以上の場合は 1,200万円までは 2/3」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「補助事業 実施期間 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費」 
[新] : 「※ 交 付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施 期間内に完了することができないと見込まれる場合には事故等報告を提出し てください。補助事業実施期間の延長が認められる場合があります。 建物費、機械装置・システム構築費（リース料を含む）、技術導入費、専門 家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外注費、知的財産権等関連経費、 広告宣伝・販売促進費、研修費 補助率 補助事業 実施期間」



テキストが削除されました�

テキスト

「（※ ）緊急対策枠で不採択となった際に通常枠での再審査を希望される場合は、売上高等減少要件を満たすことを示す 書類を提出いただく必要があります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「業再構築要件】 ②2020 年 4 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高 が、コロナ以前（ 2019 年又は 2020 年１月～３月）の同３か月の合計売上 高と比較して 10％以上減少していること等【売上高等減少要件】 通常枠 （※）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については、」 
[新] : 「事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。補助金 額が 3,000 万円を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融 機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）の確認を 受けていること【認定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 4.0％以上増加、又は従業員 一人当たり付加価値額の年率平均 4.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】 ④ 取り組む事業が、過去～今後のいずれか 10 年間で、市場規模が 10％以上拡 大する業種・業態に属していること【市場拡大要件】 ⑤ 事業終了後 3～ 5年で給与支給総額を年率平均２％以上増加させること【給与 総額増加要件】 ※ 成長枠は、卒業促進枠、大規模賃金引上促進枠のいずれかに同時に申請するこ とが可能です。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「成長枠」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「12」 
[新] : 「13」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「P16の「（２）【売上高等減少要件】について」を参照してください。 ③③③計画を認定経営革新等支援機関と策定すること。補助金額が 3,000万円 を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融機関が認定経営 革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と策定していること 【認定支援機関要件】 ④④④事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】 ①①業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事」 
[新] : 「＜補助率引上げを受ける場合の追加要件＞【補助率引上要件】 ① 補助事業期間内に給与支給総額を年平均 6％以上増加させること ② 補助事業期間内に事業場内最低賃金を年額 45円以上の水準で引上げること ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。補助金 額が 3,000 万円を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金 融機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）の確認 をうけていること【認定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 4.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 4.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】 ④ グリーン成長戦略「実行計画」 14 分野に掲げられた課題の解決に資する取 組であって、その取組に関連する１年以上の研究開発・技術開発又は従業員 の一定割合以上に対する人材育成をあわせて行うこと【グリーン成長要件】 ⑤ 事業終了後 3～ 5 年で給与支給総額を年率平均２％以上増加させること【給 与総額増加要件】 ※ グリーン成長枠（エントリー）は、卒業促進枠、大規模賃金引上促進枠のいず れかに同時に申請することが可能です。 グリーン成長枠 （エントリー） ＜以下は第 1回～第 9回公募で採択又は交付決定を受けている場合の要件＞ 第 1 回～第 9 回公募で採択された者（※ ）であっても、以下の⑥⑥⑥⑦ をを満 す者は、グリーン成長枠（エントリー）に申請することができます。ただし、 第 1 回～第 9 回公募でグリーン成長枠で採択されている事業者は、再度グリー ン成長枠に応募することはできません。また、支援を受けることができる回数 は 2回が上限となります。 ※ 採択された事業を辞退した場合を除く。 ⑥ 既に事業再構築補助金で取り組んでいる又は取り組む予定の補助事業とは異」



テキストが挿入されました�

テキスト

「14」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「業再構築要件】 ②2020 年 4 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高 が、コロナ以前（ 2019 年又は 2020 年１月～３月）の同３か月の合計売上 高と比較して 10％以上減少していること等【売上高等減少要件】 （※）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については、 P16の「（２）【売上高等減少要件】について」を参照してください。 ③ 事事業画を認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融機関が認定経営革新 等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と策定していること【認定 支援機関要件】 ④④④事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】 ⑤補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から 3～ 5 年の事業計画期間終 了までの間、事業場内最低賃金を年額 45 円以上の水準で引き上げること【賃 金引上要件】 ⑥補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から３～ 5 年の事業計画期間終 了までの間、従業員数を年率平均 1.5％以上（初年度は 1.0％以上）増員させ ること【従業員増員要件】」 
[新] : 「なる事業内容であること【別事業要件】 ⑦ 既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの体制 や資金力があること【能力評価要件】 ＜補助率引上げを受ける場合の追加要件＞【補助率引上要件】 ① 補助事業期間内に給与支給総額を年平均 6％以上増加させること ② 補助事業期間内に事業場内最低賃金を年額 45円以上の水準で引上げること ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。補助金 額が 3,000 万円を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金 融機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）の確認 を受けていること【認定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 5.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 5.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】 ④ グリーン成長戦略「実行計画」 14 分野に掲げられた課題の解決に資する取 組であって、その取組に関連する 2年以上の研究開発・技術開発又は従業員 の一定割合以上に対する人材育成をあわせて行うこと【グリーン成長要件】 ⑤ 事業終了後 3～ 5 年で給与支給総額を年率平均２％以上増加させること【給 与総額増加要件】 ※ グリーン成長枠（スタンダード）は、卒業促進枠、大規模賃金引上促進枠のい ずれかに同時に申請することが可能です。 グリーン成長枠 （スタンダード） ＜以下は第 1回～第 9回公募で採択又は交付決定を受けている場合の要件＞ 第 1 回～第 9 回公募で採択された者（※ ）であっても、以下の⑥⑥⑥⑦ をを満 す者は、グリーン成長枠（スタンダード）に申請することができます。ただ し、第 1 回～第 9 回公募でグリーン成長枠で採択されている事業者が、再度グ リーン成長枠に応募することはできません。また、支援を受けることができる 回数は 2回が上限となります。 ※ 採択された事業を辞退した場合を除く。 ⑥ 既に事業再構築補助金で取り組んでいる又は取り組む予定の補助事業とは異 なる事業内容であること【別事業要件】 ⑦ 既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの体制 や資金力があること【能力評価要件】 ＜補助率引上げを受ける場合の追加要件＞【補助率引上要件】 ① 補助事業期間内に給与支給総額を年平均 6％以上増加させること ② 補助事業期間内に事業場内最低賃金を年額 45円以上の水準で引上げること ① 成長枠又はグリーン成長枠に申請する事業者であること ② 成長枠又はグリーン成長枠の補助事業終了後３～５年で中小企業・特定事 業者・中堅企業の規模から卒業すること【卒業要件】 卒業促進枠 ① 成長枠又はグリーン成長枠に申請する事業者であること ② 成長枠又はグリーン成長枠の補助事業終了後３～５年の間、事業場内最低 賃金を年額 45円以上の水準で引上げること【賃金引上要件】 ③ 成長枠又はグリーン成長枠の補助事業終了後３～５年の間、従業員数を年 率平均 1.5％以上増員させること【従業員増員要件】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「引上枠 ①①業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事」 
[新] : 「引上促進枠 産業構造転換枠 ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事」



テキストが挿入されました�

テキスト

「15」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「年 4 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高 が、コロナ以前（ 2019 年又は 2020 年１月～３月）の同３か月の合計売上 高と比較して 10％以上減少していること等【売上高等減少要件】 （※）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については、 P16の「（２）【売上高等減少要件】について」を参照してください。 ③以下の（ア）又は（イ）のいずれかの要件を満たすこと【回復・再生要件】 （ア） 2021年 10月以降のいずれかの月の売上高が対 2020年又は 2019年同 月比で 30％以上減少していること等 （※ ） 売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については P18の「（ 7）【回復・再生要件】について」を参照してください。 （イ）中小企業活性化協議会等から支援を受け再生計画等を策定していること 回復・再生 応援枠 ④ 事 画を認定経営革革革新等支援機関と策定していること【認定支援機関要 件】 ⑤⑤⑤事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】」 
[新] : 「事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。補助金 額が 3,000万円を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融 機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）の確認を 受けていること【認定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を 策定すること【付加価値額要件】 ④ 現在の主たる事業が過去～今後のいずれか 10 年間で、市場規模が 10％以上 縮小する業種・業態に属しており、当該業種・業態から別の業種・業態に転 換すること【市場縮小要件】 ＜以下は第 1回～第 9回公募で採択又は交付決定を受けている場合の要件＞ 第 1 回～第 9 回公募で採択された者（※ ） であっても、以下の⑤ 及及びを満たす 者は、産業構造転換枠に申請することができます。ただし、第 1 回～第 9 回公募 でグリーン成長枠で採択されている事業者（※ ） は、応募することができませ ん。 なお、補助金額は、第 10 回公募締切時点における 1 回目採択分の採択額、交付 決定額又は確定額のいずれか最も低い金額と第 10 回公募の産業構造転換枠の補 助上限額との差額分を上限とします。また、支援を受けることができる回数は 2 回が上限となります。 ※ 採択された事業を辞退した場合を除く。 サプライ チェーン 強靱化枠」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「①①業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ②2020 年 4 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高 が、コロナ以前（ 2019 年又は 2020 年１月～３月）の同３か月の合計売上」 
[新] : 「⑤ 既に事業再構築補助金で取り組んでいる又は取り組む予定の補助事業とは 異なる事業内容であること【別事業要件】 ⑥ 既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの 体制や資金力があること【能力評価要件】 サプライチェーン強靱化枠の公募要領をご確認ください。 https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/koubo_sc.pdf ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること【認定支 援機関要件】 ③ 補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業員 一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】 ④ 2022年 1月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が対 2019～ 2021 年の同 3 か月の合計売上高と比較して 10％減少していること （当該要件を満たさない場合は、 2022年 1月以降の連続する６か月のうち、 任意の３か月の合計付加価値額が対 2019～ 2021 年の同３か月の合計付加価 値額と比較して 15％以上減少していることでも可。）【売上高等減少要件】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「13」 
[新] : 「16」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「高と比較して 10％以上減少していること等【売上高等減少要件】 （※）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細については、 P16の「（２）【売上高等減少要件】について」を参照してください。 ③2021」 
[新] : 「⑤ 2021」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「10％以上いること【最低賃金要 件】 ④事業計画を認定経営革新等支援機関と策定していること【認定支援機関要 件】 ⑤補助事業終了後」 
[新] : 「10％以上いること【最低賃金要件】 ① 事業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること 【事業再構築要件】 ② 事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けていること。【認 定支援機関要件】 ③ 補助事業終了後」



テキストが挿入されました�

テキスト

「物価高騰対策・ 回復再生応援枠」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「業再構築要件】 ②事業計画を認定経営革新等支援機関と策定すること。補助金額が 3,000万円 を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融機関が認定経営 革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と策定していること 【認定支援機関要件】 ③補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 5.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 5.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】 ④ グ ン成長戦略「実行計画」」」 14 分野に掲げられた課題の解決に資する取 組であって、その取組に関連する 2 年以上の研究開発・技術開発又は従業員の 一定割合以上に対する人材育成をあわせて行うこと【グリーン成長要件】 ＜以下は既に過去の公募回で採択（※ ）又は交付決定を受けている場合＞ ※ 採択された事業を辞退した場合を除く。第 9 回公募においてグリーン成長枠 を含む二つの事業類型に申請することはできません。 グリーン 成長枠 ⑤既に事業再構築補助金で取り組んでいる又は取り組む予定の補助事業とは異 なる事業内容であること【別事業要件】 ⑥既存の事業再構築を行いながら新たに取り組む事業再構築を行うだけの体制 や資金力があること【能力評価要件】 ①①業再構築指針に示す「事業再構築」の定義に該当する事業であること【事 業再構築要件】 ②足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けたことにより、 2022 年 1 月以降の連続する 6 か月間のうち、任意の 3 か月の合計売上高 が、 2019 年～ 2021 年の同３か月の合計売上高と比較して 10％以上減少し ていること等（※１）。また、コロナによって影響を受けていること（※ ２ ）。【緊急対策要件】 （※１）売上高に代えて付加価値額を用いることも可能です。詳細について は、 P19の「（１０）【緊急対策要件】について」を参照してください。 （※２）電子申請時に、コロナによって受けている影響を申告することが必要 緊急対策枠 となります。 ③事業計画を認定経営革新等支援機関と策定すること。補助金額が 3,000万円 を超える案件は認定経営革新等支援機関及び金融機関（金融機関が認定経営 革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と策定していること 【認定支援機関要件】 ④補助事業終了後 3～ 5 年で付加価値額の年率平均 3.0％以上増加、又は従業 員一人当たり付加価値額の年率平均 3.0％以上増加する見込みの事業計画を策 定すること【付加価値額要件】」 
[新] : 「以下（ a）（ b）のいずれかを満たすこと （ a） 2022 年 1 月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売 上高が対 2019～ 2021 年の同 3 か月の合計売上高と比較して 10％減少し ていること（当該要件を満たさない場合は、 2022年 1月以降の連続する６ か月のうち、任意の３か月の合計付加価値額が対 2019～ 2021 年の同３か 月の合計付加価値額と比較して 15％以上減少していることでも可。）【売 上高等減少要件】 （ b）再生事業者（Ⅰ.中小企業活性化協議会等において再生計画を策定中の者 又はⅡ.中小企業活性化協議会等において再生計画を策定済かつ再生計画成立後 3年以内の者）であること【再生要件】」



テキストが削除されました�

テキスト

「14」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「20者まで連携して申請することが可能です。この場合、認定支援機関要件のうち、補助金額が 3,000万円を超える事業計画について、金融機関と協同で策定することを除いて免除されます。詳 細は P20をご確認ください。」 
[新] : 「20者まで連携して申請することが可能です。この場合、認定支援機関要件については、補助金 額が 3,000万円を超える事業計画について金融機関の確認を受けていることを除いて、免除されま す。詳細は P25をご確認ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「P20をご確認ください。」 
[新] : 「P25～ 26をご確認ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「）／内航海運組合及び内航海運組合連合会（※ ）／技術研究組合 （※ ） （※ ）中小企業等経営強化法に定める特定事業者に該当し、同法に定める中小企業者に該当しない場合には、中堅」 
[新] : 「） ／内航海運組合及び内航海運組合連合会（※ ） ／技術研究組合 （※ ） （※ ） 中小企業等経営強化法に定める特定事業者に該当し、同法に定める中小企業者に該当しない場合には、中堅」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「本事業で支援の対象となる事業再構築は、「新分野展開」、「事業転換」、「業種転換」、「業 態転換」、「事業再編」を指します。なお、「事業再構築」の類型の詳細については、「事業再構 築指針」（ https://www.meti.go.jp/covid-19/jigyo_saikoutiku/index.html）にて公表しています。申請に当たっては、各類型ごとに定められる要件（製品等の新規性要件、市場の新規性要件、新事業売上高 10％等要件（新たな製品等（又は製造方法等）の売上高が総売上高の 10％（又は総付 加価値額の 15％）以上となること）等）を満たす計画であることが必要となります。」 
[新] : 「本事業で支援の対象となる事業再構築は、「新市場進出（新分野展開、業態転換）」、「事業転 換」、「業種転換」、「事業再編」、「国内回帰」を指します。なお、「事業再構築」の類型の詳 細については、「事業再構築指針」（ https://www.meti.go.jp/covid19/jigyo_saikoutiku/index.html）に て公表しています。申請に当たっては、各類型ごとに定められる要件（製品等の新規性要件、市場 の新規性要件、新事業売上高 10％等要件（新たな製品等（又は製造方法等）の売上高が総売上高の 10％（又は総付加価値額の 15％）以上となること）等）を満たす計画であることが必要となりま す。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「新分野展開 中小企業等が主たる業種（売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省 が定める日本標準産業分類に基づく大分類の産業をいう。以下同じ。）又は 主たる事業（売上高構成比率の最も高い事業が属する、総務省が定める日本 標準産業分類に基づく中分類以下の産業をいう。以下同じ。）を変更するこ となく、新たな製品を製造し又は新たな商品若しくはサービスを提供するこ とにより、新たな市場に進出することをいう。」 
[新] : 「新市場進出 （新分野展開、 業態転換） i.新たな製品・商品・サービスを提供すること、又は提供方法を相当程度変更する こと ii.新たな市場に進出すること iii.新規事業の売上高が総売上高の 10%以上になること（付加価値額の場合は、 15％以上） i.から iii.を満たすこと。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「中小企業等が新たな製品を製造し又は新たな商品若しくはサービスを提供す ることにより、主たる業種を変更することなく、主たる事業を変更すること をいう。 ③ 業種転換」 
[新] : 「i.新たな製品・商品・サービスを提供すること ii.新たな市場に進出すること iii.主要な業種が細から中分類レベルで変わること i.から iii.を満たすこと。 ③ 業種転換 i.新たな製品・商品・サービスを提供すること ii.新たな市場に進出すること iii.主要な業種が中から大分類レベルで変わること i.から iii.を満たすこと。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「④ 事業再編」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「業態転換」 
[新] : 「国内回帰 会社法上の組織再編行為（合併、会社分割、株式交換、株式移転、事業譲渡）等 を補助事業開始後に行い、新たな事業形態のもとに、新市場進出（新分野展開、 業態転換）、事業転換、業種転換のいずれかを行うことをいう。 海外で製造等する製品について、その製造方法が先進性を有する国内生産拠点を 整備することをいう。」



テキストが削除されました�

テキスト

「⑤ 事業再編」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「中小企業等が新たな製品を製造し又は新たな商品若しくはサービスを提供す ることにより、主たる業種を変更することをいう。 製品又は商品若しくはサービスの製造方法又は提供方法を相当程度変更する ことをいう。 会社法上の組織再編行為（合併、会社分割、株式交換、株式移転、事業譲 渡）等を補助事業開始後に行い、新たな事業形態のもとに、新分野展開、事 業転換、業種転換又は業態転換のいずれかを行うことをいう。 ※ 「通常枠」、「大規模賃金引上枠」、「回復・再生応援枠」、「最低賃金枠」、「グリーン成長枠」及び「緊急対 策枠」のいずれの申請であっても、上記のいずれかの事業再構築の類型に該当する必要があります。」 
[新] : 「※ いずれの事業類型における申請であっても、上記のいずれかの事業再構築の類型に該当する必要があります。ただ し、⑤ 国 帰はサプライチェェェーン強靱化枠に申請する事業者のみ選択可能です。詳しくはサプライチェーン強靱化 枠の公募要領をご確認ください。」

フォントサイズ「10.56」が「9.12」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「15」 
[新] : 「17」
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https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「「回復・再生応援枠」、「最低賃金枠」については、他の事業類型と異なり、主要な設備の変更を求めません。詳 細は以下の事業再構築指針及びその手引きを参照ください。 ※ 事業計画は、事業再構築指針（ https://www.meti.go.jp/covid-19/jigyo_saikoutiku/index.html）を参照いただ き、認定経営革新等支援機関等（ https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/）とご相談の上で策定し てください。 （２）【売上高等減少要件】について」 
[新] : 「「最低賃金枠」、「物価高騰対策・回復再生応援枠」については、他の事業類型と異なり、主要な設備の変更を求 めません。詳細は事業再構築指針及びその手引きを参照ください。 （２） 【認定支援機関要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．事業計画は、認定経営革新等支援機関とご相談の上、確認を受けてください。「認定経営革 新等支援機関による確認書」を提出してください。 イ．補助金額が 3,000万円を超える事業計画は、金融機関及び認定経営革新等支援機関（金融機 関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）による確認を受けている必 要があります。補助金額が 3,000万円を超える事業計画は、「金融機関による確認書」を提 出してください。 （３） 【付加価値額要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．付加価値額とは、営業利益、人件費、減価償却費を足したものをいいます。 イ．成果目標の比較基準となる付加価値額は、補助事業終了月の属する（申請者における）決算」



テキストが挿入されました�

テキスト

「年度の付加価値額とします。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．「 2020年 4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前 （ 2019年又は 2020年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較して 10％以上減少してい ること」を満たさない場合には、以下の要件を満たすことでも申請可能です。 2020年 4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計付加価値額が、コロナ以前 （ 2019年又は 2020年１月～３月）の同３か月の合計付加価値額と比較して 15％以上減少し ていること イ .「任意の３か月」とは「 2020年 4月以降の連続する６か月間」の範囲内であれば連続した 3か 月である必要はありません。 ウ．「コロナ以前の同３か月」とは、原則、事業者が任意で選択した３か月と 2019年１月～ 12 月又は 2020年１月～３月の同３か月とします。 ※ コ ロナ以前（ 2020年 3月 31日以前）から創業を計画等しており、 2020年 4月 1日から 2020」 
[新] : 「（４） 【市場拡大要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．取り組む事業が、過去～今後のいずれか 10年間（※１）で、市場規模（製造品出荷額、売 上高等）が 10％以上拡大する（※２）業種・業態に属している必要があります。事務局が指 定した業種・業態（ https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/seichowaku_list.pdf）以外であっても、応募時に要件を満たす業種・業態であることを証するデータを提出し、認められた場合には対象となり得ます。 ※１ 期間については、過去 10年の場合、コロナによる特異的な影響を除外するため、原則コ ロナ前である 2019年までの期間としてください。コロナ後の期間を含んでいる場合でも、 コロナによる特異的な影響を受けていないと考えられる場合（例えば、コロナ後に市場規模 が急増したが、市場環境の変化によりそれが中長期的なトレンドであると考えられる場合） には可とします。 ※ ２ 業種・業態は、日本標準産業分類の小分類以下又はそれと同程度の粒度の業種・業態であ る必要があります。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「18」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「年 12月 31日までに創業した場合は、特例的に支援の対象となります。この場合、売上高減少 要件は、 2020年 4月以降の連続する 6か月間のうち任意の 3か月の合計売上高を、 2020年の 創業時から同年 12月末までの 1日当たり平均売上高の 3か月分の売上高と比較して算出してく ださい。なお、事業計画書において、コロナ以前から創業計画を有していたこと及び新型コ ロナウイルス感染症の影響により売上が減少していることを示していただく必要があります （例えば、 2020年 3月 31日より前に策定した創業計画の提出、自社が属する業種の売上が減 少していることを公的統計等を用いて示す 等）。」 
[新] : 「※３ 2019年だけ極端に値が上昇している等、上昇傾向にあると認められない場合は対象とな りません。 （認められる例） 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ① 90 億 92 億 94 億 96 億 98 億 100 億 102 億 104 億 106 億 108 億 110 億 ② 90 億 88 億 94 億 98 億 100 億 105 億 104 億 102 億 108 億 112 億 110 億 ①2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大しており、一貫して上昇トレンドにある。 ②2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大しており、前年に比して縮小している年もあるが、全体と して上昇トレンドにあると認められる。 （認められない例） 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ③ 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 90 億 110 億 ④ 90 億 100 億 110 億 120 億 130 億 140 億 150 億 140 億 130 億 120 億 110 億 ⑤ 90 億 90 億 90 億 91 億 91 億 91 億 92 億 92 億 92 億 93 億 93 億 ③2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大しているが、 2019 年だけ何かしらの事情で拡大している だけである可能性があり、上昇トレンドにあるとは判断できない。 ④2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大しているが、近年（ 2015年から 2019 年にかけて）下降 トレンドにある。 ⑤2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上拡大していない。 イ . 市場拡大要件を満たすことの説明書に、取り組む事業の業種・業態が事務局から指定され ている業種・業態であることを記載してください。取り組む事業が指定されていない業 種・業態である場合には、過去～今後のいずれか 10年間で、市場規模が 10％以上拡大す る業種・業態であることを示す信頼性の高いデータ・統計等（政府による公的統計や政府 文書による推計の他、業界団体等が作成した統計や推計、著名な第三者機関が公表してい る業界レポート等）を添付してください。また、その出典について明確に記載してくださ い。なお、審査の結果、市場拡大要件を満たすと認められなかった場合には、不採択とな ります。 ウ．①過去 10年間で市場規模が 10％以上縮小し、今後 10年間で市場規模が 10％以上拡大す る場合又は②過去 10年間で市場規模が 10％以上拡大し、今後 10年間で市場規模が 10％ 以上縮小する場合、【市場拡大要件】及び【市場縮小要件】の両方を満たしますが、その 場合「今後」のトレンドを優先します。①の場合は成長枠、②の場合は産業構造転換枠に のみ申請可能とします。また、「今後」のトレンドを優先した結果、成長枠の対象となら ないこととなる業種・業態の指定は、次回公募以降見直します。 エ . 小分類ベースで市場規模が 10％以上拡大するが、当該小分類に含まれる細分類ベースでは 市場規模が 10％縮小するというように、より細かい基準で妥当なデータ等が示された場合、 対象となる業種・業態の指定は次回公募以降見直します。 （例）第 10回公募時点で成長枠で小分類 000が指定されている。 小分類 000に含まれる細分類 0000ベースでは市場規模が 10％以上縮小しているこ とが確認できた場合の次回公募以降の指定。 【成長枠の指定】小分類 000（ただし、細分類 0000を除く） 【産業構造転換枠の指定】細分類 0000 （５） 【給与総額増加要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点が含まれる事業年度の給与支給総額を基準とし、補助事業終 了後の 3～ 5年の事業計画期間中、給与支給総額を年率平均で 2％（賃上げ加点を受ける事業 者は 3～ 5％。 )以上増加させる計画を作成し、適切に実行いただく必要があります。応募時」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ グリーン成長枠は、売上高等減少要件を課しませんので、創業間もない事業者も申請可能 です。 ※ 緊急対策枠は、売上高等減少要件の代わりに緊急対策要件を課しており、 2022年と 2021 年の売上高を比較して緊急対策要件を満たす場合は、 2021年以降に創業した事業者も補助対 象になり得ます。 ※ 罹災の影響を受けた場合（災害等の影響を受け、本来よりも 2019年の売上げが減っている 場合）に限り、 2020年 4月以降と罹災前を比較することも認められます。詳細については、 「売上高減少に係る証明の特例」をご確認ください。 （例） 2021年 8月に申請する場合、 2020年 4月以降の連続する６か月とは「 2020年 4月～ 2021年 7月」の期間における連続する 6か月を任意で指定する。当該期間における連続 する６か月を任意で指定したうちの３か月 (例えば、「 10月、 12月、２月」、「 2月、 6 月、 7月」等 )の合計売上高を算出。コロナ以前の同月（「 10月、 12月、２月」、「 2月、 6月、 7月」等）の合計売上高と比較して 10％以上減少していることを確認する。なお、 ２月については、 2019年２月又は 2020年２月と比較することが可能。 ※ 対象にならないケースの例 ・ 10月、 4月、 5月（ 10月が始点月となるため、 4月は 7か月目、 5月は 8か月目となる） ・ 1月、 2月、 7月（ 1月が始点月となるため、 7月は 7か月目となる）」 
[新] : 「に賃金引上げ計画の誓約書を提出してください。また、正当な理由無く、上記の水準に達し ていなかった場合には、その事業者名を公表します。 ※ 「応募時点で直近の事業年度の給与支給総額」 ≦ 「基準年度の給与支給総額」である必要があります。 応募以降に給与支給総額を引き下げることにより本要件を達成することは認められません。 また、補助率の引上げを受ける場合、６％以上の引上げ後に一時的に給与支給総額を引き下げることは認 められません。 例えば、令和 6年度に６％引上げた後、令和 7年度は同水準、令和 8年度以降は２％ずつ引上げる場合は認 められますが、令和 6年度に６％引上げた後、令和 7年度に 12％下げることによって、令和 8年度以降の 年率平均２％以上増加させる要件を容易に達成することは認めらず、継続的に賃金を引上げる必要があり ます。 イ . 給与支給総額の確認に当たって、法人の場合は、法人事業概況説明書の提出を求め、人件 費の欄に記載された金額で判断します。個人の場合は、所得税青色申告決算書の提出を求め、 給与賃金、専従者給与、青色申告特別控除前の所得金額の欄に記載された金額の合計で判断 します。 （６） 【補助率引上要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．成長枠・グリーン成長枠に申請する事業者で、補助率引上げを受ける場合には、補助事業 実施期間内に給与支給総額を年平均 6％以上引き上げると共に事業場内最低賃金を年額 45円 以上引上げる必要があります。応募時に、大規模賃上げ及び従業員増加計画書を提出してく ださい。記載内容の妥当性を審査し、補助率引上げの対象とするか決定します。 【報告対象年度】 ・ 採択日～補助事業完了期限日のいずれかの時点が含まれる事業年度 【補助率引上げ要件の基準年度】 ・ 報告対象年度の直前の事業年度 ※ 給与総額増加要件の基準年度とは異なる場合があります。 応募時点で直近の事業年度の給与支給総額 ≦ 基準年度の給与支給総額である必要があります。 また、応募時点で直近の事業年度の事業場内最低賃金 ≦ 基準年度の事業場内最低賃金である必要 があります。 応募以降に給与支給総額や事業場内最低賃金を引き下げることにより本要件を達成することは認めら れません。」
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テキスト

[旧] : 「エ．新型コロナウイルス感染症の影響によらない売上の減少は、対象外です。コロナ後に創業、 合併を行った場合や大規模な自然災害で事業が大きく変化した場合等、特殊要因による売上」 
[新] : 「（参考）報告対象年度及び基準年度の考え方（以下のいずれのパターンでも可） イ .補助率の引上げを受ける事業者は、実績報告後の初回の事業化状況報告において要件の達 成状況を確認します。確認できた場合には、補助率 1/6分（補助率引上げ分）の金額につい て、追加で支給します。ただし、事業終了後 3～ 5年の事業計画期間に給与支給総額を年率 平均 2％以上増加させることが出来なかった場合には、追加で支給した補助率 1/6分（補助 率引上げ分）の返還が必要です。 （７） 【市場縮小要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．現在の主たる事業が過去～今後のいずれか 10年間（※１）で、市場規模が 10％以上縮小 する（※２）業種・業態に属しており、当該業種・業態から別の業種・業態に転換する必 要があります。事務局が指定した業種・業態以外であっても、応募時に要件を満たす業 種・業態であることを証するデータを提出し、認められた場合には対象となり得ます。 ※１ 期間については、過去 10年の場合、コロナによる特異的な影響を除外するため、原則コ」

フォントサイズ「10.56」が「9.12」に変更されました。
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「高の増減については、別添 1（売上高減少等に係る証明書類について）を参照の上、申請に必 要となる証明書類を提出してください。 オ．付加価値額の算出方法は付加価値額要件における算出方法に準じます。また、期中に購入し た設備等の減価償却費については、購入した日から決算日までを月数で按分した金額に基づ き算出することが必要です。なお、付加価値額の減少についても、売上の減少と同様に、新 型コロナウイルス感染症の影響によらないものについては対象外となりますのでご注意くだ さい。 （３）【認定支援機関要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。」 
[新] : 「ロナ前である 2019年までの期間としてください。コロナ後の期間を含んでいる場合でも、 コロナによる特異的な影響を受けていないと考えられる場合（例えば、コロナ後に市場規模 が急増したが、市場環境の変化によりそれが中長期的なトレンドであると考えられる場合） には可とします。 ※ ２ 業種・業態は、日本標準産業分類の小分類以下又はそれと同程度の粒度の業種・業態であ る必要があります。 ※３ 2019年だけ極端に値が減少している等、下降傾向にあると認められない場合は対象とな りません。 （認められる例） 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ① 110 億 108 億 106 億 104 億 102 億 100 億 98 億 96 億 94 億 92 億 90 億 ② 110 億 110 億 100 億 104 億 104 億 105 億 100 億 98 億 96 億 90 億 92 億」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ア．事業計画は、認定経営革新等支援機関とご相談の上策定してください。 イ．事業計画を認定経営革新等支援機関と策定し、「認定経営革新等支援機関による確認書」を 提出してください。 ウ．補助金額が 3,000万円以下の事業計画は、認定経営革新等支援機関（地域金融機関、税理士等） と、補助金額が 3,000万円を超える事業計画は、金融機関及び認定経営革新等支援機関（金融 機関が認定経営革新等支援機関であれば当該金融機関のみでも可）と共同で策定する必要が あります。 3,000万円を超える事業計画は、「金融機関による確認書」を提出してください。 エ．新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、認定経営革新機関等にご相談される際は、 オンライン会議で行うことや、事前に電話等で問い合わせをした上でご訪問されることを推 奨します。 （４）【付加価値額要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。」 
[新] : 「①2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小しており、一貫して下降トレンドにある。 ②2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小しており、前年に比して拡大している年もあるが、全体と して下降トレンドにあると認められる。 （認められない例） 年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ③ 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 110 億 90 億 ④ 110 億 100 億 90 億 80 億 70 億 60 億 50 億 60 億 70 億 80 億 90 億 ⑤ 110 億 110 億 110 億 109 億 109 億 109 億 108 億 108 億 108 億 107 億 107 億 ③2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小しているが、 2019 年だけ何かしらの事情で縮小している だけである可能性があり、下降トレンドにあるとは判断できない。 ④2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小しているが、近年（ 2015年から 2019 年にかけて）上昇 トレンドにある。 ⑤2019 年の市場規模が 2009 年に比べて 10％以上縮小していない。 イ . 地域における基幹大企業が撤退することにより、市町村内総生産の 10％以上が失われると 見込まれる地域で事業を実施しており、当該基幹大企業との直接取引額が売上高の 10％以 上を占める事業者も対象となります。事務局が指定した地域で事業を実施しており、イを もって本要件を満たす場合は、指定した地域の自治体に市場縮小要件を満たすことの説明 書（基幹大企業撤退）を提出し、確認を受けてください。 ウ . 市場縮小要件を満たすことの説明書（市場規模縮小）に現在の業種・業態が事務局から指 定されている業種・業態であることを記載してください。指定されていない業種・業態で ある場合には、過去～今後のいずれか 10年間で、市場規模が 10％以上縮小する業種・業 態であることを示す信頼性の高いデータ・統計等を添付してください。また、その出典に ついて明確に記載してください。審査の結果、市場縮小要件を満たすと認められなかった 場合には不採択となります。 エ . ①過去 10年間で市場規模が 10％以上縮小し、今後 10年間で市場規模が 10％以上拡大する場 合又は②過去 10年間で市場規模が 10％以上拡大し、今後 10年間で市場規模が 10％以上縮 小する場合、【市場拡大要件】及び【市場縮小要件】の両方を満たしますが、その場合 「今後」のトレンドを優先します。①の場合は成長枠、②の場合は産業構造転換枠にのみ 申請可能とします。また、「今後」のトレンドを優先した結果、産業構造転換枠の対象と ならないこととなる業種・業態の指定は、次回公募以降見直します。 オ . 小分類ベースで市場規模が 10％以上縮小するが、当該小分類に含まれる細分類ベースでは 市場規模が 10％拡大するというように、より細かい基準で妥当なデータ等が示された場合、 対象となる業種・業態の指定は次回公募以降見直します。 （例）第 10回公募時点で産業構造転換枠で小分類 000が指定されている。 小分類 000に含まれる細分類 0000ベースでは市場規模が 10％以上拡大しているこ とが確認できた場合の次回公募以降の指定。 【成長枠の指定】細分類 0000 【産業構造転換枠の指定】小分類 000（ただし、細分類 0000を除く） （８） 【売上高等減少要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．「 2022年 1月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、 2019~2021年の同３か月の合計売上高と比較して 10％以上減少していること」を満た さない場合には、以下の要件を満たすことでも申請可能です。 2022年 1月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計付加価値額が、 2019~2021年の同３か月の合計付加価値額と比較して 15％以上減少していること」

フォントサイズ「10.56」が「9.12」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「22」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ア．付加価値額とは、営業利益、人件費、減価償却費を足したものをいいます。 イ．成果目標の比較基準となる付加価値額は、補助事業終了月の属する（申請者における）決算 年度の付加価値額とします。 （５）【賃金引上要件】について」 
[新] : 「イ .「任意の３か月」とは「 2022年 1月以降の連続する６か月間」の範囲内であれば連続した 3か月である必要はありません。 ウ．付加価値額の算出方法は付加価値額要件における算出方法に準じます。また、期中に購 入した設備等の減価償却費については、購入した日から決算日までを月数で按分した金額 に基づき算出することが必要です。 （９） 【最低賃金要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．全従業員数については、 2021年 10月から 2022年 8月までの間の対象月とする 3か月それ ぞれの申請時点の常勤従業員数を基準とします。常勤従業員は、中小企業基本法上の「常 時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とす る者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、 2か月以内の期間を定めて使用さ れる者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含 まれません。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「イ．要件を満たす従業員数については、小数点以下を繰り上げて算出してください。 （例）全従業員数が 25人の場合」



テキストが挿入されました�

テキスト

「25人（全従業員数）× 10％＝ 2.5人」



テキストが挿入されました�

テキスト

「⇒ 要件を満たす従業員が 3人以上である必要があります。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「ウ．事業場内最低賃金が最低賃金＋ 30円以内であるかを確認するため、「賃金台帳」の提出 を求めます。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「エ．最低賃金額については、厚生労働省 HPの地域別最低賃金額を参照してください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了月の事業場内最低賃金を基準と」 
[新] : 「（１０） 【グリーン成長要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．令和 3年 6月 18日付で策定された「 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 において、「実行計画」が策定されている 14分野に関し、各分野ごとに「現状と課題」と して記載のある「課題」の解決に資する取組であることが必要となります。 14分野のうち どの分野のどの課題の解決に資する取組であるかあらかじめご確認ください。 （参考）令和 3年 6月 18日付「 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 【概要資料】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「します。ただし、当該事業場内最低賃金が、申請時点の事業場内最低賃金を下回る場合には、申請時点の事業場内最低賃金を基準とします。」 
[新] : 「https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_gaiyou.pdf 【本体資料】 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_honbun.pdf」

フォントサイズ「10.56」が「7.92」に変更されました。
フォントカラーが変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「イ．申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を従業員等に表明することが必要です。交付 後に表明していないことが発覚した場合は、補助金額の返還を求めます。 ウ．予見できない大きな事業環境の変化に直面するなどの正当な理由なく、事業計画期間終了時 点において、事業場内最低賃金を年額４５円以上の水準で引き上げることが出来なかった場 合、通常枠の従業員規模毎の補助上限額との差額分について補助金を返還する必要がありま」 
[新] : 「イ .（エントリーに申請される場合） アの取組に関連する 1年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上に対する人材 育成（※ ） を行うことについて、研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書として提 出いただく必要があります。表１：審査項目の（５）グリーン成長点については、当該研 究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書に基づき審査を行いますので、詳細に記載し てください。 （※ ） 人材育成については、従業員の 5％以上が年間 20時間以上の外部研修又は専門家を招」



テキストが挿入されました�

テキスト

「いた OJT研修を受けることが必要となります。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「（スタンダードに申請される場合） アの取組に関連する 2年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上に対する人材 育成（※ ） を行うことについて、研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書として提 出いただく必要があります。表１：審査項目の（５）グリーン成長点については、当該研 究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書に基づき審査を行いますので、詳細に記載し てください。 （※ ） 人材育成については、従業員の 10％以上が年間 20時間以上の外部研修又は専門家を 招いた OJT研修を受けることが必要となります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「す。 （６）【従業員増員要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了時点の常勤従業員数を基準とし ます。ただし、当該常勤従業員数が、申請時点の常勤従業員数を下回る場合には、申請時点 の常勤従業員数を基準とします。常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」 をいい、労働基準法第20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」と解されます。こ れには、日々雇い入れられる者、2か月以内の期間を定めて使用される者、季節的業務に4か月以 内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含まれません。 イ．増員する必要がある従業員数については、小数点以下を繰り上げて算出してください。 （例）補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了時点で従業員数が 150人、」 
[新] : 「ウ .既に過去の公募回で採択（※ 辞 退した場合を除く）又は交付決定を受けている事業者がグリ ーン成長枠に申請する場合は、【別事業要件】、【能力評価要件】について確認し、一定の 減点を行った上で、採否を判断します。申請に当たっては、「別事業要件及び能力評価要件 の説明書」を提出してください。ただし、支援を受けることができる回数は 2回を上限としま す。 （１１） 【再生要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており（※１）、 応募申請時において以下のいずれかに該当している必要があります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「17」 
[新] : 「23」
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テキストが削除されました�

テキスト

「事業計画期間 5年の企業の場合 150（従業員数）×8.5％（初年度 1.0％＋事業計画期間年率平均 1.5％×5年）＝ 12.75 ⇒ 13人以上の増員が必要 ウ．予見できない大きな事業環境の変化に直面するなどの正当な理由なく、事業計画期間終了時 点において、従業員数を年率平均 1.5％以上（初年度は 1.0％以上）増加させることが出来な かった場合、通常枠の従業員規模毎の補助上限額との差額分について補助金を返還する必要 があります。 （７）【回復・再生要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．以下のうち、いずれかの条件を満たすことが必要です。 ①2021年 10月以降のいずれかの月の売上高が対 2020年又は 2019年同月比で 30％以上減少 していること ②中小企業活性化協議会等から支援を受け再生計画等を策定していること アで①を選択する場合、以下の条件で代替することが可能です。 ①‘2021年 10月以降のいずれかの月の付加価値額が対 2020年又は 2019年同月比で 45％以 上減少していること アで②を選択する場合、中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援 を受けており（※１）、応募申請時において以下のいずれかに該当している必要があります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「再生計画等を「策定済」かつ応募締切日から遡って３年以内（令和 2年 3月 25日以降） に再生計画等が成立等した者」 
[新] : 「再生計画等を「策定済」かつ応募締切日から遡って３年以内（令和２年 6月 30日以 降）に再生計画等が成立等した者」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「以下に掲げる計画に関する支援を受けている者（同計画に基づき事業譲渡を受ける （又は受けた）者を含む）。 1. 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）が策定を支援した再生計画」 
[新] : 「以下に掲げる計画に関する支援を受けている者（同計画に基づき事業譲渡を受け る（又は受けた）者を含む）。 1. 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）が策定を支援した再生計 画」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「6．中小企業の事業再生等のための私的整理手続（中小企業版私的整理手続）に基づい て策定した再生計画（令和４年４月１５日から適用開始）」 
[新] : 「6．中小企業の事業再生等のための私的整理手続（中小企業版私的整理手続）に基づ いて策定した再生計画（令和４年４月１５日から適用開始）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「独立行政法人中小企業基盤整備機構が出資した中小企業再生ファンドが策定を支援 した再生計画」 
[新] : 「独立行政法人中小企業基盤整備機構が出資した中小企業再生ファンドが策定を支 援した再生計画」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「条の規定による支援決 定を行った事業再生計画」 
[新] : 「条の規定による支援 決定を行った事業再生計画」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「条 の規定による再生支援決定を行った事業再生計画」 
[新] : 「条の規定による再生支援決定を行った事業再生計画」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「条第１項の調停条項によるもの を除く。）又は同法第」 
[新] : 「条第１項の調停条項による ものを除く。）又は同法第」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「18」 
[新] : 「24」
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https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm

https://www.chusho.meti.go.jp/faq/faq/faq01_teigi.htm

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/minimumichiran/

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_gaiyou.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_honbun.pdf

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（８）【最低賃金要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．全従業員数については、 2021年 10月から 2022年 8月までの間の対象月とする 3か月それぞれ の申請時点の常勤従業員数を基準とします。常勤従業員は、中小企業基本法上の「常時使用す る従業員」をいい、労働基準法第20条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」と解さ れます。これには、日々雇い入れられる者、2か月以内の期間を定めて使用される者、季節的業 務に4か月以内の期間を定めて使用される者、試みの使用期間中の者は含まれません。 イ．要件を満たす従業員数については、小数点以下を繰り上げて算出してください。 （例）全従業員数が 25人の場合 25人（全従業員数）×10％＝ 2.5人 ⇒ 要件を満たす従業員が 3人以上である必要があります。 ウ．事業場内最低賃金が最低賃金＋ 30円以内であるかを確認するため、「賃金台帳」の提出を求 めます。 エ．最低賃金額については、厚生労働省 HPの地域別最低賃金額を参照してください。 （９）【グリーン成長要件】について」 
[新] : 「（１２）【卒業要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．応募申請時点の法人規模に応じ、以下の規模に成長する必要があります。 ・ 応募申請時点で中小企業 ⇒ 特定事業者、中堅企業又は大企業に成長 ・ 応募申請時点で特定事業者 ⇒ 中堅企業又は大企業に成長 ・ 応募申請時点で中堅企業 ⇒ 大企業に成長」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．令和 3年 6月 18日付で策定された「 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 において、「実行計画」が策定されている 14分野に関し、各分野ごとに「現状と課題」とし て記載のある「課題」の解決に資する取組であることが必要となります。 14分野のうちどの 分野のどの課題の解決に資する取組であるかあらかじめご確認ください。 （参考）令和 3年 6月 18日付「 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」 【概要資料】 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_gaiyou.pdf 【本体資料】 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ggs/pdf/green_honbun.pdf イ . アの取組に関連する 2年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上に対する人材育 成（※ ）を行うことについて、研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書として提出いた だく必要があります。表２：審査項目の（５）グリーン成長点については、当該研究開発・技 術開発計画書又は人材育成計画書に基づき審査を行いますので、詳細に記載してください。 （※ ）人材育成については、従業員の 10％以上が年間 20時間以上の外部研修又は専門家を招 いた OJT研修を受けることが必要となります。 ウ . 既に過去の公募回で採択（※ 辞退した場合を除く）又は交付決定を受けている事業者がグリー ン成長枠に申請する場合は、【別事業要件】、【能力評価要件】について確認し、一定の減点 を行った上で、採否を判断します。申請に当たっては、「別事業要件及び能力評価要件の説明 書」を提出してください。ただし、支援を受けることができる回数は 2回を上限とします。 （１０） 【緊急対策要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア . 「足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けたことにより、 2022年 1月以 降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、 2019年～ 2021年の同３か月 の売上高と比較して 10％以上減少していること」を満たさない場合には、以下の要件を満た すことでも申請可能です。 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けたことにより、 2022年 1月以降 の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計付加価値額が、 2019年～ 2021年の同３か 月の付加価値額と比較して 15％以上減少していること」 
[新] : 「イ．補助事業者が、アに規定する法人規模に成長した場合であっても、応募申請時点よりも資本 金又は従業員数が減少している場合は、本要件を満たさないものとします。 ウ．各規模への成長に当たっては、資本金及び従業員数の両方が基準以上となる必要がござい ますのでご注意ください。また、みなし中堅企業、みなし大企業になることをもって本要 件を満たすことはできません。 エ．卒業計画書に応募申請時点での従業員数・資本金、及び補助事業実施期間終了後３～５年ま でにどのように従業員数・資本金を伸ばしていく予定か記載してください。記載内容の妥当 性を審査し採択案件を決定します。 オ．卒業促進枠に採択された場合でも、事業計画期間終了までに法人規模の成長を達成出来なか った場合は、要件未達として、本枠に係る補助金は支給されません（成長枠又はグリーン成 長枠に係る補助金は、成長枠又はグリーン成長枠の要件等を充足する場合支給されます）。 ※ アに規定する特定事業者は、中小企業等経営強化法第２条第５項に規定する特定事業者（同条第１項に規定 する中小企業者を除く。）を指します。 （１３） 【賃金引上要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了月の事業場内最低賃金を基準と します。ただし、当該事業場内最低賃金が、申請時点の事業場内最低賃金を下回る場合には、 申請時点の事業場内最低賃金を基準とします。 イ．申請時点で、申請要件を満たす賃金引上げ計画を従業員等に表明することが必要です。また、 大規模賃上げ及び従業員増加計画書の提出が必要です。これらの記載内容の妥当性を審査し 採択案件を決定します。 ウ．採択された場合でも、事業計画期間終了時点において、事業場内最低賃金を年額４５円以上 の水準で引き上げることが出来なかった場合、大規模賃金引上促進枠の要件未達として、本 枠に係る補助金は支給されません（成長枠又はグリーン成長枠に係る補助金は、当該枠の要 件等を充足する場合支給されます）。 （１４） 【従業員増員要件】について 応募申請にあたり、以下の点に留意してください。 ア．補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の前年度の終了時点の常勤従業員数を基準とし、 補助事業計画期間終了までに増員を行う必要があります。ただし、当該常勤従業員数が、申 請時点の常勤従業員数を下回る場合には、申請時点の常勤従業員数を基準とします。常勤従 業員は、中小企業基本法上の「常時使用する従業員」をいい、労働基準法第 20条の規定に基づく 「予め解雇の予告を必要とする者」と解されます。これには、日々雇い入れられる者、 2か月以 内の期間を定めて使用される者、季節的業務に 4か月以内の期間を定めて使用される者、試みの 使用期間中の者は含まれません。 イ．増員する必要がある従業員数については、小数点以下を繰り上げて算出してください。ただ し、最低でも事業計画期間×１人以上の増員を行う必要があります。 （例） ・ 補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の終了時点で従業員数が 20人、事業計画期間 ３年の企業の場合 20（従業員数）× 4.5％（事業計画期間年率平均 1.5%×3年）＝ 0.9＜３（事業計画期間） ⇒ 事 業計画期間 3年の場合、最低 3人の増員が必要 ・ 補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度の終了時点で従業員数が 150人、事業計画期間 5年の企業の場合 150（従業員数）× 7.5％（事業計画期間年率平均 1.5％×5年）＝ 11.25 ⇒12人以上の増員が必要 ウ．大規模賃上げ及び従業員増加計画書に従業員を増加させる計画を記載し提出する必要があり ます。記載内容の妥当性を審査し採択案件を決定します。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「19」 
[新] : 「25」
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テキストが挿入されました�

テキスト

「エ．事業計画期間終了時点において、従業員数を年率平均 1.5％以上増加させることが出来なかっ た場合、大規模賃金引上促進枠の要件未達として、本枠に係る補助金は支給されません（成 長枠又はグリーン成長枠に係る補助金は、成長枠又はグリーン成長枠の要件等を充足する場 合支給されます）。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ウ．連携体の中に、申請要件を満たさない事業者がいた場合には、その連携体の申請は不採択と して取り扱いますのでご注意ください。 エ . 連携体として一つの事業類型を選択して申請してください。連携体の中に、選択した事業類 型における要件を満たさない事業者がいた場合には、通常枠で審査されます。 オ．売上高等減少要件については、①①者で要件を満たす、②②携体を構成するすべての者の合 計で要件を満たすのいずれかを選択可能です。ただし、② の にははは、合計する月について は、すべての者で同じ月を選択する必要があります。また、代表者は、申請に用いる月の各 者及び合計の売上高又は付加価値額が分かる書類を作成の上、追加で電子申請の際に添付し てください。 カ．事業再構築要件については、連携体を構成する各者がそれぞれ要件を満たすことが必要です。 事業計画書の提出とは別に、それぞれの者が事業再構築要件を満たすことについて、「連携 体各者の事業再構築要件についての説明書類（連携体構成員用）」に記載して提出してくだ さい。なお、通常枠以外の事業類型を選択した場合、各者が事業類型毎の要件を満たすこと が必要です。 キ．複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は、認定支援機関要件は、補助金額が 3,000万 円を超える事業計画について、金融機関と協同で策定することを除いて免除されます。した がって、補助金額が 3,000万円を超える事業者が連携体に含まれる場合には、当該事業者に ついては、連携体全体で策定される事業計画書について、それぞれが金融機関に参画頂き、 共同で事業計画を策定する必要があります。この場合、補助金額 3,000万円を超える事業者 がそれぞれ「金融機関による確認書」を提出してください。 ク．加点項目については、連携体を構成する事業者の半数以上が条件に該当する場合に限り加点 されます。 ケ．採択された場合は、すべての事業者が個々に交付決定を受け、補助事業を実施する必要があ」 
[新] : 「ウ．連携体として一つの事業類型を選択して申請してください（成長枠・グリーン成長枠におけ る補助率上乗せ、及び卒業促進枠・大規模賃金引上促進枠については、個者ごとに活用する か否かをご検討いただけます。個者ごとに所定の様式等を提出してください。）。連携体の 中に、連携体として選択した事業類型の申請要件を満たさない事業者がいた場合には、その 連携体の申請は不採択として取り扱いますのでご注意ください。 エ．最低賃金枠又は物価高騰対策・回復再生応援枠に申請する場合の売上高等減少要件について は、①各者で要件を満たす、②②携体を構成するすべての者の合計で要件を満たすのいずれ かを選択可能です。ただし、②②場合には、合計する月については、すべての者で同じ月を 選択する必要があります。また、代表者は、申請に用いる月の各者及び合計の売上高又は付 加価値額が分かる書類を作成の上、追加で電子申請の際に添付してください。 オ．事業再構築要件については、連携体を構成する各者がそれぞれ要件を満たすことが必要です。 事業計画書の提出とは別に、それぞれの者が事業再構築要件を満たすことについて、「連携 体各者の事業再構築要件についての説明書類（連携体構成員用）」に記載して提出してくだ さい。 カ．複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は、認定支援機関要件については、補助金額が 3,000万円を超える事業計画について、金融機関の確認を受けていることを除いて、免除さ れます。したがって、補助金額が 3,000万円を超える事業者が連携体に含まれる場合には、 当該事業者については、連携体全体で策定される事業計画書について、それぞれが金融機関 の確認を受けている必要があります。この場合、補助金額 3,000万円を超える事業者がそれ ぞれ「金融機関による確認書」を提出してください。 キ．加点項目については、連携体を構成する事業者の半数以上が条件に該当する場合に限り加点 されます。 ク．採択された場合は、すべての事業者が個々に交付決定を受け、補助事業を実施する必要があ」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「コ . みなし同一法人（ P9参照）同士が連携する計画は、重複申請にあたり、不採択となりますの でご注意ください。」 
[新] : 「ケ．２．補助対象者に規定するみなし同一法人同士が連携する計画は、重複申請にあたり、不採 択となりますのでご注意ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「10のうちいずれか小さい数を基礎として、当該基礎となる対象組 合員の従業員数に応じた補助上限額を積み上げた額を補助上限額とします。」 
[新] : 「10のうちいずれか小さい数を基礎として、当該基礎となる対象 組合員の従業員数に応じた補助上限額を積み上げた額を補助上限額とします。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「16者（※ ） である組合が、通常枠で申請する場合 （※ ）16者の内訳…従業員」 
[新] : 「16者（※）である組合が、成長枠で申請する場合 （※ ）16者の内訳… 従 業員」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「20」 
[新] : 「26」





LRSS O EREE =8,000/5F%x4%& +6,000/5Fx4& = 5.6/8M
(B12) MRESEEN'32E (%) THDIEEN . BERTHFIDHE
(%) 32EBDAER - EEB20 AL T OHR/NEENBE, EEE21~50 ADF/NEENSE, EFXE51~
100 ADHF/NEZEN8E. REE101 AL EDH/NEENBE
—32x1/2=16&£7133 2 EMNS. 10E OB EIREEZEH EIF =8N B LIREEE 72D,
HAAEDMHE) L IRER =8,000/5Fx8%& +6,00075F x 2%E = 7.6/8M

. HHEDBHREIC DT, EXREEMEEINONIERZIRHE LU TIIZS0N,

2. It%’fﬁﬁiéh“4ﬂ5b‘@$¥%¥ﬁ’tﬁLfCM%%%%"CEé;&&U%ﬂ/—\%d)ﬁd)h“% 1=
IZHDERMFEORM. HEEDFEDRE., KiifsE - RERE - HE - BHREHR. KA
DISNNDREBEZITOETHDICENMBELRDFT,

T. ATEHFERFIC, AMEEECIMDBED CE(CDNT,. BEDFBREF/CVNDIENER TS
DICRDIBENNDE LD T,

. UECDWT, BERHICE T 2HEE (SEKN) ODATZEFHAI AT LANSERIA
<ENHDFET.

(13) =oft
ICEHERECHIED. UTORICEBELTIZEU,

- FHEIEEEN 1,000 FAZBRDFEM T, AFR(CKDEFR UM EFOME X 5z R E
UT. RICEDDHREIEZ®BIZIRRX (IILF (FHEIEDOZMIWRTH DR, =iEFaTR
EUT. BREE (BRKEZE0. ) (CLDIEEZMEITDIED) NOMAEF RS ZL(CD
WCRBULTWEREEFT, ZEL. IEREEE(CH D TE. CORDTEZRL, RIEX(FH
BIACHKDDEEZRME T 2L TEELXADDFEA.

IRREEEE AR (HERMAREIS 30%5E)
- FUNMEEF 30%BLE
- REXPERE  40%BLE
XRIRPERE - I\FIRSERE (L. EEESHN. REXTOMERE - B - IREET(E 20
AR, #5828 - VB3 - —EXETE S5 AUMTOSHXFMEANFZEFZENFET,
RPN BERERESSIREN(C. B2 - HBENOIMAZRIBHERIRH U TVEEEET,
- [duhibEEIHEEIE BEXIEY N~ Z=SY/Rplus]  (https://mirasapo-plus.go.jp/) @
BEFHFEUR— b TEEMBEREERO L. TS OTOHREEET PDF AL, 2HUT
WZIZEFT . (BFEMBBROEREG. O—HINRFI—DTDL—F—Fv— 6 EEZS
ZLLUTVBREDTY)
(BE) » [B£BHEEMDE] 2HELEVAEG [SS5Y7K plus DIRMEY =170 ]
https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf

- FAEALDDOUNEINTEE S, BIIESE0OREEDOAT TS EE%E FIREUET.
- BUF OB BRI IC. 2259 () . A, U I ROHBISBEREREZEDRESE
DINRTCDBEDFHRENTTIDCENMVEBERDET,
> BER. ARIESSS| b OHE - BADER. RIEESR. BRR
STBREBMNS12MAMA (22U, FIRERANS140MEZDORZET) .
> JU—> R
STABREBMNS14NMBMUA (22U, FIREXRENS160BEDORET) . |
X HBEORBREFN TH D> TH. BHEENSEAIEFOAREZZITEIHBE. DM3E 128 20
BHUBE(CEEAZZN (FE) SHTOIEBRICEIIRER. 1¥6l& bt%@ﬁbij%&ﬁﬁé:@“%:t
NTEFET., FUKIE 8. BFIEFHBOFHE] 2SBULTIEEL,

- LUTF(CEZE T HAIC(E. FRIRRIIZAIHCH ERDFE T,
© ARAFBEMRICTEIDRNESE
@ BANLGSEEBBEORMORFZMIL(TINER(IEZFEL. BELITZITOIEE

21



https://mirasapo-plus.go.jp/

https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「8,000万円× 4者＋ 6,000万円× 4者＝ 5.6億円 （例２）対象組合員数が 32者（※ ） である組合が、通常枠で申請する場合 （※ ）32者の内訳…従業員」 
[新] : 「7,000万円× 4者＋ 5,000万円× 4者＝ 4.8億円 （例２）対象組合員数が 32者（※）である組合が、成長枠で申請する場合 （※ ）32者の内訳… 従 業員」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「8,000万円× 8者＋ 6,000万円× 2者＝ 7.6億円」 
[新] : 「7,000万円× 8者＋ 5,000万円× 2者＝ 6.6億円」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ウ．主たる構成員が何らかの事業を実施している事業者であること及び組合そのものが組合員の ための金融手段の提供、組合員の事業の調整、技術指導・経営指導・教育・情報提供、検査 以外の実事業を行う者であることが必要となります。 エ．交付申請時に、本補助事業に取り組むことについて、総会の議決を得ていることが確認でき る証憑の提出が必要となります。 オ．以上について、組合特例に関する確認書（参考様式）の内容を電子申請システムから登録頂 く必要があります。 （１３）その他」 
[新] : 「ウ．主たる構成員が何らかの事業を実施している事業者であること及び組合そのものが組合員 のための金融手段の提供、組合員の事業の調整、技術指導・経営指導・教育・情報提供、 検査以外の実事業を行う者であることが必要となります。 エ．交付申請時に、本補助事業に取り組むことについて、総会の議決を得ていることが確認で きる証憑の提出が必要となります。 オ．以上について、組合特例に関する確認書（参考様式）の内容を電子申請システムから登録 頂く必要があります。 （１７）注意事項」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「「 事業再構築補助金」を申請したい方向け「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf」 
[新] : 「「事業再構築補助金」を申請したい方向け「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「以下の補助事業実施期間に、契約（発注）、納入、検収、支払及び補助事業実績報告書の提出等」 
[新] : 「以下の期間内に、契約（発注）、納入、検収、支払及び補助事業実績報告書の提出等」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「通常枠、大規模賃金引上枠、回復・再生応援枠、最低賃金枠、緊急対策枠」 
[新] : 「成長枠、産業構造転換枠、最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠」



テキストが挿入されました�

テキスト

「• 卒業促進枠、大規模賃金引上促進枠 → 交 付決定日から成長枠・グリーン成長枠の事業計画期間終了まで」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「補助金の交付決定前であっても、事務局から事前着手の承認を受けた場合、令和３年 12月 20 日以降に購入契約（発注）等を行った事業に要する経費を、特例として補助対象経費とすること ができます。詳しくは、「８．事前着手申請の手続き」を参照してください。 ・ 以下に該当する場合には、不採択又は交付取消となります。 ① 本公募要領にそぐわない事業」 
[新] : 「交付決定後自己の責任によらないと認められる理由により、補助事業実施期間内に完了する ことができないと見込まれる場合には事故等報告を提出してください。 ※ サプライチェーン強靱化枠についてはサプライチェーン強靱化枠の公募要領をご確認ください。 ※ 最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠に申請する事業者は、補助金の交付決定前であっ ても、事務局から事前着手の承認を受けた場合、令和 4年 12月 2日以降に購入契約（発注）等 を行った事業に要する経費を、特例として補助対象経費とすることができます。詳しくは、 「８．事前着手申請の手続き」を参照してください。 ・ 以下に該当する場合には、不採択又は交付取消となります。本事業に採択された場合であっても、 交付審査において以下に該当すると判明した場合には、採択取消となりますでご注意ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「21」 
[新] : 「27」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「グループ会社（P9～10 に記載する【みなし同一法人】に当てはまる他の会社）が既に実施し ている事業を実施するなど、再構築事業の内容が、容易に実施可能である事業 ④ 不動産賃貸、駐車場経営、暗号資産のマイニング等、専ら資産運用的性格の強い事業」 
[新] : 「グループ会社（２．補助対象者に規定する【みなし同一法人】に当てはまる他の会社）が既に 実施している事業を実施するなど、再構築事業の内容が、容易に実施可能である事業 ③ 不動産賃貸、駐車場経営、暗号資産のマイニング等、実質的な労働を伴わない事業又は専ら資 産運用的性格の強い事業」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「次産業分野に取り組む場合に必要な経費は、補助対象となります。2 次又は」 
[新] : 「次産業分野に取り組む場合に必要な経費は、補助対象となります。 2次又は」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※ ただし、厚生労働省の産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）との併用は可能。 ・ 厚生労働省ホームページ： https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufu kin/sankokinjigyou-saikouchiku.html」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「その他申請要件を満たさない事業」 
[新] : 「その他制度趣旨・本公募要領にそぐわない事業」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「22」 
[新] : 「28」
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https://gbiz-id.go.jp/top/index.html

テキストが削除されました�

テキスト

「又は暫定プライムアカウント」



テキストが挿入されました�

テキスト

「採 知 知 知」



テキストが削除されました�

テキスト

「事 状況報告告告・知的財産権等報告」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「23」 
[新] : 「29」
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https://gbiz-id.go.jp/top/index.html

https://gbiz-id.go.jp/top/rules/rules.html

https://gbiz-id.go.jp/top/rules/rules.html

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「9回の公募スケジュールは以下のとおりです。」 
[新] : 「10回の公募スケジュールは以下のとおりです。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「1月 16日（月）」 
[新] : 「3月 30日（木）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「3月 24日（金） 18： 00」 
[新] : 「6月 30日（金） 18： 00 採択発表：令和 5年 8月下旬～ 9月上旬頃（予定）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「第 9回の採択発表は、令和 5年 6月上旬～中旬頃を予定しています。」 
[新] : 「また、申請の前に、必ず事務局が実施する説明会に参加してください。説明会の詳細は、事務局 HPを確認してください。」

フォント「Meiryo」が「Meiryo-Bold」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「採択の決定後、採択・不採択の結果を事務局から通知します。採択となった案件については、受 付番号、商号又は名称（法人番号を含む）、補助事業計画名（ 30字程度）、事業計画書の概要 （ 100字程度）、認定経営革新等支援機関名等を公表します。また、審査の結果については、今後 のフォローアップの参考として事業計画の策定を行った認定経営革新等支援機関等に対して通知す る場合があります。」 
[新] : 「採択の決定後、採択・不採択の結果を事務局から通知します。採択となった案件については、商 号又は名称（法人番号を含む）、補助事業計画名（ 30字程度）、事業計画書の概要（ 100字程度）、 認定経営革新等支援機関名等を公表します。また、審査の結果については、今後のフォローアップ の参考として事業計画の確認を行った認定経営革新等支援機関等に対して通知する場合があります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「採択決定後、補助対象経費を精査していただき、補助金の交付申請手続きを行っていただきます （詳細な手続きは、「補助事業の手引き」を参照してください）。なお、採択により生じる交付申 請を行う権利を交付決定前に他者に承継することはいかなる理由においても認められません。採択 事業者以外が交付決定を受けることはできませんのでご注意ください。この際、事務局の審査の結 果、計上された経費が補助対象外であると判断されるときは、交付決定額が減額となる場合があり ますので、予めご了承ください。なお、交付決定額は、採択決定時点の補助金申請額を上回ること はできませんのでご注意ください。また、交付決定後に補助事業実施場所を変更することは原則と して認められません。事業計画期間中、事業化状況報告書等の内容から各認定経営革新等支援機関 等のフォローアップ状況を調査し、各認定支援機関ごとに、その結果を公表いたします。」 
[新] : 「採択後、補助対象経費を精査していただき、補助金の交付申請手続きを行っていただきます（詳 細な手続きは、「補助事業の手引き」を参照してください）。なお、交付決定前に、事業譲渡、会 社分割等を行うことにより、採択により生じる交付申請を行う権利を他者に承継することはいかな る理由においても認められません。事業譲渡を受けた者等の採択事業者以外の者が交付決定を受け ることはできませんのでご注意ください。 交付申請に基づく事務局の審査の結果、計上された経費が補助対象外であると判断されるときは、 交付決定額が減額となる場合がありますので、予めご了承ください。なお、交付決定額は、採択決 定時点の補助金申請額を上回ることはできませんのでご注意ください。また、交付決定後に補助事 業実施場所を変更することは原則として認められません。事業計画期間中、事業化状況報告書等の 内容から各認定経営革新等支援機関等のフォローアップ状況を調査し、各認定支援機関ごとに、 その結果を公表いたします。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「24」 
[新] : 「30」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「のとなります。ただし、事務局から事前着手の承認を受けた場合には、令和３年 12月 20日以降に発生 した経費についても補助対象とすることが可能です。」 
[新] : 「のとなります。ただし、最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠に申請する事業者で、事務局か ら事前着手の承認を受けた場合には、令和 4年 12月 2日以降に発生した経費についても補助対象とする ことが可能です。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※ ４」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「店舗等の賃借料、貸工場・貸店舗等への移転費等）※４ ※1 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）におけ」 
[新] : 「店舗等の賃借料、貸工場・貸店舗等への移転費等）※6 ※1 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）におけ」



テキストが挿入されました�

テキスト

「費は対象になりませんのでご注意ください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「費は対象になりませんのでご注意ください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「契約満了に伴う原状回復など、補助事業実施の有無にかかわらず発生する費 用は補助対象外となります」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※5」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※6 一時移転に係る経費は補助対象経費総額の 1／ 2を上限として認められます。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※5」



テキストが削除されました�

テキスト

「一時移転に係る経費は補助対象経費総額の1／2を上限として認められます。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※7」



テキストが削除されました�

テキスト

「※6」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※8」



テキストが削除されました�

テキスト

「※7」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「25」 
[新] : 「31」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見積もりを取得し ている場合には、中古設備も対象になります。」 
[新] : 「３者以上の古物商の許可を得ている中古品流通事業者から、型式や年式が記載 された相見積もりを取得している場合には、中古設備も対象になります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「の経費を補助対象とすることができます（※ ２ の謝金単価に準じるか、依頼内」 
[新] : 「の経費を補助対象とすることができます（※２の謝金単価に準じるか、依頼内」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師等：１日５万円以下」 
[新] : 「大学教授、弁護士、弁理士、公認会計士、医師：１日５万円以下」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ITコーディネータ等：１日４万円以下」 
[新] : 「ITコーディネータ：１日４万円以下 ・上記以外： 1日 2万円以下」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「26」 
[新] : 「32」
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テキストが挿入されました�

テキスト

「クラウドサービスの利用に関する経費」



テキストが削除されました�

テキスト

「クラウドサービスの利用に関する経費」



テキストが挿入されました�

テキスト

「エリアを借入、リースを行う費用）、サーバー上のサービスを利用する費用等」



テキストが削除されました�

テキスト

「エリアを借入、リースを行う費用）、サーバー上のサービスを利用する費用等」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「外注先に、技術導入費、専門家経費を併せて支払うことはできません。」 
[新] : 「専門家経費・技術導入費に該当する経費を外注費として計上することは出来ま せん。また、外注先に、技術導入費、専門家経費を併せて支払うことはできま せん。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※6 事業者が行うべき手続きの代行は対象になりません。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「27」 
[新] : 「33」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「補助事業の遂行に必要がない教育訓練や講座受講等は補助対象外となります。」 
[新] : 「日常の業務に就きながら行われる教育訓練（いわゆる OJT）及び補助事業の遂 行に必要がない教育訓練や講座受講等は補助対象外となります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「研修名、② 研 施主体、③③③研修内容、④ 研 講費、⑤⑤⑤研修受講者について」 
[新] : 「研修名、②研修実施主体、③研修内容、④研修受講費、⑤⑤修受講者について」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ ４」 
[新] : 「※４ 受講内容を任意に設定できるものであって、料金表が設定されていない教育訓 練や講座受講等は、原則として同一条件による相見積を複数者から取ってくだ さい。市場価格とかい離している場合は、補助対象経費として認められませ ん。 ※ ５ ※ ４に該当する教育訓練や講座受講等の研修資料一式（資料が存在しない場合 は、録画・録音データ等）は、後記９．（９）の書類と同様に保存してくださ い。 ※６」



テキストが挿入されました�

テキスト

「廃業費 （産業構造転換枠に 申請し、既存事業の 廃止を行う場合の み） ※ 上限額 ＝補助対象経費総額 の２分の１又は 2,000 万円の小さい 額 ①廃止手続費（既存事業の廃止に必要な行政手続を司法書士、行政書士 等に依頼するための経費） ②②②費（既存の事業所や事業において所有していた建物・設備機器等 を解体する際に支払われる経費） ③原状回復費（既存の事業所や事業において借りていた土地や建物、設 備機器等を返却する際に原状回復するために支払われる経費） ④ リ ののの解約費（リースの途中解約に伴う解約・違約金） ⑤移転・移設費用（既存事業の廃止に伴い、継続する事業を効率的・効 果的に運用するため、設備等を移転・移設するために支払われる経費） ※ １ 既存事業の廃止とは、事業再構築にともない、営んでいる既存事業を廃止し、 今後一切行わないことを指します。複数事業を営んでいる場合はそのうちの一 つ以上を今後一切行わないことを指します。例えば、 3 店舗営む事業のうち 1 店舗を閉めるなど、事業の一部を閉めることは廃止には該当しませんのでご注 意ください。 ※ ２ 廃止手続費については、以下の経費は補助対象になりません。 ・ 登記事項変更等に係る登録免許税 ・ 定款認証料、収入印紙代 ・ その他官公署に対する各種証明類取得費用（印鑑証明等） ・ 本補助金に関する書類作成代行費用 ※３ 消耗品・原材料等の処分費、自己所有物の修繕費、原状回復の必要が無い建物 や設備機器等の原状回復費、海外で使用していたものの解体・原状回復費等は 対象になりません。 ※４ 過去の公募回で採択を受けた事業の廃業費用を計上することは認められませ ん。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「34」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「や、１つの経費区分だけに大半の経費を計上する事業等、特段の事由がある場合には、応募申請時に、 その理由を明らかにした理由書を添付書類に追加して提出してください。 （２）補助対象経費全般にわたる留意事項 ① 以下の経費は、補助対象になりません。また、計上されている経費の大半が補助対象外である 場合、補助事業の円滑な実施が困難であるとして、不採択になりますのでご注意ください。」 
[新] : 「や、１つの経費区分だけに大半の経費を計上する事業等、特段の事由がある場合には、交付申請時に、 その理由を明らかにした理由書を添付書類に追加して提出してください。交付審査において理由書の 妥当性を審査し、補助対象とするか否か判断します。 また、補助対象経費は原則として専ら補助事業に使用される必要があります。既存事業等、補助事 業以外で用いた場合目的外使用と判断し、残存簿価相当額等を国庫に返納いただく必要がございます のでご注意ください。 （２） 補助対象経費全般にわたる留意事項 ① 補助対象経費の精査は交付申請時に行います。本事業に採択された場合であっても、応募 申請時に計上した経費がすべて補助対象になるとは限りませんのでご注意ください。 ② 以下の経費は、補助対象になりません。また、計上されている経費の大半が補助対象外で ある場合、補助事業の円滑な実施が困難であるとして、不採択・採択取消になりますのでご 注意ください。 • 既存事業に活用する等、専ら補助事業のために使用されると認められない経費」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「経費は除く)」 
[新] : 「経費は除く )」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「飲食、娯楽、接待等の費用 • 不動産の購入費、構築物の購入費、株式の購入費、自動車等車両（事業所内や作業所内 のみで走行し、公道を自走することができないもの及び税法上の車両及び運搬具に該当 しないものを除く）、船舶、航空機等の購入費・修理費・車検費用」 
[新] : 「飲食、奢侈、娯楽、接待等の費用 • 不動産の購入費、構築物の購入費、株式の購入費」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「28」 
[新] : 「35」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「汎用性があり、目的外使用になり得るもの（例えば、事務用のパソコン、プリンタ、文 書作成ソフトウェア、タブレット端末、スマートフォン及びデジタル複合機、診療報 酬・介護報酬を受ける事業に使用し得るもの、家具等）の購入費」 
[新] : 「汎用性があり、目的外使用になり得るものの購入費・レンタル費（例えば、事務用のパ ソコン、プリンタ、文書作成ソフトウェア、タブレット端末、スマートフォン及びデジ タル複合機、診療報酬・介護報酬を受ける事業に使用し得るもの、家具等。ただし、補 助事業のみに使用することが明らかなものは除く。）及び自動車等車両（事業所内や作 業所内のみで走行し、公道を自走することができないもの及び税法上の車両及び運搬具 に該当しないものを除く）、船舶、航空機等の購入費・修理費・車検費用」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「でない中古品の購入費（３者以上の中古品流通事業者から型式や年式が記載された相見 積もりを取得している場合等を除く）」 
[新] : 「でない中古品の購入費（３者以上の古物商の許可を得ている中古品流通事業者から、型 式や年式が記載された相見積もりを取得している場合等を除く）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費」 
[新] : 「上記のほか、市場価格と乖離しているものや公的な資金の用途として社会通念上、不適 切と認められる経費」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「3年 12月 19日以前）に契約（発注）した経費は、い かなる事情があっても補助対象になりません。支払いは、銀行振込の実績で確認を行います （手形払等で実績を確認できないものは対象外）。」 
[新] : 「4年 12月 1日以前）に契約（発注）した経費は、いか なる事情があっても補助対象になりません。支払いは、銀行振込の実績で確認を行います （現金払・手形払等は対象外）。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「の妥当性を示す書類を整備してください。市場価格とかい離している場合は認められません。 したがって、申請の準備段階にて予め複数者から見積書を取得いただくと、採択後、速やか に補助事業を開始いただけます。 ⑤ 補助金交付申請額の算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して算定してく ださい。」 
[新] : 「の妥当性を示す書類を整備してください。市場価格とかい離している場合は認められませ ん。したがって、申請の準備段階にて予め複数者から見積書を取得いただくと、採択後、速 やかに補助事業を開始いただけます。 ※ ペーパーカンパニーや販売実績が全くない業者等からの相見積もりは認められません。発 覚した場合には虚偽の内容を含む申請として不採択又は交付取消となります。 ⑥ 経済産業省から補助金等指定停止措置または指名停止措置が講じられている事業者に発 注・契約した場合、その経費は補助金の対象外となります。 https://www.meti.go.jp/information_2/downloadfiles/shimeiteishi.pdf ※ 停止措置期間前に発注した場合は問題ありません。 ⑦ 補助金交付申請額の算定段階において、消費税等は補助対象経費から除外して算定してく ださい（免税事業者及び簡易課税事業者を除く）。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「29」 
[新] : 「36」
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https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0W2x000006EpDgEAK

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「たる留意事項④にしたがって、中小企業等が実施する必要があります。」 
[新] : 「たる留意事項⑤にしたがって、中小企業等が実施する必要があります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ただし、本事業においては、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化による事業活動への影 響等も鑑み、早期の事業再構築を図っていただくために必要となる経費について、補助金の交付 決定前であっても事務局から事前着手の承認を受けた場合は、令和 3年 12月 20日以降に購入契約 （発注）等を行った事業に要する経費も補助対象経費とすることができます。 交付決定前に事業着手が承認された場合であっても、補助金の採択を約束するものではありま せん。また、令和３年 12月 19日以前に行われた購入契約（発注）等については、補助対象経費 として認められませんので、ご注意ください。」 
[新] : 「ただし、最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠に申請する事業者については、早期の事 業再構築を図っていただくために必要となる経費について、補助金の交付決定前であっても事務 局から事前着手の承認を受けた場合は、令和 4年 12月 2日以降に購入契約（発注）等を行った事業 に要する経費も補助対象経費とすることができます。 交付決定前に事業着手が承認された場合であっても、補助金の採択を約束するものではありま せん。また、令和 4年 12月 1日以前に行われた購入契約（発注）等については、補助対象経費と して認められませんので、ご注意ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「令和5年1月16日（月）～交付決定日まで」 
[新] : 「令和 5年 3月 30日（木）～交付決定日まで」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0W2x000006EpDgEAK」 
[新] : 「https://www.jgrants-portal.go.jp/subsidy/a0W2x000007CkxHEAS」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「30」 
[新] : 「37」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「事前着手の承認に際して、会社概要、事業計画の概要、新型コロナウイルスの影響と事業計画との関係（感染症の 影響を乗り越えるために早急な投資が必要不可欠である理由等）を記載していただく必要があります。記載内容が不 十分な場合は、申請後に事務局から確認をさせていただく場合があります。 ※ 第 6回公募の開始日である令和 4年 3月 28日（月）以前に既に事前着手の承認を受けている場合でも、再度申請を行 い、審査の結果、承認された場合に限り認められます。」 
[新] : 「事前着手の承認に際して、会社概要、事業計画の概要、新型コロナウイルスや物価高等の影響と事業計画との関係 （感染症や物価高等の影響を乗り越えるために早急な投資が必要不可欠である理由等）を記載していただく必要があ ります。記載内容が不十分な場合は、申請後に事務局から確認をさせていただく場合があります。 ※ 第 10回公募の開始日である令和 5年 3月 30日（木）以前に既に事前着手の承認を受けている場合でも、再度申請を 行い、審査の結果、承認された場合に限り認められます。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「38」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（交付決定後に遵守すべき事項） 本事業の交付決定を受けた場合は、以下の条件等を守らなければなりません。 （１）交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更しようとする場合又は本事業 を中止、廃止若しくは他に承継させようとする場合には、事前に事務局の承認を得なければな りません。なお、採択により生じる交付申請を行う権利を交付決定前に他者に承継することは いかなる理由においても認められません。採択事業者以外が交付決定を受けることはできませ んのでご注意ください。」 
[新] : 「（交付決定前後に遵守すべき事項） 本事業の交付決定を受けようとする者及び受けた者は、以下の条件等を守らなければなりません。 （１） 本事業に採択された事業者は、事務局が実施する説明会に参加しなければなりません。参加 しない場合は、交付申請を受け付けません。 （２） 交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更しようとする場合又は本事業 を中止、廃止若しくは他に承継させようとする場合には、事前に事務局の承認を得なければな りません。本事業を他に承継させた場合、承継者は、本事業の採択を受けたものとみなします （承継者及び被承継者ともに、それぞれ１回採択を受けたものとして取り扱います）。なお、 交付決定前に、事業譲渡、会社分割等により採択により生じる交付申請を行う権利を他者に承 継することはいかなる理由においても認められません。事業譲渡を受けた者等の採択事業者以 外が交付決定を受けることはできませんのでご注意ください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「の交付取消・返還等を求めます。 （４）事業化状況の報告から、本事業の成果の事業化又は知的財産権の譲渡又は実施権設定及びそ の他当該事業の実施結果の他への供与により収益が得られたと認められる場合には、受領した 補助金の額を上限として収益納付しなければなりません（事業化状況等報告の該当年度の決算 が赤字の場合は免除されます）。 （５）取得財産のうち、単価 50万円（税抜き）以上の機械等の財産又は効用の増加した財産（処 分制限財産）は、処分制限期間内に取得財産を処分（①補助金の交付の目的に反する使用、 譲渡、交換、貸付け、②担保に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前に事務局の 承認を受けなければなりません。 （６）財産処分する場合、残存簿価相当額又は時価（譲渡額）により、当該処分財産に係る補助金」 
[新] : 「の交付取消・返還等を求めます。また、グリーン成長枠等 2回目の申請を可としている枠につい ても申請を認めません。 （５） 事業化状況の報告から、本事業の成果の事業化又は知的財産権の譲渡又は実施権設定及びそ の他当該事業の実施結果の他への供与により収益が得られたと認められる場合には、受領した 補助金の額を上限として収益納付しなければなりません（事業化状況等報告の該当年度の決算 が赤字の場合は免除されます）。 （６） 取得財産のうち、単価 50万円（税抜き）以上の機械等の財産又は効用の増加した財産（処 分制限財産）は、処分制限期間内に取得財産を処分（①補助金の交付の目的に反する使用、 譲渡、交換、貸付け、②②②に供する処分、廃棄等）しようとするときは、事前に事務局の 承認を受けなければなりません。 （７） 財産処分する場合、残存簿価相当額又は時価（譲渡額）により、当該処分財産に係る補助金」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「31」 
[新] : 「39」
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https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/youryou/about/download/0528KaikeiYouryou-1.pdf

https://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/chyushoshishin190227.pdf

https://www.nichizeiren.or.jp/wp-content/uploads/doc/cpta/business/tyushoushien/indicator/chyushoshishin190227.pdf

https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=330AC0000000179

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（７）交付申請書提出の際、消費税及び地方消費税額等仕入控除税額を減額して記載しなければな」 
[新] : 「（８） 交付申請書提出の際、消費税及び地方消費税額等仕入控除税額を減額して記載しなければな」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（８）補助事業者は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の会計に関する指」 
[新] : 「（９）補助事業者は、「中小企業の会計に関する基本要領」又は「中小企業の会計に関する指」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（９）補助事業者は、本事業の遂行及び収支の状況について、事務局から要求があったときは速や かに状況報告書を作成し、事務局に提出しなければなりません。 （ 10）本事業の進捗状況等の確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。また、本事業 終了後、会計検査院や事務局等が抜き打ちで実地検査に入ることがあります。この検査により 補助金の返還命令等の指示がなされた場合は、これに必ず従わなければなりません。 （ 11）本事業において知的財産権が発生した場合は、その権利は事業者に帰属します。 （ 12）補助金の支払については、原則として本事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、補」 
[新] : 「（ 10）補助事業者は、本事業の遂行及び収支の状況について、事務局から要求があったときは速や かに状況報告書を作成し、事務局に提出しなければなりません。 （ 11）本事業の進捗状況等の確認のため、事務局が実地検査に入ることがあります。また、本事業 終了後、会計検査院や事務局等が抜き打ちで実地検査に入ることがあります。この検査により 補助金の返還命令等の指示がなされた場合は、これに必ず従わなければなりません。 （ 12）本事業において知的財産権が発生した場合は、その権利は事業者に帰属します。 （ 13）補助金の支払については、原則として本事業終了後に補助事業実績報告書の提出を受け、補」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（ 13）本事業終了後の補助金額の確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合 については、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。 （ 14）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179 号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補 助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。 （ 15）採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力をお願いする場合があります。また、申請 時に提出された情報については、事業者間の連携の推進、政策効果検証等に使用することを目 的として、個社情報が特定されないように処理した上で公開する場合があります。なお、補助 事業者となった場合、必要に応じて事業の成果の発表、事例集の作成等への協力を依頼する場 合がありますので、あらかじめご了承ください。」 
[新] : 「（ 14）補助金の概算払を受けた後に本事業を廃止した場合は、概算払を受けた補助金相当分は全額 返納になります。 （ 15）本事業終了後の補助金額の確定にあたり、補助対象物件や帳簿類の現地確認ができない場合 については、当該物件等に係る金額は補助対象とはなりません。 （ 16）補助事業者が「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年法律第 179 号）」等に違反する行為等（例：他の用途への無断流用、虚偽報告など）をした場合には、補 助金の交付取消・返還、不正の内容の公表等を行うことがあります。また、補助事業実施期間 中に他の補助金で同様の行為等をした場合にも、補助金の交付決定取消・返還を行うことがあ ります。 （ 17）事務局及び中小機構から、採否にかかわらず本事業に関係する調査への協力をお願いする場 合があります。また、申請時に提出された情報については、事業者間の連携の推進、政策効果 検証等に使用することを目的として、個社情報が特定されないように処理した上で公開する場 合があります。なお、補助事業者となった場合、必要に応じて事業の成果の発表、事例集の作 成等への協力を依頼する場合がありますので、あらかじめご了承ください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「40」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「10ページ以内）での作成にご協力ください。記載の分量で採否 を判断するものではありません」 
[新] : 「10ページ以内）での作成にご協力ください。記載の分量で採 否を判断するものではありません」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ グリーン成長枠に申請される場合は、【グリーン成長要件】（詳細は P19参照）を満たしているこ とについて説明する資料（研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書）を作成し、提出してくだ さい。」 
[新] : 「※ 事業計画書は、申請者自身で作成してください。 ※ グリーン成長枠に申請される場合は、【グリーン成長要件】を満たしていることについて説明する 資料（研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書）を作成し、提出してください。 ※ 厚生労働省の産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）を活用する１③ (1)に該当する事業主 は、以下１③ (2)で求める項目について必ず記載してください（記載が無い場合、本助成金の支給は 受けられません）。当該記載のためにページ数の制限（原則 15ページ以内。補助金額 1,500万円以 下の場合は 10ページ以内）を超過することは差し支えございません。 （参考）産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）とは？ ※ 令 和５年度創設 業況の厳しい事業者が行う事業再構築を人材の育成・確保の面から支援する助成制度で す。助成内容や支給を受けるための要件などの詳細については、令和５年 3月 31日に厚生 労働省ホームページへ掲載する予定となっておりますのでご確認ください。 ・ 厚生労働省ホームページ URL： https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufuk in/sankokinjigyou-saikouchiku.html ・ご不明な点は令和 5年 4月 1日以降に、下記のコールセンターまたは最寄りの都道府県労働 局、ハローワークまでお問い合わせください。 なお、本補助金が採択されたことをもって事業計画に記載されたすべての雇い入れにつ いて助成金の対象として認められる訳ではございません。助成金の支給申請後、要件審査 の上で支給決定を行いますので、予めご承知おきください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「32」 
[新] : 「41」
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https://mirasapo-plus.go.jp/hint/14583

https://www.youtube.com/watch?v=eOJtZc2jTcE

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/keiei_design/index.html

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「現在の事業の状況、強み・弱み、機会・脅威、事業環境、事業再構築の必要性、事業再構 築の具体的内容（提供する製品・サービス、導入する設備、工事等）、今回の補助事業で実 施する新分野展開や業態転換、事業・業種転換等の取組、事業再編又はこれらの取組につい て具体的に記載してください。」 
[新] : 「現在の事業の状況、強み・弱み、機会、脅威、事業環境、事業再構築の必要性、事業再構 築の具体的内容（既存事業との違い（特に顧客の違い）、提供する製品・サービス、導入す る設備、工事等）、今回の補助事業で実施する新市場進出（新分野展開、業態転換）、事 業・業種転換、事業再編、国内回帰の取組について具体的に記載してください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「応募申請する枠（通常枠、大規模賃金引上枠、回復・再生応援枠、最低賃金枠、グリーン 成長枠、緊急対策枠）と事業再構築の種類（「事業再編型」、「業態転換型」、「新分野展 開型」、「事業転換型」、「業種転換型」）に応じて、「事業再構築指針」に沿った事業計 画を作成してください。どの種類の事業再構築の類型に応募するか、どの種類の再構築なの かについて、事業再構築指針とその手引きを確認して、具体的に記載してください。 ③ 補助事業を行うことによって、どのように他者、既存事業と差別化し競争力強化が実現す るかについて、その方法や仕組み、実施体制など、具体的に記載してください。」 
[新] : 「応募申請する枠と事業再構築の種類（「新市場進出（新分野展開、業態転換）」、「事業 転換」、「業種転換」、「事業再編」、「国内回帰」）に応じて、「事業再構築指針」に沿 った事業計画を作成してください。どの種類の事業再構築の類型に応募するか、どの種類の 再構築なのかについて、事業再構築指針とその手引きを確認して、具体的に記載してくださ い。 ③ 補助事業を行うことによって、どのように他者、既存事業と差別化し競争力強化が実現す るかについて、その方法や仕組み、実施体制（※ １）など、具体的に記載してください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※ １ 次の（１）に該当する場合は、（２）の項目を必ず明記してください。 （１） 次のイ～ハのいずれにも該当する事業主 イ 物価高騰対策・回復再生応援枠又は最低賃金枠に応募申請する事業者 ロ 事業再構築にあたり年収 350万円以上の正社員（無期雇用）を採用予定の 事業者 ハ 厚生労働省の産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）の活用を希望する 事業者 （２） 明記する項目 イ 採用予定者の配置部署・役職名、部下の有無 ロ 採用予定者が従事する業務の内容（事業再構築との関連性を含む）、職種 ハ 採用予定者に求める資格、スキル、経験など」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ついて、その成果の価格的・性能的な優位性・収益性や課題やリスクとその解決方法などを 記載してください。」 
[新] : 「ついて、その成果の優位性・収益性や課題やリスクとその解決方法などを記載してください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「価格等について簡潔に記載してください。」 
[新] : 「価格等について記載してください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「①」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「分類、取得予定価格等を記載してください。（補助事業実施期間中に、別途、取得財産管理 台帳を整備していただきます。）」 
[新] : 「分類、取得予定価格等を記載してください。（補助事業実施期間中に、別途、取得財産管理台 帳を整備していただきます。）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「33」 
[新] : 「42」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「収益計画（表）における「付加価値額」の算出については、算出根拠を記載してください。」 
[新] : 「収益計画（表）における「付加価値額」や「給与支給総額」（成長枠、グリーン成長枠の 場合）の算出については、算出根拠を記載してください。」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「表１：添付書類」 
[新] : 「表１：審査項目」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「添 付 書 類 ＜＜事業類型共通の提出書類＞＞」 
[新] : 「審 査 項 目 ・ 加 点 項 目 （１）補助対象事業としての適格性」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「① 事業計画書（ 32～ 33ページ参照）」 
[新] : 「「４．補助対象事業の要件」を満たすか。補助事業終了後３～５年で付加価値額を年率平均 ３ .0％～ 5.0％（事業類型により異なる）以上の増加等を達成する取組みであるか。 （２） 事業化点 ① 補助事業の成果の事業化が寄与するユーザー、マーケット及び市場規模が明確か。市場」

フォント「Meiryo-Bold」が「Meiryo」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 最大 15ページ（補助金額 1,500万円以下の場合は 10ページ以内）で作成してください。 ※ Word等で作成の上、 PDF形式に変換した電子ファイルを電子申請システムの所定の場所に添付してください（様式自由）。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 申請時点では、見積書等の取得価格の妥当性を証明する書類の添付は必要ありませんが、補助対象経費に計 上する経費に該当する添付書類が揃っていれば、採択後速やかに交付決定の手続きに移行することができます ので、取得価格の妥当性を証明できる書類は、極力早急に揃えていただくことを推奨します。 ※ 15 ページ（補助金額 1,500 万円以下の場合は 10 ページ）を超える事業計画を提出いただいた場合であって も、審査対象として取扱いますが、可能な限り指定ページ以内での作成をお願いいたします。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 認定経営革新等支援機関にご相談ください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ コ ロナ以前（ 2020年 3月 31日以前）から創業を計画等しており、 2020年 4月 1日から 2020年 12月 31日までに 創業した事業者である場合は、事業計画書において、コロナ以前から創業計画を有していたこと及び新型コロ ナウイルス感染症の影響により売上が減少していることを示していただく必要があります（例えば、 2020年 3 月 31日より前に策定した創業計画の提出、自社が属する業種の売上が減少していることを公的統計等を用いて 示す 等）。」



テキストが削除されました�

テキスト

「② 認定経営革新等支援機関・金融機関による確認書」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ 事業計画書の策定における認定経営革新等支援機関等の関与を確認するものです。必要事項が記載された電 子ファイルを電子申請システムの所定の場所に添付してください。 ※ 補助金額 3,000万円を超える事業計画書は金融機関及び認定経営革新等支援機関（金融機関が認定経営革新 等支援機関であれば当該金融機関のみ）と共同で作成する必要がありますので、それぞれに確認書を記載して 添付してください。なお、金融機関が認定経営革新等支援機関を兼ねている場合は、「金融機関による確認 書」の提出は省略することができます。 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は認定経営革新等支援機関による確認書は任意となります。た だし、補助金額 3,000万円を超える事業者は「金融機関による確認書」を提出する必要があります。 ③ コロナ以前に比べて売上高が減少したことを示す書類 ・ 2020年 4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計売上高が、コロナ以前 （ 2019年又は 2020年１月～３月）の同３か月の合計売上高と比較して 10％以上減少してい ることを示す書類 ※ 【売上高等減少要件】を付加価値額の減少により満たす場合、添付不要です。 ※ グリーン成長枠、緊急対策枠に申請される場合は提出は任意です。提出された場合、グリーン成長枠、緊急 対策枠で不採択となった際に通常枠で再審査されます。提出がなかった場合には、通常枠での再審査は行い ませんのでご注意ください。 ※ 事業や店舗ごとではなく、企業単位で事業や店舗を合算した売上が減少している必要があります。 ※ 主たる事業の他に副業等で得た売上についても合算して算出してください。 ※ 売上高の概念がない事業については、事業収入に該当する金額をご確認ください。 ※ 詳細は別添 1「売上高減少等に係る証明について」を参照してください。 ④ コロナ以前に比べて付加価値額が減少したことを示す書類 ・ 2020年 4月以降の連続する６か月間のうち、任意の３か月の合計付加価値額が、コロナ以前 （ 2019年又は 2020年１月～３月）の同３か月の合計付加価値額と比較して 15％以上減少し ていることを示す書類 ※ 【売上高等減少要件】を売上高の減少により満たす場合、添付不要です。」 
[新] : 「② ターゲットとするマーケットにおける競合他社の状況を把握し、競合他社の製品・サー ビスを分析し、自社の優位性が確保できる計画となっているか。特に、価格・性能面での 競争を回避し、継続的に売上・利益が確保できるような差別化戦略が構築できているか （オープン／クローズ戦略等を通じた知財化戦略や標準化戦略による参入障壁の構築、研 究開発やブランディング・標準化を通じた高い付加価値・独自性の創出、サプライチェー ンや商流の上流・下流部分を自社で構築するなど他社が模倣困難なビジネスモデルの構 築、競合が少ない市場を狙うニッチ戦略等）。 ③ 事業化に向けて、中長期での補助事業の課題を検証できているか。また、事業化に至る までの遂行方法、スケジュールや課題の解決方法が明確かつ妥当か。」

フォントサイズ「9」が「10.56」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「35」
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https://mirasapo-plus.go.jp/

https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot06%22

https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot07

https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf

テキストが削除されました�

テキスト

「※ グリーン成長枠、緊急対策枠に申請される場合は提出は任意です。提出された場合、グリーン成長枠、緊急 対策枠で不採択となった際に通常枠で再審査されます。提出がなかった場合には、通常枠での再審査は行い ませんのでご注意ください。 ※ 事業や店舗ごとではなく、企業単位で事業や店舗を合算した付加価値額が減少している必要があります。 ※ 主たる事業の他に副業等で発生した付加価値額についても合算して算出してください。 ※ 詳細は別添 1「売上高減少等に係る証明について」を参照してください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「⑤ 決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動計算書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表） ※ ２年分の提出ができない場合は、１期分の決算書（貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動計算 書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表）を添付してください。 ※ 決算書の添付ができない中小企業等は、法人等の全体の事業計画書及び収支予算書を添付してください。 ※ 製造原価報告書及び販売管理費明細は、従来から作成している場合のみ添付してください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 事業再構築の分類のうち、「新分野展開」や「業態転換」における「新事業売上高 10%要件」について、 「売上高が 10 億円以上であり、かつ、事業再構築を行う事業部門の売上高が 3 億円以上である場合には、当 該事業部門の売上高の 10％（又は総付加価値額の 15％）以上であること」を満たすことをもって申請を行う 場合には、 2021 年 11 月以前の直近の決算において、売上高が 10 億円以上であり、事業再構築を行う事業 部門の売上高が 3 億円以上であることが分かる書類を追加で提出してください（決算書において分かる場合 には追加での提出は不要です）。」



テキストが削除されました�

テキスト

「⑥ ミラサポ plus「電子申請サポート」の事業財務情報」



テキストが削除されました�

テキスト

「※」



テキストが削除されました�

テキスト

「「中小企業向け補助金 総合支援サイト ミラサポ plus」（ https://mirasapo-plus.go.jp/）の「電子申請サ」



テキストが削除されました�

テキスト

「ポート」で事業財務情報を作成の上、ブラウザの印刷機能で PDF出力し、添付してください。 （参考）■ 「Gビズ ID」のメールアドレスを変更したい」



テキストが削除されました�

テキスト

「https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot06%22 ■Gビズ IDエントリーから Gビズ IDプライムを取得した場合 https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot07」



テキストが削除されました�

テキスト

「■ 「 事業再構築補助金」を申請したい方向け「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf」



テキストが削除されました�

テキスト

「⑦ 従業員数を示す書類 ・ 労働基準法に基づく労働者名簿の写し」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 最低賃金枠に申請する場合には、申請時点のものに加え、最低賃金要件の対象となる3か月分の労働者名簿 についても提出することが必要です。ただし、変更がない場合には、申請時点のもののみでかまいません。」



テキストが削除されました�

テキスト

「⑧ 建物の新築が必要であることを説明する書類（建物の新築に係る費用を補助対象経費として計上している場合） ・ 新築の必要性に関する説明書（事業者名） ⑨ リース料軽減計算書（リース会社と共同申請する場合） ・ （公社）リース事業協会が確認した「リース料軽減計算書」（事業者名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「⑩ リース会社が適切にリース取引を行うことについての宣誓書（リース会社と共同申請する場 合）」



テキストが削除されました�

テキスト

「・ リース取引に係る宣誓書（リース会社名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「＜＜大規模賃金引上枠の追加提出書類＞＞ ⑪ 賃金引上げ計画の表明書 ※ 申請時点の直近月の事業場内最低賃金が明記され、補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から3~5年」
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テキストが削除されました�

テキスト

「の事業計画期間終了までの間、事業場内最低賃金を年額45円以上引き上げる計画を従業員等に表明している ことがわかる書面を提出してください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 併せて、直近の事業場内最低賃金で雇用している従業員全てが分かる賃金台帳（又はそれに相当する書類）を提出してください。対象月については、賃上げ表明書と同じ月であることを確認してください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「＜＜回復・再生応援枠の追加提出書類＞＞ ⑫ 2021年 10 月以降のいずれかの月の売上高が、対 2020 年又は 2019 年同月比で 30％以上減 少していること（又は、 2021 年 10 月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2020 年又は 2019年同月比で 45％以上減少していること）を示す書類 ※ 以下⑬の書類との選択制。 ⑬ 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており、公募申請時に おいて再生計画等を「策定中」の者又は再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３年 以内に再生計画等が成立等した者に該当することを証明する書類 ※ 上記⑫の書類との選択制。 ＜＜最低賃金枠の追加提出書類＞＞ ⑭ 事業場内最低賃金を示す書類」



テキストが削除されました�

テキスト

「・ 最低賃金確認書（事業者名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 併せて、最低賃金要件の対象となる3か月分、最低賃金＋30円以内の従業員全てがわかる賃金台帳（又はそ れに相当する書類）を提出してください。 ＜＜グリーン成長枠の追加提出書類＞＞ ⑮ 研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 所定の様式（研究開発・技術開発計画書、又は人材育成計画書）で作成してください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 2年以上の研究開発・技術開発又は従業員の一定割合以上に対する人材育成を行うことについて明確に記載 してください。 ※ 「表２：審査項目」における「（５）グリーン成長点」については、本計画書に基づき評価されます。 ⑯ 別事業要件及び能力評価要件の説明書（過去の公募回で採択されている事業者の場合）」



テキストが削除されました�

テキスト

「・ 別事業要件及び能力評価要件の説明書（事業者名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「＜＜緊急対策枠の追加提出書類＞＞ ⑰ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けたことにより、 2022年 1月以降 の連続する 6か月のうち、任意の 3か月の合計売上高が、 2019年～ 2021年の同 3か月の売上 高と比較して 10％以上減少している（又は、 2022年 1月以降の連続する 6か月のうち、任意 の３か月の合計付加価値額が 2019年～ 2021年の同３か月の付加価値額と比較して 15％以上 減少している）ことを示す書類 ⑱ 原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けていることを示す書類 ・ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けていることの宣誓書 （事業者名） ＜＜複数の事業者が連携して事業に取り組む場合の追加提出書類＞＞ ⑲ 連携の必要性を示す書類（代表申請者が提出）」



テキストが削除されました�

テキスト

「・ 連携の必要性を示す書類（代表申請者名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「⑳ 連携体の構成員それぞれが事業再構築要件を満たすことを説明する書類（連携体の構成員が提」
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テキストが削除されました�

テキスト

「出） ・ 連携体各者の事業再構築要件についての説明書類（事業者名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「＜＜組合特例を用いる場合の追加提出書類＞＞ ㉑ 組合特例の要件を満たしていることの確認書 ・ 組合特例に関する確認書（事業者名） ＜＜加点関係の追加提出書類＞＞ ㉒ 審査における加点を希望する場合に必要な追加書類等 ・加点① ： 2021年 10月以降のいずれかの月の売上高が対 2020年又は 2019年同月比で 30％以 上減少していること（又は、 2021年 10月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2020年又は 2019年同月比で 45％以上減少していること）を示す書類 ※ ⑫の書類をもって回復・再生応援枠に応募申請する事業者は、追加提出は不要です。 ・加点②： 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており、応 募申請時において以下のいずれかに該当することを証明する書類 （１） 再生計画等を「策定中」の者 （２） 再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３年以内に再生計画等が 成立等した者 ※ ⑬の書類をもって回復・再生応援枠に応募申請する事業者は、追加提出は不要です。 ・加点③： ・足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響（※）により、 2022年 1月 以降のいずれかの月の売上高（又は付加価値額）が、 2019年～ 2021年同月と比較 して 10％（付加価値額の場合 15％）以上減少していることを示す書類 ※ 原油・小麦等の価格高騰により仕入れに係る経費が増加した場合、ロシアの禁輸 制裁の影響でロシアへの輸出量が落ち込んだ場合等 ・ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けていることの宣誓書 （事業者名） ※ 緊急対策枠に応募申請する事業者は、追加提出は不要です。 補助金・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供い ただいた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策立案や経営 支援等（申請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、行政機関（中 小企業庁・経済産業省）やその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関、施設等機 関に提供・利用され、かつ、支援機関からのデータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支 援機関にも提供される場合がございます。 本申請を行うことにより、本データ利用に同意したものとみなします。 詳細は＜別添２＞中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーをご参照ください。」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「表２：審査項目 審 査 項 目 ・ 加 点 項 目 （１）補助対象事業としての適格性 「４．補助対象事業の要件」を満たすか。補助事業終了後３～５年計画で「付加価値額」年 率平均３ .0％（（【グリーン成長枠】については 5.0％））以上の増加等を達成する取組みで あるか。 （２）事業化点 ① 本事業の目的に沿った事業実施のための体制（人材、事務処理能力等）や最近の財務状 況等から、補助事業を適切に遂行できると期待できるか。また、金融機関等からの十分な 資金の調達が見込めるか。※複数の事業者が連携して申請する場合は連携体各者の財務状 況等も踏まえ採点します。 ② 事業化に向けて、競合他社の動向を把握すること等を通じて市場ニーズを考慮するとと もに、補助事業の成果の事業化が寄与するユーザー、マーケット及び市場規模が明確か。 市場ニーズの有無を検証できているか。 ③ 補助事業の成果が価格的・性能的に優位性や収益性を有し、かつ、事業化に至るまでの 遂行方法及びスケジュールが妥当か。補助事業の課題が明確になっており、その課題の解 決方法が明確かつ妥当か。 ④ 補助事業として費用対効果（補助金の投入額に対して増額が想定される付加価値額の規 模、生産性の向上、その実現性等）が高いか。その際、現在の自社の人材、技術・ノウハ ウ等の強みを活用することや既存事業とのシナジー効果が期待されること等により、効果 的な取組となっているか。 （３）再構築点 ① 事業再構築指針に沿った取組みであるか。また、全く異なる業種への転換など、リスク の高い、思い切った大胆な事業の再構築を行うものであるか。※ 複数の事業者が連携して 申請する場合は、連携体構成員が提出する「連携体各者の事業再構築要件についての説明 書類」も考慮し採点します。 ② 既存事業における売上の減少が著しいなど、新型コロナウイルスや足許の原油価格・物 価高騰等の経済環境の変化の影響で深刻な被害が生じており、事業再構築を行う必要性や 緊要性が高いか。 ③ 市場ニーズや自社の強みを踏まえ、「選択と集中」を戦略的に組み合わせ、リソースの 最適化を図る取組であるか。 ④ 先端的なデジタル技術の活用、新しいビジネスモデルの構築等を通じて、地域のイノベ ーションに貢献し得る事業か。」 
[新] : 「本事業の目的に沿った事業実施のための体制（人材、事務処理能力等）や最近の財務状 況等から、補助事業を適切に遂行できると期待できるか。また、金融機関等からの十分な 資金の調達が見込めるか。※ 複 数の事業者が連携して申請する場合は連携体各者の財務状 況等も踏まえ採点します。 （３） 再構築点 ① 自社の強み、弱み、機会、脅威を分析（ SWOT 分析）した上で、事業再構築の必要性が 認識されているか。また、事業再構築の取組内容が、当該分析から導出されるものである か、複数の選択肢の中から検討して最適なものが選択されているか。 ② 事業再構築指針に沿った取組みであるか。特に、業種を転換するなど、リスクの高い、 大胆な事業の再構築を行うものであるか。※複数の事業者が連携して申請する場合は、連 携体構成員が提出する「連携体各者の事業再構築要件についての説明書類」も考慮し採点 します。 ③ 補助事業として費用対効果（補助金の投入額に対して増額が想定される付加価値額の規 模、生産性の向上、その実現性等）が高いか。その際、現在の自社の人材、技術・ノウ ハウ等の強みを活用することや既存事業とのシナジー効果が期待されること等により、 効果的な取組となっているか。 ④ 先端的なデジタル技術の活用、新しいビジネスモデルの構築等を通じて、地域やサプラ イチェーンのイノベーションに貢献し得る事業か。」

フォント「Meiryo-Bold」が「Meiryo」に変更されました。
フォントサイズ「11.52」が「10.56」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（４）政策点」 
[新] : 「（４） 政策点」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「39」 
[新] : 「43」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「⑥ 異なるサービスを提供する事業者が共通のプラットフォームを構築してサービスを提供 するような場合など、単独では解決が難しい課題について複数の事業者が連携して取組む ことにより、高い生産性向上が期待できるか。また、異なる強みを持つ複数の企業等（大 学等を含む）が共同体を構成して製品開発を行うなど、経済的波及効果が期待できるか。 （５）グリーン成長点（グリーン成長枠に限る） （研究開発・技術開発、人材育成共通） ①」 
[新] : 「※ 以下に選定されている企業や承認を受けた計画がある企業は審査で考慮いたします。 ○ 地 域未来牽引企業 https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/chiiki_kenin_kigyou/index.html ○ 地 域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画 https://www.meti.go.jp/policy/sme_chiiki/miraitoushi/jigyou.html ⑥ 異なるサービスを提供する事業者が共通のプラットフォームを構築してサービスを提供 するような場合など、単独では解決が難しい課題について複数の事業者が連携して取組む ことにより、高い生産性向上が期待できるか。また、異なる強みを持つ複数の企業等（大 学等を含む）が共同体を構成して製品開発を行うなど、経済的波及効果が期待できるか。 （５） グリーン成長点（グリーン成長枠に限る） （研究開発・技術開発、人材育成共通） ①」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（６）加点項目」 
[新] : 「（６） 大規模な賃上げに取り組むための計画書の妥当性 （成長枠・グリーン成長枠で補助率引上げを希望する事業者に限る） ① 大規模な賃上げの取組内容が具体的に示されており、その記載内容や算出根拠が妥当な ものとなっているか。 ② 一時的な賃上げの計画となっておらず、将来にわたり、継続的に利益の増加等を人件費 に充当しているか。 （７） 卒業計画の妥当性（卒業促進枠に限る） ① 事業再構築の実施による売上高や付加価値額の継続的増加が妥当なものであり、法人規 模の拡大・成長に向けたスケジュールが具体的かつ明確に示されているか。 ② 資本金増加の見込・出資予定者や従業員の増加方法が具体的に示されており、その記 載内容や算出根拠が妥当か。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「44」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【大きく売上が減少しており業況が厳しい事業者に対する加点】 ① 2021年 10月以降のいずれかの月の売上高が対 2020年又は 2019年同月比で 30％以 上減少していること（又は、 2021 年 10 月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2020年又は 2019年同月比で」 
[新] : 「（８） 大規模賃上げ及び従業員増加計画の妥当性（大規模賃金引上促進枠に限る） ① 大規模賃上げや従業員増員に向けた取組内容が具体的に示されており、その記載内容や 算出根拠が妥当なものとなっているか。 ② 一時的な賃上げの計画となっておらず、将来にわたり、継続的に利益の増加等を人件費 に充当しているか。 （９） 加点項目 【大きく売上が減少しており業況が厳しい事業者に対する加点】 ① 2022年 1月以降のいずれかの月の売上高が対 2019~2021年の同月比で 30％以上 減少していること（又は、 2022 年 1 月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2019~2021年の同月比で」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「大規模賃金引上枠、グリーン成長枠が対象。」 
[新] : 「成長枠、グリーン成長枠が対象。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「40」 
[新] : 「45」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「１）、応募申請時において以下のいずれかに該当していること。」 
[新] : 「１ ）、応募申請時において以下のいずれかに該当していること。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「2年 3月 25日以」 
[新] : 「2年７月１日以」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※２」 
[新] : 「※ ２」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「P7～ P9 に記載のある【中小企業者】及び【「中小企業者 等」に含まれる「中小企業者」以外の法人】に該当しないこと。 １．従業員数（常勤）が下表の数字以下となる会社又は個人（「産業競争力強化法等の一 部を 改正する等の法律」第４条による改正後の「中小企業等経営強化法」第２条第 ５項に規定する者を指す。）のうち、資本金の額又は出資の総額が 10 億円未満であ るもの」 
[新] : 「以 いずれかに該当し、２．補助助助対象者に記載のある【中小企業者】及び【「中小企 業者等」に含まれる「中小企業者」以外の法人】に該当しないこと。 １．従業員数（常勤）が下表の数字以下となる会社又は個人のうち、資本金の額又は出資 の総額が 10億円未満であるもの」



テキストが削除されました�

テキスト

「41」
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テキストが挿入されました�

テキスト

「46」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響を受けている事業者に対する加点】 ⑧⑧許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変化の影響（※）により、 2022年 1 月以降 のいずれかの月の売上高（又は付加価値額）が、 2019年～ 2021 年同月と比較して 10％（付加価値額の場合 15％）以上減少していること。 ※ 原油・小麦等の価格高騰により仕入れに係る経費が増加した場合、ロシアの禁輸制裁 の影響でロシアへの輸出量が落ち込んだ場合等 ※ ①①⑤、⑦、⑧の加点項目については、エビデンスとなる添付書類を提出し、各要件に合致することが確認 できた場合にのみ加点されます。③③④の加点項目については、電子申請システム上でチェック事項を入力し てください。 （７）減点項目等 【グリーン成長枠】」 
[新] : 「【健康経営優良法人に認定された事業者に対する加点】 ⑧⑧和 4年度に健康経営優良法人に認定されていること。 ※ 健康経営優良法人認定事務局ポータルサイト（ https://www.kenko-keiei.jp/） 【大幅な賃上げを実施する事業者に対する加点】 ※ 成長枠、グリーン成長枠が対象。 ⑨ 事 施施施期間終了後３～ 5年で以下の基準以上の賃上げを実施すること（賃上げ幅が 大きいほど追加で加点）。 1. 給与支給総額年率平均３％ 2. 給与支給総額年率平均４％ 3. 給与支給総額年率平均５％ 【ワーク・ライフ・バランス等の取組に対する加点】 ⑩ 応応募申時点で、以下のいずれかに該当すること。 1. 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定 （えるぼし１段階目～３段階目又はプラチナえるぼしのいずれかの認定）を受けて いる者又は従業員数 100 人以下であって、「女性の活躍推進データベース」に女性 活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を公表している者 ※ 厚生労働省「女性の活躍推進企業データベース」 （ https://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/） 2. 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん、トライくるみん 又はプラチナくるみんのいずれかの認定）を受けた者又は従業員数 100 人以下であ って、「一般事業主行動計画公表サイト（両立支援のひろば）」に次世代法に基づ く一般事業主行動計画を公表している者 ※ 厚生労働省「一般事業主行動計画公表サイト（両立支援のひろば）」 （ https://ryouritsu.mhlw.go.jp/hiroba/search_int.php） ※ ①①⑤ 、 、 ⑨⑨⑨加点項目については、エビデンスとなる添付書類を提出し、各要件に合致することが確認 できた場合にのみ加点されます。③③④ ⑧⑧の加点項目については、電子申請システム上でチェック事項 を入力してください。 （１０）減点項目等 【過去採択事業者（グリーン成長枠、産業構造転換枠）】」



テキストが挿入されました�

テキスト

「【事業による利益が第三者のものになる事業に取り組む場合】 ビジネスモデル上、補助事業の実施により発生した付加価値額の大部分が、補助事業者 (従業 員や株主を含む。 )以外にわたる事業等は、事業再構築に挑戦する中小企業等の成長を支援し、 日本経済の構造転換を促す本事業の目的に沿わないため、当該事業を含む事業計画に基づく申 請は、減点の対象となります。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「42」 
[新] : 「47」
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テキストが挿入されました�

テキスト

「表２：添付書類 添 付 書 類 ＜＜事業類型共通の提出書類＞＞ ① 事業計画書（ 41～ 42ページ参照） ※ 最大 15ページ（補助金額 1,500万円以下の場合は 10ページ以内）で作成してください。 ※ Word等で作成の上、 PDF形式に変換した電子ファイルを電子申請システムの所定の場所に添付してください （様式自由）。 ※ 申請時点では、見積書等の取得価格の妥当性を証明する書類の添付は必要ありませんが、補助対象経費に計 上する経費に該当する添付書類が揃っていれば、採択後速やかに交付決定の手続きに移行することができます ので、取得価格の妥当性を証明できる書類は、極力早急に揃えていただくことを推奨します。 ※ 15 ページ（補助金額 1,500 万円以下の場合は 10 ページ）を超える事業計画を提出いただいた場合であって も、審査対象として取扱いますが、可能な限り指定ページ以内での作成をお願いいたします。 ※ 認定経営革新等支援機関にご相談ください。 ② 認定経営革新等支援機関・金融機関による確認書 ※ 事業計画書について認定経営革新等支援機関等による確認を受けていることを確認するものです。必要事項 が記載された電子ファイルを電子申請システムの所定の場所に添付してください。 ※ 補助金額 3,000万円を超える事業計画書は金融機関及び認定経営革新等支援機関（金融機関が認定経営革新 等支援機関であれば当該金融機関のみ）による確認を受けている必要がありますので、それぞれに確認書を記 載して添付してください。なお、金融機関が認定経営革新等支援機関を兼ねている場合は、「金融機関による 確認書」の提出は省略することができます。 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合は認定経営革新等支援機関による確認書は任意となります。た だし、補助金額 3,000万円を超える事業者は「金融機関による確認書」を提出する必要があります。 ③ 決算書（直近２年間の貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動計算書）、製造原 価報告書、販売管理費明細、個別注記表） ※ ２年分の提出ができない場合は、１期分の決算書（貸借対照表、損益計算書（特定非営利活動法人は活動計算 書）、製造原価報告書、販売管理費明細、個別注記表）を添付してください。 ※ 決算書の添付ができない中小企業等は、法人等の全体の事業計画書及び収支予算書を添付してください。 ※ 製造原価報告書及び販売管理費明細は、従来から作成している場合のみ添付してください。 ※ 事業再構築の分類のうち、「新市場進出（新分野展開、業態転換）」や「事業転換」における「新事業売上 高 10%要件」について、「売上高が 10 億円以上であり、かつ、事業再構築を行う事業部門の売上高が 3 億 円以上である場合には、当該事業部門の売上高の 10％（又は総付加価値額の 15％）以上であること」を満た すことをもって申請を行う場合には、直近の決算において、売上高が 10 億円以上であり、事業再構築を行う 事業部門の売上高が 3 億円以上であることが分かる書類を追加で提出してください（決算書において分かる 場合には追加での提出は不要です）。 ④ ミラサポ plus「電子申請サポート」の事業財務情報 ※ 「中小企業向け補助金 総合支援サイト ミラサポ plus」（ https://mirasapo-plus.go.jp/）の「電子申請サ ポート」で事業財務情報を作成の上、ブラウザの印刷機能で PDF出力し、添付してください。 （参考）■ 「Gビズ ID」のメールアドレスを変更したい https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot06%22 ■Gビズ IDエントリーから Gビズ IDプライムを取得した場合 https://mirasapo-plus.go.jp/faq/#ot07 ■ 「事業再構築補助金」を申請したい方向け「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf」



テキストが挿入されました�

テキスト

「48」



テキストが挿入されました�

テキスト

「⑤ 従業員数を示す書類 ・ 労働基準法に基づく労働者名簿の写し ※ 最低賃金枠に申請する場合には、申請時点のものに加え、最低賃金要件の対象となる 3か月分の労働者名簿 についても提出することが必要です。ただし、変更がない場合には、申請時点のもののみでかまいません。 ⑥ 収益事業を行っていることを説明する書類 法人の場合 ・ 直近の確定申告書別表一及び法人事業概況説明書の控え 個人事業主の場合 ・ 直近の確定申告書第一表及び所得税青色申告決算書の控え ⑦ 建物の新築が必要であることを説明する書類（建物の新築に係る費用を補助対象経費として計 上している場合） ・ 新築の必要性に関する説明書（事業者名） ＜＜事業類型毎の追加提出書類＞＞ ⑧ 市場拡大要件を満たすことを説明する書類 （成長枠） ・ 市場拡大要件を満たすことの説明書（事業者名） ⑨ 給与総額増加要件を満たすことを説明する書類 （成長枠、グリーン成長枠） ・ 賃金引上げ計画の誓約書（事業者名） ⑩ 補助率引上要件を満たすことを説明する書類 ※ 成長枠、グリーン成長枠に申請する事業者で、補助率引上げを受ける場合 ・ 大規模な賃上げに取り組むための計画書（事業者名） ⑪ 市場縮小要件を満たすことを説明する書類 （産業構造転換枠） ・ 市場縮小要件を満たすことの説明書（事業者名） ⑫ 廃業費を計上することの妥当性を説明する書類 （産業構造転換枠に申請し、廃業費を計上 する場合） ・ 廃業計画書（事業者名） ⑬ 2022年 1月以降の連続する 6か月のうち、任意の 3か月の合計売上高が、 2019年～ 2021年の 同 3か月の売上高と比較して 10％以上減少している（又は、 2022年 1月以降の連続する 6か月 のうち、任意の３か月の合計付加価値額が 2019年～ 2021年の同３か月の付加価値額と比較 して 15％以上減少している）ことを示す書類 （最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援 枠） ※ 詳細は「＜別添１＞売上高減少等に係る証明書類について」をご参照ください。 ⑭ 事業場内最低賃金を示す書類 （最低賃金枠）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 最低賃金確認書（事業者名）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「※ 併せて、最低賃金要件の対象となる 3か月分、最低賃金＋ 30円以内の従業員全てがわかる賃金台帳（又はそ れに相当する書類）を提出してください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「49」



テキストが挿入されました�

テキスト

「⑮ 研究開発・技術開発計画書又は人材育成計画書 （グリーン成長枠） ※ 所定の様式（研究開発・技術開発計画書、又は人材育成計画書）で作成してください。 ※ １年以上（エントリーで申請する場合）又は 2年以上（スタンダードで申請する場合）の研究開発・技術開 発又は従業員の一定割合以上に対する人材育成を行うことについて明確に記載してください。 ※ 「表１：審査項目」における「（５）グリーン成長点」については、本計画書に基づき評価されます。 ⑯ 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており、公募申請時 において再生計画等を「策定中」の者又は再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３ 年以内に再生計画等が成立等した者に該当することを証明する書類 （物価高騰対策・回復再 生応援枠） ※ ⑬の書類との選択制。 ⑰ 卒業要件を満たすことを説明する書類 （卒業促進枠） ・ 卒業計画書（事業者名） ⑱ 賃金引上要件と従業員増員要件を満たすことを説明する書類 （大規模賃金引上促進枠） ・ 大規模賃上げ及び従業員増加計画書（事業者名） ・ 賃金引上げ計画の表明書（事業者名） ※ 申請時点の直近月の事業場内最低賃金が明記され、補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から 3~5年 の事業計画期間終了までの間、事業場内最低賃金を年額 45円以上引き上げる計画を従業員等に表明している ことがわかる書面を提出してください。 ※ 併せて、直近の事業場内最低賃金で雇用している従業員全てが分かる賃金台帳（又はそれに相当する書類） を提出してください。対象月については、賃上げ表明書と同じ月であることを確認してください。 ⑲ 別事業要件及び能力評価要件の説明書（過去の公募回で採択されている事業者が産業構造転換 枠又はグリーン成長枠に申請する場合） ・ 別事業要件及び能力評価要件の説明書（事業者名） ＜＜リース会社と共同申請する場合の追加提出書類＞＞ ⑳ リース料軽減計算書（リース会社と共同申請する場合） ・ （公社）リース事業協会が確認した「リース料軽減計算書」（事業者名） ㉑ リース会社が適切にリース取引を行うことについての宣誓書（リース会社と共同申請する場 合）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ リース取引に係る宣誓書（リース会社名）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「＜＜複数の事業者が連携して事業に取り組む場合の追加提出書類＞＞ ㉒ 連携の必要性を示す書類（代表申請者が提出） ・ 連携の必要性を示す書類（代表申請者名） ㉓ 連携体の構成員それぞれが事業再構築要件を満たすことを説明する書類（連携体の構成員が提 出） ・ 連携体各者の事業再構築要件についての説明書類（事業者名） ＜＜組合特例を用いる場合の追加提出書類＞＞ ㉔ 組合特例の要件を満たしていることの確認書」



テキストが挿入されました�

テキスト

「50」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 組合特例に関する確認書（事業者名）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「＜＜加点関係の追加提出書類＞＞ ㉕ 審査における加点を希望する場合に必要な追加書類等 ・加点① ： 2022年 1月以降のいずれかの月の売上高が対 2019~2021年の同月比で 30％以上減 少していること（又は、 2022年 1月以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2019~2021年の同月比で 45％以上減少していること）を示す書類 ※ 詳細は「＜別添１＞売上高減少等に係る証明書類について」をご参照ください。 ・加点②： 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協議会）等から支援を受けており、応 募申請時において以下のいずれかに該当することを証明する書類 （１） 再生計画等を「策定中」の者 （２） 再生計画等を「策定済」かつ公募終了日から遡って３年以内に再生計画等が 成立等した者 ※ ⑯の書類をもって物価高騰対策・回復再生応援枠に応募申請する事業者は、追加提出は不要で す。 補助金・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報告提出時等に提供い ただいた情報は、中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーに則り、効果的な政策立案や経営 支援等（申請者への各種情報提供、支援機関による個社情報閲覧等）のために、行政機関（中 小企業庁・経済産業省）やその業務委託先、独立行政法人、大学その他の研究機関、施設等機 関に提供・利用され、かつ、支援機関からのデータ開示依頼に対して申請者の承認があれば支 援機関にも提供される場合がございます。 本申請を行うことにより、本データ利用に同意したものとみなします。 詳細は＜別添２＞中小企業庁関連事業データ利活用ポリシーをご参照ください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「認定経営革新等支援機関・金融機関による確認書」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「金融機関による確認書（事業者名）（※）」 
[新] : 「金融機関による確認書（事業者名）（※ ）」



テキストが削除されました�

テキスト

「２．」



テキストが挿入されました�

テキスト

「認定経営革新等支援機関・金融機関による確認書 ２．」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「別添 1 を参照してください。 ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。 コロナ以前に比べて売上高が減少し たことを示す書類 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合 で、売上高等減少要件を連携体を構成するすべ ての者の合計で満たす場合、各者及び合計の申 請に用いる売上高がわかる書類を追加で添付し てください。」 
[新] : 「【法人の場合】」



テキストが削除されました�

テキスト

「３．」



テキストが削除されました�

テキスト

「別添 1 を参照してください。 ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。 コロナ以前に比べて付加価値額が減 少したことを示す書類 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合 で、売上高等減少要件を連携体を構成するすべ ての者の合計で満たす場合、各者及び合計の申 請に用いる付加価値額がわかる書類を追加で添 付してください。」



テキストが削除されました�

テキスト

「４．」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「43」 
[新] : 「51」
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https://mirasapo-plus.go.jp/

https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf

https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf

テキストが削除されました�

テキスト

「【法人の場合】」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「事業再構築の分類のうち、「新分野展開」や「業」 
[新] : 「事業再構築の分類のうち、「新市場進出（新分野 展開、業態転換）」や「事業転換」における「新事 業売上高 10%等要件」について、「売上高が」



テキストが削除されました�

テキスト

「５． 決算書等」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「態転換」における「新事業売上高 10%等要件」につ いて、「売上高が 10 億円以上であり、かつ、事業 再構築を行う事業部門の売上高が 3 億円以上である 場合には、当該事業部門の売上高の 10％（又は総付 加価値額の 15％）以上であること」を満たすことを もって申請を行う場合には、 2021 年 11 月以前の直 近の決算において、売上高が 10 億円以上であり、 事業再構築を行う事業部門の売上高が 3 億円以上で あることが分かる書類を追加で提出してください （決算書において分かる場合には追加での提出は不 要です）。」 
[新] : 「10 億 円以上であり、かつ、事業再構築を行う事業部門の 売上高が 3 億円以上である場合には、当該事業部門 の売上高の 10％（又は総付加価値額の 15％）以上 であること」を満たすことをもって申請を行う場合 には、直近の決算において、売上高が 10 億円以上 であり、事業再構築を行う事業部門の売上高が 3 億 円以上であることが分かる書類を追加で提出してく ださい（決算書において分かる場合には追加での提 出は不要です）。 ３．」



テキストが挿入されました�

テキスト

「決算書等」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「（※ ）「中小企業向け補助金・総合支援サイト ミラサポ plus（ https://mirasapo-plus.go.jp/）」の会員登録が必要です。ＧビズＩＤプライムアカウント又は暫定プライムアカウントでログインし、「電子申請サポート」の「事業財務情報」を入力してください。赤いアスタリスク (*)が 付いた項目が必須項目です。なお、白色申告の個人事業主 で貸借対照表を作成していない等記入できない項目がある 場合は「０」と入力いただいて差し支えございません。 （※ ） 入力・保存後の、「事業財務情報」画面をブラウザ」 
[新] : 「（※）「中小企業向け補助金・総合支援サイト ミラサポ plus（ https://mirasapo-plus.go.jp/）」の会員登録が必要です。ＧビズＩＤプライムアカウントでログインし、「電子申請サポート」の「事業財務情報」を入力してください。赤いアスタリスク (*)が付いた項目が必須項目で す。なお、白色申告の個人事業主で貸借対照表を作成して いない等記入できない項目がある場合は「０」と入力いた だいて差し支えございません。 （※ ）入力・保存後の、「事業財務情報」画面をブラウザ」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「６． （参考）■ 「 事業再構築補助金」を申請したい方向け 「ミラサポ plusの操作マニュアル」 https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wpcontent/uploads/2021/07/30151414/mirasapo-manual0730.pdf」 
[新] : 「４． （参考） ■「事業再構築補助金」を申請したい方向け 「ミラサポ plus の操作マニュアル」 https://mirasapoplus.go.jp/resource/image/common/pdf/mirasapo-manual.pdf」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「44」 
[新] : 「52」
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テキストが挿入されました�

テキスト

「５． 従業員数を示す書類」



テキストが削除されました�

テキスト

「７．」



テキストが削除されました�

テキスト

「労働者名簿」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「建物の新築が必要であることを説明 する書類 （建物の新築に係る経費を補助対象 経費として計上している場合）」 
[新] : 「【法人の場合】 ・ 直近の確定申告書別表一の控え（事業者名） ・ 法人事業概況説明書の控え（事業者名） 【個人事業主の場合】 ・ 直近の確定申告書第一表の控え（事業者名） ・ 所得税青色申告決算書の控え（事業者名） 収益事業を行っていることを説明す る書類 6． 建物の新築が必要であることを説明 する書類 （建物の新築に係る経費を補助対象経」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「８．」 
[新] : 「７．」



テキストが挿入されました�

テキスト

「費として計上している場合） 市場拡大要件を満たすことを説明する 書類（成長枠） ・ 市場拡大要件を満たすことの説明書（事業者 名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「リース料軽減計算書 （リース会社と共同申請する場合） ・ （公社）リース事業協会が確認した「リース料軽減計画書」（事業者名）」 
[新] : 「８．」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「9． リース会社が適切にリース取引を行 うことについての宣誓書 （リース会社と共同申請する場合） 10．」 
[新] : 「９． 給与総額増加要件を満たすことを説明 する書類（成長枠、グリーン成長枠） ・ 賃金引上げ計画の誓約書（事業者名） ・ 賃金台帳の写し（事業者名） 補助率引上要件を満たすことを説明す る書類（成長枠、グリーン成長枠に申 請する事業者で、補助率の引上げを受 ける場合） 10. ・ 大規模な賃上げに取り組むための計画書 市場縮小要件を満たすことを説明する 書類（産業構造転換枠） ・ 市場縮小要件を満たすことの説明書（事業者 名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「・ リース取引に係る宣誓書（リース会社名） ・ 賃上げ表明書（事業者名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「※ 申請時点の直近月の事業場内最低賃金が明記され、 補助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から 3~5年の事業計画期間終了までの間、事業場内最低 賃金を年額45円以上引き上げる計画を従業員等に表 明していることがわかる書面を提出してください。 賃金引上げ計画の表明書（大規模賃金 引上枠のみ）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「廃業費を計上することの妥当性を説明 する書類（産業構造転換枠に申請し、 廃業費を計上する場合）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「12．」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「賃金台帳の写し（事業者名） ※ 直近の事業場内最低賃金で雇用している従業員全て が分かる賃金台帳（又はそれに相当する書類）を提 出してください。対象月については、賃上げ表明書 と同じ月であることを確認してください。」 
[新] : 「廃業計画書（事業者名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「45」 
[新] : 「53」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「2021 年 10 月以降のいずれかの月の 売上高が、対 2020 年又は 2019 年同 月比で 30％以上減少していること （又は、 2021 年 10 月以降のいずれ かの月の付加価値額が、対 2020 年又 は 2019 年同月比で 45％以上減少し ていること）を示す書類 （回復・再生応援枠のみ） 12． ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。 中小企業活性化協議会（旧：中小企 業再生支援協議会）等から支援を受 けており、応募申請時において以下 のいずれかに該当することを証明す る書類 （１）再生計画等を「策定中」の者 （２）再生計画等を「策定済」かつ 公募終了日から遡って３年以内に再 生計画等が成立等した者 （回復・再生応援枠のみ） ・ 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援 協議会）等による確認書（事業者名）」 
[新] : 「2022 年 1 月以降の売上高（又は付加 価値額）が 2019～ 2021 年に比べて 減少したことを示す書類 （最低賃金枠、物価高騰対策・回復 再生応援枠） ※ 物価高騰対策・回復再生応援枠の 場合、 16 の書類との選択制 ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。 ※ 複数の事業者が連携して事業に取り組む場合 で、売上高等減少要件を連携体を構成するすべ ての者の合計で満たす場合、各者及び合計の申 請に用いる売上高がわかる書類を追加で添付し てください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「54」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※ 最低賃金要件の対象となる3か月分、最低賃金＋30 円以内の従業員全てがわかる賃金台帳（又はそれに 相当する書類）を提出してください。 事業場内最低賃金を示す書類（最低 賃金枠のみ） 14． 研究開発・技術開発計画書 又は 人材育成計画書（グリーン成長枠の み）」 
[新] : 「14. 事業場内最低賃金を示す書類（最低 賃金枠） ※ 最低賃金要件の対象となる 3か月分、最低賃金＋ 30円 以内の従業員全てがわかる賃金台帳（又はそれに相当 する書類）を提出してください。」

フォントサイズ「9」が「10.08」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「15. 別事業要件及び能力評価要件の説明 書（過去の公募回で採択されている 事業者の場合） ・ 別事業要件及び能力評価要件の説明書」 
[新] : 「研究開発・技術開発計画書 又は 人材育成計画書（グリーン成長枠） 15． 中小企業活性化協議会（旧：中小企 業再生支援協議会）等から支援を受 けており、応募申請時において以下 のいずれかに該当することを証明す る書類 （１）再生計画等を「策定中」の者 （２）再生計画等を「策定済」かつ 公募終了日から遡って３年以内に再 生計画等が成立等した者 （物価高騰対策・回復再生応援枠） ・ 中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支 援協議会）等による確認書（事業者名）」



テキストが削除されました�

テキスト

「（事業者名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「46」 
[新] : 「55」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「足許で原油価格・物価高騰等の経済 環境の変化の影響を受けたことによ り、 2022 年 1 月以降の連続する 6 か 月間のうち、任意の 3か月の合計売上 高が、 2019 年～ 2021 年の同 3 か月 の合計売上高と比較して 10％以上減 少している (又は、 2022 年 1 月以降 の連続する 6 か月間のうち、任意の 3 か月の合計付加価値額が、 2019 年～ 2021 年の同 3 か月の合計付加価値額 と比較して 15％以上減少している )こ とを示す書類（緊急対策枠のみ） 別添 1 を参照してください。 ※ 各ファイルには事業者名を記載してくださ い。」 
[新] : 「※ 13 の書類との選択制 卒業要件を満たすことを説明する書 類（卒業促進枠）」

フォントカラーが変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「原油価格・物価高騰等の経済環境の 変化の影響を受けていることを示す 書類（緊急対策枠のみ） ・ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変 化の影響を受けていることの宣誓書（事業者 名）」 
[新] : 「・ 卒業計画書（事業者名） ・ 大規模賃上げ及び従業員増加計画書 ・ 賃上げ表明書（事業者名） ※ 申請時点の直近月の事業場内最低賃金が明記され、補 助事業実施期間の終了時点を含む事業年度から 3~5 年の事業計画期間終了までの間、事業場内最低賃金を 年額 45円以上引き上げる計画を従業員等に表明して いることがわかる書面を提出してください。 賃金引上要件と従業員増員要件を満 たすことを説明する書類（大規模賃 金引上促進枠）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 賃金台帳の写し（事業者名） ※ 直近の事業場内最低賃金で雇用している従業員全てが 分かる賃金台帳（又はそれに相当する書類）を提出し てください。対象月については、賃上げ表明書と同じ 月であることを確認してください。」



テキストが挿入されました�

テキスト

「19．」



テキストが挿入されました�

テキスト

「・ 別事業要件及び能力評価要件の説明書 （事業者名） 別事業要件及び能力評価要件の説明 書（過去の公募回で採択されている 事業者が産業構造転換枠又はグリー ン成長枠に申請する場合） リース料軽減計算書 （リース会社と共同申請する場合） ・ （公社）リース事業協会が確認した「リース 料軽減計画書」（事業者名）」



テキストが挿入されました�

テキスト

「20.」



テキストが挿入されました�

テキスト

「リース会社が適切にリース取引を行 うことについての宣誓書」



テキストが挿入されました�

テキスト

「21.」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「連携の必要性を示す書類（複数の事 業者が連携 して事 業 に取り組む 場 合、代表申請者が提出）」 
[新] : 「・ リース取引に係る宣誓書（リース会社名） （リース会社と共同申請する場合） 連携の必要性を示す書類（複数の事 業者が連携して事業に取 り組む場 合、代表申請者が提出） 22．」



テキストが削除されました�

テキスト

「19．」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「り組む場合 、連携 体の構成員が 提 出） ・ 連携体各者の事業再構築要件についての説明 書（事業者名）」 
[新] : 「り組む場合、連携体の構 成員が提 出） ・ 連携体各者の事業再構築要件についての説明 書（事業者名） 23.」



テキストが削除されました�

テキスト

「20.」



テキストが挿入されました�

テキスト

「24.」



テキストが削除されました�

テキスト

「21.」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「47」 
[新] : 「56」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「【加点①】 ・ 売上高減少に係る証明書類（事業者名） 22. 【加点①】 2021 年 10 月以降のいずれかの月の売上 高が対 2020 年又は 2019 年同月比で 30％以上減少していること（又は、 2021 年 10 月以降のいずれかの月の付加 価値額が、対 2020 年又は 2019 年同月 比で 45％以上減少していること）を示す 書類 【加点②】 中小企業活性化協議会（旧：中小企 業再生支援協議会）等から支援を受 けており、応募申請時において以下 のいずれかに該当することを証明す る書類 （１）再生計画等を「策定中」の者 （２）再生計画等を「策定済」かつ 公募終了日から遡って３年以内に再 生計画等が成立等した者 【加点③】 足許で原油価格・物価高騰等の経済 環境の変化の影響により、 2022 年 1 月以降のいずれかの月の売上高（又 は付加価値額）が、 2019 年～ 2021 年同月と比較して 10％（付加価値額 の場合 15％）以上減少していること を示す書類 （・付加価値額減少に係る証明書類（事業者 名））」 
[新] : 「【加点①① ・ 売上高減少等に係る証明書類（事業者名） （・付加価値額減少に係る証明書類（事業者 名）） 25. 【加点①① 2022年 1月以降のいずれかの月の売上高 が対 2019～ 2021 年の同月比で 30％以 上減少していること（又は、 2022年 1月 以降のいずれかの月の付加価値額が、対 2019~2021 年同月比で 45％以上減少し ていること）を示す書類 【加点②② 中小企業活性化協議会（旧：中小企 業再生支援協議会）等から支援を受 けており、応募申請時において以下 のいずれかに該当することを証明す る書類 （１）再生計画等を「策定中」の者 （２）再生計画等を「策定済」かつ 公募終了日から遡って３年以内に再 生計画等が成立等した者」

フォントサイズ「9.96001」が「0」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援協 議会）等による確認書（事業者名） 【加点③】 ・ 足許で原油価格・物価高騰等の経済環境の変 化の影響を受けていることの宣誓書（事業者 名） 参照してください。 ※ 証 明書類は別添 1 を」 
[新] : 「中小企業活性化協議会（旧：中小企業再生支援 協議会）等による確認書（事業者名）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「48」 
[新] : 「57」





<BIAR1> SELEBAEFICHRDIBAZECDONT
OHE - BAEISIER. RENFRCDONTE, MTICECTEERRHU TR,

© EADZE
T LEORDEIERTDIEREL T, UTF (1) 15 (5) IRTOIERTRMILTHFB LT
=LY,

(1) BHBCAVDERDINHDEREMRERDIOFLUET (2019FX(F20206F1 ~ 3 A)

DE 3NBDTEENDMNDEEDOHEEREERNR—DIEX (140

(2) (1) OEEREELRAFEOEANSEERHAZSOEX (M)

(3) =8 (140) (e-TaxTHEHEL TL\DIHEDH)

(4) HFBCAWVWDERD 3INHDFELNDONBEERSERNR—DIEX (11)

(5) (4) OEEREELRFEOEANSEMTHRASOEX (M)

@ BABEFDZE
T LEDRDEIERATDIEREL T UTF (1) 15 (5) IRTOIRZR/MILTHB LT
=0,
(1) HBFBICAVDERD 3NADLEBXRERDIOFLUAT (2019FX (F20204 1~ 3 A)
DE 3B DTELENDNDERDOEEREEFE—RDER (11
(2) (1) OEEREELRAFEDORBIFE LDERADS DFEREEHEESREEDIEINGD
AlF. zOEX (WH) XBEBREDHIHRADABFE LMD LAk IREE
DMBDOHETEREDERE LR DERZRH LTSN,
(3) ZE8H (140) (e-TaxTHEHEUL TL\DIHEDH)
(4) HFBCAVWDERD3INHDFELNDONDEEREZEE—RDEX (11)
(5) (4) OEEHEELRAFEOARTLDEADSDEREEHERBEEDEAINGD
Al zoEX (MHE) XBEEREEOHFEHRADARBR LA DONSE LAk, KREZ
DABDFEEREDEE LR DERZIRE L TIIZE0,

X1 (1) (4) (EDWVWT. EERESHIR—DEIX (IEEREEF—RCIE. INZEMENOHRE., FZEEBEFHE
DHE - RNBFESHEHSINTVND I EZTHRIZS,
(D) IRZEIENDIRED, X(FEBFREDOHE - RABESOLH (e-TaxDIBEFREEH) HRVNBE.
2RAEFEDD [FIAE (TD2FSERRA) | (BESEERDELHDHDIED) ZIENMTIRL,.

%2 HEUMKREQLDEBOINAXEIIOFLURDRE 3 MBAMERFE(CELNDHEEF. ENTNOFEDHEERS
SRDRENIVETT.

%3 (4) [CDWT. BFEICAVWBEED 3NBDFT LA DIEEDEERSENBFATLRNESE. ZHEADFTL
OB FT LAIRFELEENICHLE T IER HER. RE. TofMh. BERSOERERDIER) ZRTLEEL
CENTEFT., EFRTERUE3IDPADOBMADHEICREBEESNTNDI S LZZHBLLEET V., BHHBEICAVWSERD
3hBOALREETNTVWSEFRICTRESINWTLSIEEL,

(B =BV D S URELET—4. RAEY I~ (TU0ILVE) TERUIEREDT -4, FEZD%LE
BIROIE—. FE20 3NMADFT LN O DEABELRSAES.

X4 HHIMEEDRED (CKDBMHZRIZIHBECE. AROERENE. AFE. BMENE (HBRCBALLRRBES
DFMAEHNEICDONTIE. BAULZENSRERZTTZRAMTIRD ULEER) =R I D, FEOEERENEA
TULBNEDIHCHIMDST . CNSDIFIROIDONDER GREXRZFOHRTERSEDOERLEQLDIER) ORMINBE LR
DEI. ZDR. BHFBICAVDERDINA DM NMIEREDE HDIRHL S 72 D EIFR (C TR 5IWT IS0,

49



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「回復・再生応援枠、緊急対策枠についても、以下に準じて書類を提出してください。」 
[新] : 「最低賃金枠、物価高騰対策・回復再生応援枠に申請される場合は以下に準じて書類を提出してくだ さい。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「3か月の比較対象となるコロナ以前（ 2019年又は 2020年１～３月） の同３か月の売上が分かる年度の確定申告書別表一の控え（１枚）」 
[新] : 「3か月の比較対象となる 2019～ 2021年の同３か月の売上が分かる年 度の確定申告書別表一の控え（１枚）」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「申請に用いる任意の３か月の比較対象となるコロナ以前（ 2019年又は 2020年１～３月） の同３か月の売上が分かる年度の確定申告書第一表の控え（１枚） （２） （１）の確定申告書と同年度の月別売上の記入のある所得税青色申告決算書の控えがある 方は、その控え（両面） ※白色申告の方は対象月の月間売上がわかる売上台帳、帳面そ」 
[新] : 「申請に用いる任意の３か月の比較対象となる 2019～ 2021年の同３か月の売上が分かる年 度の確定申告書第一表の控え（１枚） （２） （１）の確定申告書と同年度の月別売上の記入のある所得税青色申告決算書の控えがある 方は、その控え（両面） ※ 白 色申告の方は対象月の月間売上がわかる売上台帳、帳面そ」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※白色申告の方は対象月の月間売上がわかる売上台帳、帳面そ」 
[新] : 「※ 白 色申告の方は対象月の月間売上がわかる売上台帳、帳面そ」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「※２ 比較対象となる任意の 3か月又はコロナ以前の同３か月が複数年度にまたがる場合は、それぞれの年度の確定申告 書類の提出が必要です。」 
[新] : 「※ ２ 比較対象となる任意の 3か月又は 2019～ 2021年の同３か月が複数年度にまたがる場合は、それぞれの年度の確定 申告書類の提出が必要です。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「の減価償却費については、購入した日から決算日までを月数で按分した金額）を確認するため、年度の確定申告が済ん でいるかどうかにかかわらず、これらの情報がわかる資料（試算表等の確定申告の基礎となる書類）の添付が必要とな ります。その際、申請に用いる任意の」 
[新] : 「の減価償却費については、購入した日から決算日までを月数で按分した金額）を確認するため、年度の確定申告が済 んでいるかどうかにかかわらず、これらの情報がわかる資料（試算表等の確定申告の基礎となる書類）の添付が必要 となります。その際、申請に用いる任意の」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「49」 
[新] : 「58」
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https://jigyou-saikouchiku.go.jp/pdf/uriagedagagenshou.pdf

テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「合併、法人成り、事業承継、新規創業などの要因により、申請に用いる任意の３か月又は比較対象 となるコロナ以前の同３か月の売上を示すことができない特段の事情のある事業者が用意すべき書類 については、別途「売上高減少の確認に係る特例について」を参照してください。」 
[新] : 「合併、法人成り、事業承継などの要因により、申請に用いる任意の３か月又は比較対象となる 2019～ 2021年の同３か月の売上を示すことができない特段の事情のある事業者が用意すべき書類に ついては、別途「売上高減少の確認に係る特例について」を参照してください。」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「50」 
[新] : 「59」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「補助金・行政手続（※）・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報」 
[新] : 「補助金・行政手続（※ ） ・中小企業庁の設置する各種相談窓口等で申請時・利用時・事業報」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「51」 
[新] : 「60」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「EBPM目的（研究活動だけでなく学術論文の作成・発表までを含みます）のみ の利活用や守秘義務等の遵守に係る誓約書をあらかじめ中小企業庁と取り交わした機関 に所属する研究者であって、ミラサポ plus上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情」 
[新] : 「EBPM 目的（研究活動だけでなく学術論文の作成・発表までを含みます）のみ の利活用や守秘義務等の遵守に係る誓約書をあらかじめ中小企業庁と取り交わした機関 に所属する研究者であって、ミラサポ plus 上で別に定める利活用目的、主な研究実績、情」

フォント「MS-PGothic」が「Century」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「plus上で申請者に対し個別に同意を取得することとしま」 
[新] : 「plus 上で申請者に対し個別に同意を取得することとしま」

フォント「MS-PGothic」が「Century」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「plusへの G ビズ IDを用いた会員登録が必要となります。」 
[新] : 「plus への G ビズ ID を用いた会員登録が必要となります。」

フォント「MS-PGothic」が「Century」に変更されました。



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「○補助金につき採択となった案件については、法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事」 
[新] : 「○ 補 助金につき採択となった案件については、法人番号、法人名、都道府県、市区町村、事」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「52」 
[新] : 「61」
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「大 申 共 事」 
[新] : 「支 支」

フォントサイズ「8.03999」が「9.12」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「経」



テキストが挿入されました�

テキスト

「中」



テキストが挿入されました�

テキスト

「独」



テキストが削除されました�

テキスト

「制 課 支 支」



テキストが削除されました�

テキスト

「経」



テキストが削除されました�

テキスト

「中」



テキストが削除されました�

テキスト

「独」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「支 中 申 g」 
[新] : 「申 大学その他の研究機関」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「ホ」 
[新] : 「・施 済 産」

フォントサイズ「9」が「7.92」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「ー」



テキストが削除されました�

テキスト

「ム ペ」



テキストが削除されました�

テキスト

「ー」



テキストが削除されました�

テキスト

「ジ」



テキストが削除されました�

テキスト

「・ BizINFO 学 請 同」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「継 当」 
[新] : 「省」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「務 業 請」 
[新] : 「小 企 業 庁」



テキストが削除されました�

テキスト

「査」



テキストが削除されました�

テキスト

「度 題 援 援」



テキストが削除されました�

テキスト

「済」



テキストが削除されました�

テキスト

「小」



テキストが挿入されました�

テキスト

「行 政 法」



テキストが削除されました�

テキスト

「小 請 そ の 他 の 研 究 関」



テキストが削除されました�

テキスト

「・施」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「設 機 関 （ ※ ２ ） に 所 属 る 研 者 申 ・ 営」 
[新] : 「機 援 情」

フォントサイズ「8.03999」が「9.12」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「活 用」



テキストが挿入されました�

テキスト

「情 報」



テキストが挿入されました�

テキスト

「継」



テキストが挿入されました�

テキスト

「当」



テキストが挿入されました�

テキスト

「務 情 業」



テキストが挿入されました�

テキスト

「請」



テキストが挿入されました�

テキスト

「査」



テキストが削除されました�

テキスト

「活」



テキストが削除されました�

テキスト

「に」



テキストが削除されました�

テキスト

「係」



テキストが削除されました�

テキスト

「機 情」



テキストが削除されました�

テキスト

「産」



テキストが削除されました�

テキスト

「企」



テキストが削除されました�

テキスト

「行」



テキストが削除されました�

テキスト

「機 企 者 の」



テキストが削除されました�

テキスト

「識」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「・ 属 請 報 情」 
[新] : 「報 業内容」



テキストが挿入されました�

テキスト

「情報 報 事業・営 業 情 報 共同 申 請 者 情」



テキストが削除されました�

テキスト

「用」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「関 報 業 業」 
[新] : 「報 請」



テキストが削除されました�

テキスト

「政」



テキストが削除されました�

テキスト

「関 業」



テキストが削除されました�

テキスト

「本」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「業 る 者」 
[新] : 「者 の」



テキストが挿入されました�

テキスト

「識 別」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「報 内 情 情」 
[新] : 「・ 属 報 関情報」



テキストが削除されました�

テキスト

「省」



テキストが削除されました�

テキスト

「庁」



テキストが削除されました�

テキスト

「法」



テキストが挿入されました�

テキスト

「規 模」



テキストが挿入されました�

テキスト

「事 業 者」



テキストが挿入されました�

テキスト

「支 中 申 援 機 小 企」



テキストが挿入されました�

テキスト

「ホ」



テキストが挿入されました�

テキスト

「ー」



テキストが挿入されました�

テキスト

「ム ペ」



テキストが挿入されました�

テキスト

「ー」



テキストが挿入されました�

テキスト

「ジ」



テキストが挿入されました�

テキスト

「請 者」



テキストが挿入されました�

テキスト

「本」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「情 情」 
[新] : 「関 業 人 及び」



テキストが削除されました�

テキスト

「別」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「情 容 報 報 （ 中」 
[新] : 「（ 中 小 企 業」



テキストが削除されました�

テキスト

「く」



テキストが削除されました�

テキスト

「外」



テキストが削除されました�

テキスト

「む」



テキストが削除されました�

テキスト

「） 及 人 報」



テキストが削除されました�

テキスト

「規」



テキストが削除されました�

テキスト

「報 報 び」



テキストが削除されました�

テキスト

「小」



テキストが削除されました�

テキスト

「模」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「機 業」 
[新] : 「業 務」

フォントサイズ「8.03999」が「9.12」に変更されました。



テキストが挿入されました�

テキスト

「委 託」



テキストが挿入されました�

テキスト

「庁を」



テキストが削除されました�

テキスト

「企 事 務 情 業 業」



テキストが削除されました�

テキスト

「委」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「庁 者」 
[新] : 「設等機関」

フォントサイズ「9」が「7.92」に変更されました。



テキストが削除されました�

テキスト

「利活用目的 託」



テキストが削除されました�

テキスト

「を 等」



テキストが挿入されました�

テキスト

「く」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「局 を 含 す 究 者 政策の効果検証（ EBPM） の実施（※ ５）」 
[新] : 「※ （ ２ ） に 所 属 外局を含」

フォント「MS-PGothic」が「MS-Mincho」に変更されました。
フォントサイズ「9」が「7.92」に変更されました。
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テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「支援機関の支援実績や専 門知見等の見える化」 
[新] : 「向けた申請情報の活用（ワ ンスオンリー等） 中小企業・小規模事業者に」



テキストが置換されました�

テキスト

[旧] : 「〇 〇 〇 事業者・支援機関への支援 者情報の提供・マッチング」 
[新] : 「対する経営支援情報（補助 金や支援者等）の紹介 経営相談に際する支援者 〇 〇 〇」

フォントサイズ「12」が「9.12」に変更されました。
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[旧] : 「政府保有情報のオープン データ化（※ ６）」 
[新] : 「門知見等の見える化 事業者・支援機関への支援 者情報の提供・マッチング 政府保有情報のオープン データ化（※６）」
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